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I はじめに
平成9年，男女雇用機会均等法の改正により同法第21条に「雇用主の職場
環境配慮義務」規定が置かれ，セクシュアル・ハラスメントへの対策が声高
に叫ばれた。労働省は平成11年に「事業主が職場における性的な言動に起因
する問題に関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針Jを公表し，セ
クシュアル・ハラスメントの定義と内容を示すとともに，事業主が行わなけ
ればならない事項を示唆した。例えば，社内報，パンフレット等を配布する
こと，就業規則への規定，相談・苦情窓口の設置などである。同時に数多く
の対策マニュアルが出版され，多くの企業がセクシュアル・ハラスメントへ
の対応策を採った。さて，これまでに打ち出されたセクシュアル・ハラスメ
ント対策は実を挙げているのだろうか。
セクシュアル・ハラスメントを予防するのに有効な手段として，①告発し
やすいシステムを構築することと②セクシュアル・ハラスメントを引き起こ
す職場の雰囲気・風土をなくすことの 2点が挙げられるだろう。
第一の観点について考えると，現在多くの企業で採られている対応システ
ムが被害者の側から利用しにくい「形式的で、実効のないもの」であることが
懸念される。厚生労働省も「相談窓口はあるが相談しづらい」という問題が
生じていることを指摘していて，同省は「相談・苦情窓口は実質的に相談し
やすいかどうか点検しましょうJとの呼びかけも行なっている。しかし，相
談しづらい窓口が生まれたことについては，平成11年に労働省が出した指針
も一因となったのではないかと思われる節もある。つまり，同指針は，企業
のセクハラ対策において「人事部門Jに脚光を当てすぎたのではなかろうか。
人事部門は就業規則・服務規律を管理し，従業員の研修・懲戒を司るセクシ
ョンであるので，セクシュアル・ハラスメント対策の担当として適任のよう
に見えるが実は，被害者からの相談を受け付ける部門としては不適切で‘はな
いかと危倶されるのである。相談の処理にあたっては被害者への配慮を重視
するという意味で，相談窓口は人事部門から独立させるべきである。
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そのうえでセクシュアル・ハラスメント予防システムが実効を挙げるため
には良い相談員を確保し，女性の相談に乗ることがまず重要であり，さらに
は被害女性に対するケアに専門家としてのカウンセラーの関与が必要で、ある。
第二の観点:セクシュアル・ハラスメントを生む職場風土の除去について
だが，平成11年の労働省の指針にはその方法が断片的にしか示されていない。
セクシュアル・ハラスメントの発生の原因は，女性の劣位を黙認する雰囲気
やセクシュアル・ハラスメントの告発を問題視する雰囲気によるところが大
きいと考える。これには職場で働く者の多くが持つ「固定的な性役割意識j
と男性管理職による職場支配の構造が関わっている。
多くの識者が指摘するようにセクシュアル・ハラスメント問題の根底には
( 1 ) 
「性別による役割分担」意識が横たわっており，管理職の意識が「固定的な
性役割」の定着に貢献している。このようなものの見方に対して牽制球を投
げることが職場には必要で、あるのだが，管理職に「上司による部下の査定」
という権力がある一方で、管理職に女性が少ないという日本の職場の構造がそ
れを妨げている。
セクシュアル・ハラスメントが会社経営に与える負の影響が大きいことは
いろいろな視点から論じられ得るのであるから，企業の経営陣は，再度セク
シュアル・ハラスメントの持つ意味を理解しなおす必要があるのではなかろ
うか。特に職場全体の士気・モラールの低下とそれに伴う生産性の低下を問
題視すべきである。
以下本稿では，セクシュアル・ハラスメント問題をめぐる現況を確認し，
形式的なセクシュアル・ハラスメント対策を実効性のあるものに改善するた
めの方策を検討したい。
なお，本稿では，セクシュアル・ハラスメントの被害から保護されるべき
対象を専ら女性と想定して論じているが，それは，今日の日本の社会でセク
シュアル・ハラスメントの被害を被っているのが圧倒的に女性であるという
現実論を踏まえてのことである。理論的に考えれば，女性ならば男性に対し
てセクシュアル・ハラスメント行為を働いても許されるというはずもなく，
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また，セクシュアル・ハラスメントの規制によってもたらされる利益は男女
両性に平等であるべきことは言うまでもないので，女性の男性に対する(又
は「男性の男性に対するJもしくは「女性の女性に対するJ)セクシュアル・
ハラスメントを規制の対象から排除して論じる意図はない。
I.男女雇用機会均等法の改正と
セクシュアル・ハラスメント対策の進展
1.男女雇用機会均等法改正前の状況
日本においてセクシュアル・ハラスメントという言葉が聞かれるようにな
ったのは， 1988年ごろからであると言われ， 1989年にはその年の流行語大賞
にもなっている。当初，その言葉の使われ方は，主に男性上司が女性部下の
お尻を触ったり，エッチな言葉を女性に投げかけたりするようなことをイメ
ージとしてとらえたもので，面白半分のところもあったようだが，日本中に
またたく聞に広がった。「セクハラ」という言葉が使い勝手の良い言葉として
認知されたのは，男性労働者・女性労働者ともに，職場において「女性の『性』
を弄ぶ慣行jを見聞きしていたがゆえであろう。つまり，かかる慣行に対す
る女性の不満をうまく言い表したこの言葉が，女性による抗議の格好の道具
ともなったと考えられる。
法的な意味で我が国におけるセクシュアル・ハラスメントの概念の確立に
は，後述の通り， r雇用の分野における男女の均等な機会及ぴ待遇の確保等に
関する法律J(男女雇用機会均等法平成9年改正法，以下「改正男女雇用機会
均等法」という)の施行(平成11年4月1日)が大きな意義を持つこととな
った。それ以前にもその概念確立の端緒となる動きは見られる。米国その他
先進諸国の影響を受け，日本では， 1990年前後からセクシュアル・ハラスメ
ントを一つの違法な行為類型として意識しながら民事訴訟が提起されるよう
になっている。
代償(対価)型セクハラ訴訟の鳴矢として，沼津セクシュアル・ハラスメ
ント事件判決 (1990年)がある。職場環境型セクシュアル・ハラスメントに
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(5 ) 
ついては全金東京計器支部事件 (1985年)そして職場環境型セクシュアル・
ハラスメントの使用者責任を認めたものとして著名な福岡セクシュアル・ハ
(6 ) 
ラスメント事件 (1992年)がある。この福岡セクシュアル・ハラスメント事
件は，雑誌社の女性社員(原告)が，上司たる編集長(被告)と社内で対立
し，編集長が原告の異性交遊が乱脈であるかのごとき発言を繰り返して原告
の評価を低下させ，また退職を求める等の嫌がらせを行なったことにつき当
該編集長の不法行為責任及び会社の使用者責任が認められた事案であるが，
本判決は日本のセクシュアル・ハラスメントに関する判例の礎ともなった判
決であり，とりわけ，雇用主の職場環境調整義務が正面から争われ，それが
( 7) 
認定されたことは多くの研究者・実務家から画期的であると評されている。
判決の根拠は(使用者責任を含む)不法行為法理であるが，判決がその理由
の中で「職場環境を調整するよう配慮する義務」の存在を認めている点，改
正男女雇用機会均等法第21条の趣旨を先取りしたものであった。
2.改正男女雇用機会均等法と労働省の指針
改正男女雇用機会均等法第21条は，日本におけるセクシュアル・ハラスメ
ント関連法の中軸である。改正前の「雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律」は1985年に制定さ
れているが，これは「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約J，
いわゆる女性差別撤廃条約を批准するための条件を整えるために国内法整備
として制定されたものであり，募集・採用，配置・昇進についての女性差別
の除去が事業主の努力義務に留まるなどその不十分さが批判された。そして，
この改正前の男女雇用機会均等法には，セクシュアル・ハラスメントに関す
る規定は無かった。旧男女雇用機会均等法が施行されて10年余りが経過し，
この間に女性労働者数の大幅な増加，勤続年数の伸U，職域の拡大が見られ
女性の労働に対する国民全体の意識が変化する中，雇用の分野において女性
が男性と均等な取扱いを受けていない例がなお多く見受けられ，企業におけ
る女性の雇用環境整備の遅れが重要な問題であるとの認識が高まった結果，
6一一第14巻3・4号
1997年(平成9年)に男女雇用機会均等法改正を含む「雇用の分野における
男女の均等な機会及び待遇の確保等のための労働省関係法律の整備に関する
法律Jが国会で可決成立し公布されたのである。
この改正男女雇用機会均等法の目的は，雇用の分野における男女の均等な
機会及び待遇の確保を図ること，女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産
後の健康の確保を図ること，及ぴセクシュアル・ハラスメントの予防を図る
(9 ) 
こととされ，この目的達成のための担保手段として，努力義務規定及ぴ私法
上の効力規定が置かれている。特にセクシュアル・ハラスメント防止につい
ては，改正法第21条が雇用主の配慮義務を初めて明定したのである。
第21条 事業主は，職場において行われる性的な言動に対するその雇用
する女性労働者の対応により当該女性労働者がその労働条件につき不
利益を受け，文は当該性的な言動により当該女性労働者の就業環境が
害されることのないよう雇用管理上必要な配慮をしなければならない。
2 労働大臣は，前項の規定に基づき事業主が配慮すべき事項について
の指針(次項において「指針」という。)を定めるものとする。
(10) 
3 (略)
上記改正男女雇用機会均等法の第2項で言及されている「指針Jを，労働
省は，r事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上
配慮すべき事項についての指針J(平成10年3月13日 平成10年労働省告示第
20号[平成11年4月1日から適用J)として公表した。この「指針」は「雇用
の分野における男女の均等な機会及ぴ待遇の確保を図るためには，職場にお
いて行なわれる性的な言動に対する女性労働者の対応により当該女性労働者
がその労働条件につき不利益を受け，又は当該性的な言動により女性労働者
の就業環境が害されること(以下「職場におけるセクシュアルハラスメント」
という。)がないようにすることが必要である」という書き出しで始まり，セ
クシュアル・ハラスメントの定義を明らかにしたうえで，次の(1)(2)(3)の諸点
について事業主の配慮を求めた:
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(1) 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
(その例示として)
① 社内報，パンフレット等広報又は啓発のための資料等への記載・配布。
② 服務上の規律を定めた文書への記載・配布又は掲示。
③就業規則への規定。
④ 労働者に対する啓発のための研修，講習等の実施。
(2) 相談・苦情への対応(窓口の明確化・適切かつ柔軟な対応)
(窓口の明確化の例示として)
①対応担当者の設定。
② 苦情処理制度の設置。
(適切かっ柔軟な対応の例示として)
① 人事部門との連携等による円滑な対応。
② あらかじめ作成したマニュアルに基づく対応。
(3) 事後の迅速かつ適切な対応
(事実関係の迅速かつ正確な確認の例示として)
①対応担当者による事実関係の確認。
② 人事部門による直接の事実確認
③ 対応担当者との連携下における専門委員会による事実確認
(適正な対処の例示として)
①状況に応じた配置転換等の措置
②就業規則に基づく措置
[下線・強調は論者による]
以降，セクシュアル・ハラスメントへの対策が声高に叫ばれた。同時に数
(11) 
多くの対策マニュアルが出版され，多くの企業が上記「指針」への順応策を
練った。
なお，公務員の服務規律に関して，改正男女雇用機会均等法施行と同時期
に， r人事院規則10-10(セクシュアル・ハラスメントの防止等)Jが施行さ
(12) 
れている。
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3.セクシュアル・ハラスメントが企業に及ぽす影響
企業がセクシュアル・ハラスメント問題によって受けるダメージには次の
ようなものがあると考えられる。
(1) 刑事罰・行政上の制裁・民事賠償・訴訟追行上のコスト
雇用主に対しては刑事罰の規定は無い。事案によっては強制わいせつ罪(刑
法第176条)・強姦罪(刑法第177条)等刑法上の問題となり，加害者に刑事罰
(13) 
が加えられるが，それは雇用主に対する刑事罰ではない。雇用主に関しては，
ただ改正男女雇用機会均等法第25条が労働大臣による報告の要求または助言，
指導もしくは勧告の可能性を定めているに過ぎない。同法第26条は，労働大
臣の勧告に従わない企業に対して企業名の公表という制裁を定めているので
あるが，違反企業名の公表につき， r第5条から第8条までの規定に違反して
いる事業主に対し，……その勧告を受けた者がこれに従わなかったときには，
その旨を公表することができるjと規定しているだけで，同法第21条のセク
シュアル・ハラスメントをめぐる雇用主の配慮義務の違反は，企業名公表と
(14) 
いう制裁の直接の対象とはなっていない。
さらにまた，改正男女雇用機会均等法第21条を直接の根拠として雇用主に
損害賠償を請求することはできない。セクシュアル・ハラスメント被害に対
して改正男女雇用機会均等法独自の司法救済手段というものは予定されてい
ない。ところで，別分野の法律として，例えば，私的独占の禁止及ぴ公正取
引の確保に関する法律(独占禁止法)は，第89条以下に刑事罰に関する規定，
第7条の 2に行政上の措置としての課徴金の規定を有するが，さらに加えて，
第25条において「私的独占若しくは不当な取引制限をし，又は不公正な取引
方法を用いた事業者Jに対する被害者の損害賠償請求権を明定している。そ
のような例に倣い，男女雇用機会均等法自体がセクシュアル・ハラスメント
被害者に損害賠償請求権を明示的に授けることは可能で、あろうが，現段階で
はそのような考えは採られていない。米国において，雇用の場における差別
を禁じた公民権法タイトルセブンが直接，懲罰的損害賠償を含めた損害賠償
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(15) 
請求訴訟の法的根拠となるのと比べて，異なっている。そもそもの男女雇用
(16) 
機会均等法の由来は「勤労婦人の福祉Jのための法であって，雇用差別につ
いて差別者と対峠する被差別者に法的根拠を与えるという発想からスタート
したわけではないのである。
それで、も，被害者が民法の諸規定を活用して可法救済を求めることは可能
(17) 
である。加害者に対しては不法行為に基づく損害賠償請求が可能であり，雇
用主についても，後述の通り諸判例は，不法行為の使用者責任や雇用契約上
の債務不履行に基づく損害賠償請求を認めている。男女雇用機会均等法は，
独自の可法救済手段を明定していないとはいえ，民法上の規定を活用した救
(18) 
済の後ろ盾としての意味を少なくとも果たしている。
日本のセクシュアル・ハラスメント訴訟において認定される民事賠償額は，
米国における賠償額と比較すると少額である。因みに，米国では公民権法タ
イトルセブンに限らず，社会的な特別立法の目的を達成するために，民事賠
償(特に懲罰的賠償)を活用する手法を用いる。それは独占禁止法，環境法
(19) 
などの分野で顕著で、ある。そして，この民事賠償が巨額にのぽるため，企業
か法務リスクを意識せざるを得ないこととなっている。日米を比較したうえ
では，日本の改正男女雇用機会均等法もその他の根拠法規も，企業にとって
大きな法務リスクをイメージさせるものになっていないかもしれない。そし
て，この点については日本における賠償額の少なさを問題点として指摘する
(20) 
意見も多い。しかしながら，そのような意見に後押しされるように，判例の
傾向は後述の通り賠償金金額の上昇を示している。近時は1000万円前後の賠
償金額が認められるようになっているし，判決まで進まず，水面下で、高額の
和解金・解決金を支払って和解した事例も多く存在するであろうことを推察
すると，日本においては賠償額が少額で済むと言い切ってよいものか，疑問
で、ある。
加えて，企業にとっての出絹は損害賠償金だけではない。セクシュアル・
ハラスメント事件が起こると，雇用主が顧問弁護士に支払う相談料・報酬と
いうコストが発生するし，雇用玉が被告とされて訴訟を追行しなければなら
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ない場合，関係者に対する事情聴取や資料の整理などの業務に関わるコスト
(人件費・旅費交通費・事務用品費・通信費など)が通常のビジネスのコス
ト以外に発生する。仮に訴訟が被告企業にとって言いがかり的なものであっ
たとしても，訴訟が起こされた以上はこれらのコストは必ず発生してしまう。
(2) 人的資源の流出，職場の士気の低下とそれに伴う生産性の低下
少子化の時代となって，女性の能力・労働力は企業にとって今後開発が期
待できる重要な人的資源であるはずで、ある。アファーマティブ・アクション
(ポジティブ・アクション)を通じ，女性の職場進出・戦力化・女性幹部の
(21) 
登用を積極的に推進しようとする企業も徐々に増加しつつある。外資系企業
では，男子ではなくむしろ女子に重点を置いて採用活動を展開する場合すら
(22) 
見受けられる。しかし，セクシュアル・ハラスメントが発生しやすい職場環
境やそれを告発しにくい職場環境が存在すれば，これら貴重な人的資源が定
着せず，別の所に流出することになりかねない。
例えば，セクシュアル・ハラスメント被害に遭遇した女性社員が退社する
ことが考えられる。彼女に蓄積されたノウハウ・技能は，彼女が再就職した
他社に移ってしまう。またセクシュアル・ハラスメントで悪い評判のある企
業は有能な就職希望者を(新卒者も転職組も含め)集めるのに苦労すること
になるだろう。
さらには，職場の上司と女性部下との聞にセクシュアル・ハラスメント問
題が発生した場合，職場内の雰囲気が暗くなり従業員の勤労意欲が低下する
ことは容易に想像できる。これは女性従業員だけのことではない。男性従業
員が，自分の上司と女性同僚・部下との聞のセクシュアル・ハラスメントを
知るに至った場合を想定してみよう。例えば，男性上司である部長が権力を
使って自分の部下である女性に代償(対価)型セクシュアル・ハラスメント
行為を行なっているのを目の当たりにした場合，男性従業員(例えば，課長)
は何を感じ，どういう行動を取るだろうか。自分の保身を優先し，見て見ぬ
振りをする課長は自己嫌悪に陥りはしないか。部長に正論をぶつけ女性部下
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を庇った課長は， (部長によって報復されなかったとしても)前日と同じ調子
で業務に精励することができるだろうか。
有能な従業員が退社したり，勤労意欲を低下させたりするということは職
場の生産性が低下することにほかならない。
(3) 取引先による選別
前述の労働省「指針Jによれば， i職場Jには「取引先の事務所Ji取引先
と打合せをするための飲食庖Jなどが含まれる。雇用主としては，取引相手
先の従業員が自社従業員に対して行うセクシュアル・ハラスメント行為につ
いても配慮しなければならない。見方を変えれば，自社従業員が取引相手先
の従業員に対してセクシュアル・ハラスメント行為を行なったりすると，相
手先から取引の継続を拒絶される恐れが出てくることになる。実際に，後掲
のセクシュアル・ハラスメント判例の中にも，取引先の女性従業員に対して
セクシュアル・ハラスメント行為を働いたため当該取引先からクレームを受
(23) 
けたという事例も見られる。雇用差別について感度の高い米国企業を相手と
する場合， i雇用差別をしない」と表明することを継続的取引契約の条項中に
求められる場合すらある。日本国内の場合もすでに，前述の「指針Jを見れ
ば，取引先から「セクシュアル・ハラスメント行為を発生させるような会社
とは取引しない」という方針を示される時代に入っているということができ
ょう。
(4) 消費者の製品離れによる事業へのダメージ
セクシュアル・ハラスメントは企業にとってコーポレート・アイデンティ
ティを地に落とす大きなスキャンダ、ルとなり，その結果，当該企業の製品・
サービスに対する消費者の心理を冷えさせ，不買行動につながる恐れもある。
その代表的な例が米国の三菱自動車製造によるセクシュアル・ハラスメン
ト事件である。イリノイ州の自動車工場においてセクシュアル・ハラスメ
ントが蔓延しているということで， 1996年 4月に，米国三菱自動車製造が
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EEOC(連邦雇用機会均等委員会)から訴えられ， 1998年6月に，セクシュア
ル・ハラスメント訴訟史上過去最高の3400万ドルの補償金を支払うことで和
解に至ったという事件である。事件は，同社に対する人権団体の抗議行動(女
性人権団体のみならず黒人人権団体も合流している)から全米規模の三菱自
動車製品不買運動へと波及した。
当該企業の不祥事に抗議するという意味で積極的に「不買」を実行する消
費者もいるだろうし，当該企業の製品・サービスを購入することで当該不祥
事を容認しているものと他人に解釈されたくないという動機で「不買Jを実
行する消費者もいるだろう。
企業経営者にとって留意すべきである事柄は，昨今消費者が公共政策(世
の中全体を良くすること)を意識した行動を採るようになってきていること
である。地球環境に良い製品やごみ減量につながる製品を選別し，無農薬有
機栽培野菜を好み，遺伝子組み替え食品を拒否したりする行動が見られる。
製品の選別だけでなく，企業の行動も選別の対象となる。消費者は，製品・
サービスを，単に「安さJr良さ」だけで選ぶのではなく，自分たちの購買行
動が人類の未来・子供たちの未来にどのように影響を及ぼすかを考えるよう
になってきており，そして，その点で消費者が企業を見る眼も厳しくなって
いる。
特にセクシュアル・ハラスメントというスキャンダルを起こした企業は，
これまでの「男性中心の企業社会」に批判的な女性消費者から手厳しく弾劾
されることを覚悟しなければならない。
(5) 株主・投資家の離反
昨今は会社の法令遵守について，株主・投資家の目が厳しくなってきてい
る。消費者が公共政策の観点から見た行動を採り始めたということを先に述
べたが，投資家においてもそのような行動が見られる。例えば，株主オンブ
ズマンは「男女雇用機会均等および男女共同参画社会推進」をテーマに上場
企業を対象に調査を実施しているが，質問のポイントの中心の1つにはセク
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シュアル・ハラスメント問題が挙がっている。質問に未回答の企業に対して
は， rこれらの企業は市民団体の質問に冷たい企業と思われます。男女雇用機
会均等法にも無関心か，少なくとも，男女雇用均等法について外部に情報を
(25) 
開示する自信がなかったのでしょう jと手厳しい。
一方，各企業について環境・雇用・消費者・市民社会に対する貢献度を評
価し，総合的な社会貢献度の高い企業に投資する rSRI(Socially Responsible 
(26) 
Investment :社会責任投資)フアンド」と呼ばれるファンドが現れている。
さらには，投資信託や年金の運用にあたり，社会貢献度の高い企業は長期的
な成長がみこまれ，また法令遵守に熱心で、ある会社は不祥事を起こすリスク
が低く投資先として安全で、あるという考えもあろう。投資の際に参考となる
情報を提供する目的で企業の法令遵守体制の実態を調べるベンチャー調査会
(27) 
社も生まれている。
企業の社会貢献度を評価するうえで，セクシュアル・ハラスメント防止と
いうポイントは決して軽くない。朝日新聞文化財団が毎年行なっている「企
業の社会貢献度調査」で使用される11指標の 3番目は「女性が働きやすい」
という指標であり， 5つの項目のうちの 1つは「セクハラ防止策Jである。
法令に違背する行動を取ると消費者からそっぽを向かれ業績を落とすという
こともありうるのだから， リスクに敏感な投資家がセクシュアル・ハラスメ
ント対応に不熱心な企業への投資を回避しようと考えることも意外なことで
(28) 
はない。
4.企業の対応
男女雇用機会均等法の改正及ぴ労働省の「指針」が示されたことを受けて，
企業としてはセクシュアル・ハラスメント対策を採る必要に迫られた。つま
り，改正男女雇用機会均等法第21条及ぴ「指針」が設けられた結果，予測さ
れることは， r企業に対する行政指導が行なわれるようになり，これまで以上
(29) 
に訴えを起こしやすくなるであろうといつことjである。企業としては，セ
クシュアル・ハラスメントの問題を男女間の恋愛のもつれとして，従業員の
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個人責任として片付ける(極端な例としては，男性を左遷し女性を説得して
(30) 
退職させる)ことでは済まされなくなり，企業の労務管理上の責任がクロー
(31) 
ズアップされる時代となったと言える。
一方で，セクシュアル・ハラスメント裁判がマスコミで頻繁に取り上げら
れ，それが改正男女雇用機会均等法の成立・施行と共に相まって，社会にお
けるセクシュアル・ハラスメントへの批判意識の高揚につながっているよう
に思われる。セクシュアル・ハラスメントに対する意識の高まりを示すのが，
厚生労働省の都道府県労働局雇用均等室に寄せられるセクシュアル・ハラス
メントに関する相談の件数である。相談件数は増加の一途をたどり，まさに
うなぎのぽりとなっている。そして，平成12年4月28日付労働省発表によれ
ば，上記相談には，セクシュアル・ハラスメント被害を受けた女性の「どう
対処したらよいかH会社に訴えたが十分に対応してもらえないjという相談
のほかに，企業側からの「事業主の方針の明確化Jr相談窓口の設置方法」に
関する相談も多く，セクシュアル・ハラスメント対応策構築に追われる企業
の困惑がにじんでいる。
企業がどのような対策を採ったかについては財団法人21世紀職業財団の調
べによる「セクシュアルハラスメント防止の取組についてのアンケート」結
果が参考となる。嗣21世紀職業財団が平成1年1月から平成12年3月にかけ
て，全国の地方事務所において行なった調査 (5，218社が回答)である。結果
は次のように要約されている:
0 均等法上事業主の雇用管理上の配慮が求められている「方針の明確化
と周知・啓発Jr相談・苦情代の対応Jr事後の迅速かっ適切な対応Jの
3項目すべてに対応している企業は，従業員数1，000人以上規模の企業で
は70.996.300--999人の企業では45.4%であるのに対し.30人未満の企
業では6.896で，大企業での取組は進んでいるが，小規模企業では取組に
遅れがみられる。
0 各項目ごとの普及度をみると.r方針の明確化と周知・啓発jは49.0%
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の企業で実施されており，検討中の企業を含めると62.5%となる。「相
談・苦情窓口の設置」及び「事後の対応」はそれぞれ34.3%.36.8%と，
「方針の明確化と周知・啓発に比べるとやや低いが，検討中の企業を含
めると約半数になる。
0 産業別にみると，金融・保険業での取組が進んでおり，建設業及びサ
ーピス業での対応に遅れがみられる。
企業の具体的な対応については，財団法人21世紀職業財団が「調査結果の
(34) 
概要Jとして公表している。先の労働省の指針で示された対応策のほとんど
(35) 
すべてがどこかの企業で実施されていることが分かる。もちろん施策の実施
率は施策毎にばらつきがあり，セクシュアル・ハラスメント対策が充実して
(36) 
いる企業とそうでない企業とが混在することも見て取れる。
企業によっては，企業イメージを向上させるべく，自社が設けたセクシュ
アル・ハラスメント対策を大いにPRするところも出てきている。例えば，
財団法人21世紀職業財団が発行する「働く女性に関する情報誌mSSOR.JJ(隔
月刊)では，女性が働きやすい職場を造るための企業の取り組みについて毎
号紹介しているが，自社のセクシュアル・ハラスメント対応を紹介する企業
も少なくない。下表はその要旨である:
表1: iESSORJ誌がセクシュアル・ハラスメント対応について紹介している例
掲載 会社名 セクシュアル・ハラスメント対応の内容要旨
89号 奈良交通側 運転者について年に 1-2回の研修を実施(過去に実施の
アンケート結果を活用)。就業規則中にセクシュアル・ハラ
スメントに関し厳罰を規定。
86号 側資生堂 法務部を事務局とする企業倫理委員会で行動基準を制定
し，これをもとにセクシュアル・ハラスメント防止に取り
組む。相談カードの配布。全事業所に相談窓口(相談担当:
男女1名ずつ)の設置。別に本社内に相談ルーム開設，専
門のカウンセラーが対応。取組みについてポスター・社内
情報誌でPR。役員・管理職・一般社員を対象に研修会の
実施。就業規則にセクハラ防止を明示。
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81号 側阪急百貨底 セクシュアル・ハラスメントの防止とポジティブ・アクショ
ンを推進する社内委員会「ヒューマンサポート委員会」の
創設とその下部組織としてセクシュアル・ハラスメント窓
口を設置。管理職対象の講演を実施。新任?ネージャー研
修でも研修実施。男女500名を対象にアンケート調査の実
施。相談窓口としてサポートルーム(相談員は社内人事役
付者:女性4名と男性1名)を設置，フリーダイヤルの電
話も設置。サポートルームによる相談は従業員だけでなく
問屋・メーカーからの派遣スタッフをも対象とする。セク
シュアル・ハラスメント防止マニュアルの作成・配布。
80号 トヨタ自動車側 従業員の階層別研修でセクシュアル・ハラスメント防止を
扱う。相談窓口を会社と労働組合の双方に設置。「トヨタ社
員の行動指針」にセクシュアル・ハラスメント禁止を明示。
78号 側ノリタケカン パンフレットの配布。就業規則にセクシュアル・ハラスメ
パニーリミテド ント処罰を明示。男女年齢を問わず1000人を対象にセク
シュアル・ハラスメントに関するアンケート調査を実施。
社内報に特集記事の掲載。人事部から全社員対象に「職場
におけるセクシュアルハラスメントの防止に関する」文書
を発信。苦情・相談窓口の設置(相談員は社内の保健婦・
看護婦;必要に応じて労使からなる「セクハラ対策委員会」
を設置)。相談用フリーダイヤルの設置。セクシュアル・ハ
ラスメント防止に関する図書の購入と回覧。啓発ビデオを
購入し研修時視聴。管理職対象のセミナーの実施。
77号 東尽 '/jス側 社長名の文書「セクシュアルハラスメント防止の基本方針」
を社員全員に発信。アンケートの実施。パンフレットの配
布。セクシュアル・ハラスメント相談窓口(相談員8名:
人権啓発室スタッフ3名と各職場の人権啓発推進リーダー
から 5名)の設置。相談窓口担当者が相談を受けたときの
ための「セクシュアル・ハラスメント防止・対応マニュア
ルjの作成。相談担当者と調査担当者(人事部勤労グルー
プ)とを完全に分離。
76号 マツダ鮒 女性が能力発揮しやすい就労環境をつくるため「女性相談
室」を設置(相談員は女性社員がカウンセリング研修を経
て担当)。リーフレットを女性従業員一人一人に発送。セク
シュアル・ハラスメントについて会社として絶対に容認し
ない旨の社長メッセージを全従業員に伝達。セクシュアル・
ハラスメント予防研修の実施(講師は社内スタッフ)。
75号 側伊勢丹 常務会でセクシュアル・ハラスメント防止についての取組
みを承認，プロジェクトチーム(人事5名[うち女性2名J.
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他部門管理職4名，労組4名[うち女性2名J)を発足。ァ l
ンケートの実施。就業規則にセクシュアル・ハラスメント
防止を明示。セクシュアル・ハラスメント相談窓口の設置。
ポスター・携帯カード(相談窓口の連絡先が記載されてい
る)の作成。セクシュアル・ハラスメント防止手引きの作
成。管理職向け講習会の実施(講師は弁護士，今後は社内
スタッフが 4月定期異動待に実施)。一般社員向けビデオ視
聴講習の実施。外部カウンセラーによるセクシュアル・ハ
ラスメント防止のためのホットラインの設置。
74号 モトローラ側 セクシュアル・ハラスメント研修を全管理職を対象に実施
(社長自ら講話。その後研修は定期的に実施。講師は当初
弁護士だったがその後社内スタッフとなった)。アンケート
の実施。社内報にも繰り返し掲載。セクシュアル・ハラス
メント防止のためのホットラインの設置。人間関係等社員
の精神的トラブルをカウンセリングする部署:rエンプロ
イ・アシスタンス・プログラム」を設置(担当は専門の女
d性カウンセラー )。
71号 コマニー側 女性委員 4名から成る「ひまわり委員会」を設置。「ひまわ
り委員会Jはセクシュアル・ハラスメント相談窓口となる
とともに女性の働きやすい職場環境創造のための活動を行
う。委員会の活動については社内通達・社内報で広報。就
業規則上の懲戒事由にセクシュアル・ハラスメントが含ま
れることを社内通達で周知徹底。職務責任者以上を対象に
研修を実施。
セクシュアル・ハラスメントについて対策を採る企業の数は増加途上であ
って今後もその必要性が継続的に叫ばれるであろうし，セクシュアル・ハラ
スメント対策の具体的事例も豊富に紹介されるであろうから，平成11年の労
働省の指針に沿った具体的施策それぞれの実施率は今100%でなくとも徐々
に向上するであろうことが予想できる。
「実施率をいかに早急に向上させるか」は重要な問題であろう。だが，も
う一つ別の問題として，平成11年の労働省の指針で示された複数の施策を一
つのモデルとして可能な限り実施した場合，望ましいセクシュアル・ハラス
メント対策プログラムになりうるか，改善に向けて追加補正すべき要素は無
いのかということが気がかりな点として残る。
18一一第14巻3・4号
II.日本のセクシュアル・ハラスメント判例
以下，日本のセクシュアル・ハラスメントの実例にはどのようなものが見
られるのかを，判例を整理することによって検討する。主要判例雑誌に掲載
されたセクシュアル・ハラスメントに関する判例を一覧表として後掲した。
本一覧表では68件の判例を掲げているが，このうち特に，雇用の場における
セクシュアル・ハラスメント行為が問題となったのは54件で，これににつき
ω7) 
損害賠償が請求された事件は46件である。
1.セクシュアル・ハラスメント訴訟の根拠
セクシュアル・ハラスメントの被害者が加害者及びその雇用主を訴える場
合，これらの訴訟の根拠となっているのは主に，民法上の不法行為理論(民
法第709条及び第710条，並びに使用者責任として第715条(又は第44条第 1
項))である。ここで侵害を受ける権利(利益)は一般に，被害者の「人格権」
とされ，事件毎には， r性的自由」や「性的自己決定権Jの侵害と称されるこ
ともあり，名誉の侵害であるとされるケースもある。また，雇用上の経済的
利益や「働きやすい職場環境のなかで働く利益」が侵害されたものと認定さ
れるケースもある。セクシュアル・ハラスメントが不法行為とされるのは，
(39) 
諸事情を総合的に見てそれが社会的見地から不相当とされる程度のものであ
る場合であるとされる。
一覧表に列挙した判決では，セクシュアル・ハラスメント行為に対する損
害賠償責任が認められた判決のほぽすべてが不法行為を根拠としている。た
だ，不法行為法理は加害者に被害者の損害を賠償させるというシンプルな構
成を採るため，個人対個人(男対女)の構図が際立つたトラブルのケースへ
のj適用は容易だが，そのような場合，セクシュアル・ハラスメントを醸成し
た職場環境に対する雇用主の責任問題が，個人対個人の構図の影に隠れてし
まいがちとなる。雇用主の責任問題をどのように扱うかが裁判所に課せられ
た一つの課題と言える。そして実際の事例に，不法行為者のみならず雇用主
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の責任を問うケースも相当数見られ，大半について雇用主の責任が認められ
ている。それは，加害者のポジションにより，民法第715条の使用者責任の規
定を根拠とするものと，理事その他の代理人の行為に対する法人の責任を問
(41) 
う民法第4条第1項を根拠とするものとに分けられる。いずれにしても判例
では，職務上の地位や権限の利用をもって使用者の責任を認める際の重要な
(42) 
基準と考えられている。
一方，不法行為以外の根拠として労働契約上の債務不履行(安全配慮義務
違反やセクシュアル・ハラスメント防止義務違反)を問う可能性は男女雇用
(43) 
機会均等法の改正以前からも論じられており，福岡セクシュアル・ハラスメ
ント事件以降の判例の中に，セクシュアル・ハラスメントを雇用契約上の債
務不履行であるとして，民法第415粂(債務不履行責任)を根拠とする賠償請
求を認めたものが2例有る(一覧表(2)京都セクシュアル・ハラスメント(呉
(44) 
服販売会社)事件及ぴ(26)三重セクシュアル・ハラスメント(厚生農協連合
(45) 
会)事件)。この京都セクシュアル・ハラスメント事件判決では，職場の女子
更衣室がビデオで隠し撮りされた事実につき，改正男女雇用機会均等法施行
以前に，雇用主の「職場の環境を整える義務」の不履行を認めた。セクシュ
アル・ハラスメント被害者の立場に立てば，加害者の特定，故意・過失の立
証を必要とせず，また，使用者責任が問えないケース(例えば，不特定の顧
客・業者によるセクシュアル・ハラスメント行為など)において雇用主の責
任を問える余地があるという意味で， r職場の環境を整える義務Jを判例上認
めた意義は大きいと言えた。
職場環境型セクシュアル・ハラスメントのうち，特に米国三菱自動車製造
の事件に見られるような不特定多数の男性が同じく不特定多数の女性の働き
にくい職場環境を作り出すといったケースについては，不法行為法理だけで
はカバーしきれない点があるが，雇用主の「雇用契約上の義務」違反を問う
ことは，不特定多数の男性対不特定多数の女性という構図の職場環境型セク
シュアル・ハラスメントに対して，有効な抑止力となり得る。
セクシュアル・ハラスメントについて雇用主の債務不履行責任を認めた上
20-第14巻3・4号
記 2例に加え，改正男女雇用機会均等法第21条によって職場環境配慮義務が
明定された後の事例では，職場環境配慮義務違反を認めたものとして，一覧
(49) 
表(67)仙台セクハラ(自動車販売会社)事件が注目を集めた。
セクシュアル・ハラスメント，特に職場環境型セクシュアル・ハラスメン
トによる権利侵害の救済につき，裁判所が「職場環境配慮義務」をどのよう
に活用するかについて，今後の判例の動向が注目される。
2.セクシュアル・ハラスメント判例の分類
米国におけるセクシュアル・ハラスメント判例の発展過程において，セク
シュアル・ハラスメントは，代償型(あるいは対価型と呼ばれる)と職場環
境型(あるいは環境型)と呼ばれる 2つのタイプに分けられた。前述の労働
省の「指針」においても 2つのタイプに分けて定義がなされているが，一覧
表の判例をその 2つよりももう少しブレークダウンし 6パターンとして分類
(51・52)
してみた。
a.代償型系会社代表独裁型:社長・支底長などの最邸哉のトップが，時代
劇の悪代官の如く，絶対権力を背景に性的な従属を強いるもの，周囲の者が
セクシュアル・ハラスメント行為の存在に気が付いても，我が身に累が及ぶ
のを恐れて，あるいは組織の安泰のために，抑止できないところに特色があ
る。
後掲一覧表の判例のうち， (4)， (5・u・50・51)，(7)， (8)， (9)， (10)， 
(11)， (15)， (1'9)， (20)， (28)， (30)， (32)， (37)， (46)， (53)， (54)， (55)， 
(57)， (58)の20件と相当数有る。
b.代償型系管理職職権濫用型:上司と部下，先輩と後輩という上下・優
劣関係を利用して性的な行為を要求するもの。残業時・宿直時・就業後など
に二人きりの密室において，業務の延長線上で性的言い寄りが行われるとこ
ろに特色がある。
( 2 )， (6・27)，(24)， (34)， (43)， (44)， (45)， (59)， (63)， (66)の10件
とこれも多い。
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c 環境型系同僚わいせつ型:同じ職場の同僚が，狼談・タッチなどの性
的に不快な行為を行うもの。上下・優劣関係を利用した呪縛の要素が少ない。
(13)， (17)， (18)， (22)， (26)， (31・48)，(36)， (39)， (41)， (60)， (61)， 
(67)の12件を数える。
d.環境型系個人蹴落とし型:特定の男性同僚が特定の女性同僚を蹴落と
すために職場において誹誘中傷行為を繰り返すもの。
( 3 )， (25・42・49)，(62)のH牛である。
e 環境型系悪口雑言型:多数の男性同僚が女性に侮蔑的悪口雑言を浴ぴ
せるもの。
(l )， (12)， (29)のH午である。
f.環境型系雇用主無理解処分型:職場環境改善を訴えた被害女性の主張
を聞かずに，逆に被害女性を処分して女性の被害を拡大してしまうもの。し
たがって， fのパターンはその性質上，他のパターンと重複することになる。
(3)， (13)， (22)， (44)， (45)， (67)の61'牛である。
a， bの類型が数は多いが，これは判決に至った訴訟の数を拾ったためで、
あり， aとbの類型においては被害者が「訴訟を起こしてまで相子に償いを
求めたいJと考えるほど被害者の受ける被害(例えば，強姦や強制わいせつ
(53) 
に近い行為)が大きいためであろうと推察される。
3.判例に見られる注目すべき傾向
(1) 増加傾向
厚生労働省の都道府県労働局雇用均等室に寄せられるセクシュアル・ハラ
(54) 
スメントに関する相談の件数が急増していることは前述したが，後掲判例ー
(55) 
覧表でも分るように判例の数も増加している。セクシュアル・ハラスメント
に対する理解が広がったこと，女性労働者に対する支援が拡充したこと，さ
らには，セクシュアル・ハラスメント訴訟の数が増えたこと自体が被害女性
(56) 
の提訴の勇気を鼓舞していることが原因であろうと思われる。
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(2) 強姦・強姦未遂のような強度のセクシュアル・ハラスメント行為
雇用の場にあって，強姦・強姦未遂という極端なセクシュアル・ハラスメ
ント行為も見られる。例えば，後掲判例一覧表の(53)事件では外資系銀行の
女性従業員が支!吉長に強姦されている。ほかに(17)事件では，加害者は，歓
迎会の席で酪町した被害者とともにホテルに投宿し，眠っている被害者の着
衣を脱がし，被害者が目を覚まし抵抗すると暴力を振るって抵抗を排除レ性
行為に及んで、いる。また(32)事件では，従業員たる被害者は加害者である会
社代表取締役によってモーテルに連れ込まれたうえ性交渉を強要されている。
(57)事件では，被害者たる女性従業員が加害者たる代表取締役から事務所内
で強姦されそうになっている。(5・14・50・51)事件では，加害者が被害者
のスラックスを下着もろとも太股までずらせ，被害者に押しかぶ、さってい
(57) 
る。
そのほかにも乳房や陰部を触られたり，キスを強要されるという強度の強
制わいせつ的な事例も非常に多い。例えば，後掲判例一覧表の(2 )事件では
加害者が被害者にキスを強要している。(6・27)事件では加害者が被害者に
抱きつき，被害者の首筋に唇を押し付け，顎を無理やりつかんでキスした上，
舌を口の中に入れたり，ズボンの上から下腹部を触っている。(9 )事件では
加害者がズボンのチャックを下ろして性器を露出し，被害者の手を握って加
害者の性器を握らせようとしている。 (15)事件では加害者は病気で入院して
いる被害者の顔を両子で押さえてキスをし，パジャマの内側に左手を入れて
乳房を触り，さらに下半身の方にも手を入れ性器に触ろうとしている。 (18)
事件では，加害者は被害者に強引にキスをし，馬乗りになって乳房に触り，
首筋と胸をなめたりしている。 (24)事件では加害者は被害者の乳房を摘んだ
り吸ったりしている。 (28)事件では，加害者は被害者の唇や頬をなめ，胸や
肩を噛んで、いる。 (66)事件では，被害者は加害者たる上司によって頬・唇に
キスをされ，乳房を直接触られている。
実際に数多くの判例が，強姦・強姦未遂といった強度のセクシュアル・ハ
ラスメント行為の職場における存在を示していることはショッキングであ
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(58) 
るが，ここで気がつかなければならないのは，そのような強度の被害を受け
た女性に対する保護施策も職場において必要であるということである。
この点に関連して，被害者の心理ケアの問題について後述する。
(3) 被害者の心理分析に踏み込んだもの
近時の判例においては，上述の強度のセクシュアル・ハラスメント行為に
よる被害に関連して，被害者の心理を顧慮し，踏み込んで、その分析を行うも
のが増えている。
まずーっ目には，事件当時及び事件後の被害者の振る舞いに関する心理的
分析である。裁判所は，心理的分析アプローチを通じ，被害者の抵抗・告発
が無いことを， rセクシュアル・ハラスメント行為の甘受jを意味するものと
は解釈しなくなっている。
加害者の抗弁として， r被害者は逃げたり，大声を出したりしていない(か
ら双方合意の上の行為である)Jあるいは「事件後，直ちに告発していない(か
ら主張は作り話である)Jといった主張が考えられるが，裁判所は，この加害
者側の主張に耳を傾けなくなっている。後掲判例一覧表の(27)事件(東京高
裁平成 9年11月20日判決)で東京高裁が示した態度がその点につき顕著で、あ
る。原審(一覧表(6 )事件(横浜地裁平成7年3月24日判決))は「原告は，
抵抗して逃げなかった理由として，本人尋問の中で， r本当に逃げようと思っ
て抵抗して逃げられたかどうか分らないし，下手に描いでよけい部長を煽り
立てるようなことになっても困るJということと，同被告に対する尊敬の気
持ち及び同被告に対する恩があったため，同被告を突き飛ばしたりはできな
かった旨を供述している。しかし，原告が主張する被告……の行為は，原告
の性的自由を著しく侵害する強制わいせつ行為に比類すべきものであって，
このような攻撃を受けた場合，通常であれば冷静な思考及ぴ対応を採ること
はほとんど不可能であると考えられるところ，原告が抵抗して逃げようとし
なかった理由として挙げる右の各事由は，余りに冷静・沈着な思考及ぴ対応、
(59) 
に基づくものであり，納得し難いものである。」と判示したのであるが，高裁
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は，それと対照的に次のように判示した。
「米国における強姦被害者の対処行動に関する研究によれば，強姦の脅迫
を受け，又は強姦される時点において，逃げたり，声を上げることによって
強姦を防ごうとする直接的な行動(身体的抵抗)をとる者は被害者のうちの
一部であり，身体的又は心理的麻庫状態に陥る者，どうすれば安全に逃げら
れるか又は加害者をどうやって落ち着かせようかという選択可能な対応方法
について考えを巡らす(認識的判断)にとどまる者，その状況から逃れるた
めに加害者と会話を続けようとしたり，加害者の気持ちを変えるための説得
をしよう (言語的戦略)とする者があると言われ，逃げたり声を上げたりす
ることが一般的な対応であるとは限らないと言われていること， したがって，
強姦のような重大な性的自由の侵害の被害者であっても，すべての者が逃げ
出そうとしたり悲鳴を上げるという態様の身体的抵抗をするとは限らないこ
と，強制わいせつ行為の被害者についても程度の差はあれ同様に考えること
ができること，特に，職場における性的自由の侵害行為の場合には，職場で
の上下関係(上司と部下の関係)による抑圧や，同僚との友好的関係を保つ
ための抑圧が働き，これが，被害者が必ずしも身体的抵抗という手段を採ら
ない要因として働くことが認められる。したがって，本件において，控訴人
が事務所外へ逃げたり，悲鳴を上げて助けを求めなかったからといって，直
(60) 
ちに本件控訴人供述の内容が不自然であると断定することはできない。jと
述べている。
また，強姦等の被害を受けながら被害者が訴えを起こさないことに関して
は，後掲判例一覧表(23)事件(熊本地裁平成9年6月25日判決)で熊本地裁が，
「被害を思い出さないように感情が麻癒して現実感を喪失するJi自分が恥ず
かしいと感じ，自分にも落度があったのではないかとの思いから自責の念を
募らせ，自己評価を低下させるH強姦のショックが非常に大きいため……心
因性の健忘により記憶が断片的となっているJiこのような状態は強姦の被害
(61) 
者としては通例であり，特異なものではない」と判決で示している。「原告は，
被害の翌日から何事もなかったかのように仕事をしたり……外見的には被害
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を受ける前と同様の日常生活を送っていたのであるが，これは被害の事実と
直面するのを避け，ショックを和らげるための防御反応であり，強姦の被害
者に共通してみられるH原告は，被告から結婚したいなどと言われたことに
つき，強姦された事実は否定できないとしても，少しでも被告が原告に愛情
があって強姦したのであれば，単なる暴力的な性の捌け口として強姦された
場合よりは救いがあると考え，被告の言葉を信じようJとしたということが
(62) (63) 
認められている。同種の認定をした判決に一覧表(21)事件及ぴ(17)事件があ
る。
裁判所は，被害者の女性が抵抗しなかった，告発しなかったということを
もって，当該セクシュアル・ハラスメント行為をハラスメントではないと短
絡的に認定するものではなく，被害者心理に相当留意する傾向を示している。
セクシュアル・ハラスメント行為は密室で発生するケースも多く，証拠の存
在も不十分で、事実の立証が困難と言われるが，被害者心理に裁判所が留意す
(64) 
る傾向は，被害を告発しようとする女性にとっての支援となろう。
二つ目には，被害者の精神的ダメージについて，精神医学的なアプローチ
の発展に伴って，深い配慮・検討が加えられるようになっていることである。
性犯罪被害者が犯罪被害のショックにより PTSD(Posttraumatic Stress 
(65) 
Disorder=心的外傷後ストレス障害)という症状を発症することは広く知ら
れているが，上述のような強度のセクシュアル・ハラスメント行為を受けた
被害者についても同様で、ある。判例の中には，被害者がPTSDに苦しんで、い
ることを認定するものが既に現れている。
例えば，後掲判例一覧表の(57)事件(東京地裁平成12年3月10日判決)は
比較的最近の事例で，マンション維持管理会社の女性従業員が会社の代表取
締役から長期間性的な嫌がらせ行為を受け，さらには強姦未遂の被害に遭っ
たうえ不当に解雇された事例である。判決は r...-連の不法行為(入社以
来の性的嫌がらせ)は，長期間にわたり執槻に行われたものであること，
不法行為(強姦未遂)は被告会社事務所内で行われたもので，原告に不法行
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為を誘引するような落ち度といえるものがないこと，……医師の所見によれ
ば，原告は，この不法行為により心的外傷後ストレス障害となり，不法行為
後 3年以上を経過した平成11年12月1日時点でもなお治療を継続中であると
認められ，原告の被った精神的苦痛が大きいこと…ーからすれば，慰謝料は
180万円が相当である。」と PTSDを認定したうえで慰謝料を算定している。
それも「なお，被告らの応訴の態様及ぴ反訴の提起等により訴訟が長期化し，
当時のことを忘れることができない状況にあることも治療の長期化の一因に
なっていると考えられるjと，事件後の被告の対応がもたらした原告の二次
(6) 
的な「心の傷Jにも配慮している。
(4) アフターファイブ
使用者責任の範囲という点で，注目に値するのが後掲判例一覧表(41)事件
(67) 
(大阪地裁平成10年12月21日判決)である。被告は大手運送会社佐川急便と
その従業員たるドライパーで，原告は被告ドライパーとチームを組んで、集配
業務をする女性従業員(被告の部下)であった。職場の歓迎会としての飲み
会があり，その三次会の場であるカラオケボックスにおいて被告ドライパー
は，原告女性が嫌がるにも関わらず「そんなんやったらこの会社でやってい
かれへんでJと言いながら， rキスをするJr抱きつくJrスカートをめくる」
「胸をつかむJといった行為をし，原告女性をかばおうとする別の男性ドラ
イパーに対しては「絶対に返すな。返したらお前明日からどうなるか分って
いるな」と↑同喝したという。裁判所は， r被告会社は・…・・私的な飲み会をしな
いよう通知していたJと認めながら，通知は十分な防止策ではないとし， r (被
告は)……嫌がる原告に対し仕事の話に絡ませながら性的いやがらせを繰り
返したのであるから，右性的いやがらせは，職務に関連させて上司たる地位
を利用して行なったもの，すなわち，事業の執行につきされたものであると
認められる」と判示して，アフターファイブの飲み会について使用者(運送
会社)の責任を認めた。被告上司は雇用における力関係を利用することで，
女性部下の性的自己決定権を抑圧しようとしたことを重視し，セクシュア
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ル・ハラスメントとして加害者のみならず使用者の責任も認定されたのであ
る。この判決は， 1998年における米国連邦最高裁の2つの判決，すなわち，
(68) (69) 
Burlington事件判決及び Faragher事件判決と比較するとと興味深い。
特に， Burlington事件では原告の女↑生部下は加害者たる男性上司によって
ホテルのラウンジに呼ぴ出され，r君の会社生活をつらいものにも楽なものに
もできるんだぜ(… 1could make your life ve可 hardor very easy at 
Burlington.) Jと言われているが，佐川急便事件の被告たる男性ドライパーが
言った「そんなんやったらこの会社で、やっていかれへんでJと極めて類似し
ている。米国連邦最高裁も， r加害者が被害者の上司であることJが加害者の
セクシュアル・ハラスメント行為を容易にしているということで，職場環境
型セクシュアル・ハラスメントについての使用者の責任を認めた。米国連邦
最高裁の基準では，使用者が責任を逃れるためには，使用者がセクシュアル・
ハラスメント防止のための注意を払い，被害者がその防止策を活用しなかっ
たことの立証が必要であるとされる。佐川急便事件では，会社の通知が「従
業員にはさほどの重みを持って受け止められていなかったJと認定されてお
り，米国連邦最高裁の基準から見ても，会社の責任が認められると思われる。
上記大阪地裁判決は，アフターファイブにおける飲み会について，上司が
部下に対し「仕事の話に絡ませながら」セクシュアル・ハラスメント行為を
したならば「職務に関連させて上司たる地位を利用して行なったもの，すな
わち，事業の執行につきされたものであるJと使用者責任を認定するのであ
るから，使用者にとってのリスクは相当広範囲で、あるものと言えよう。
企業社会においては，上司が部下と酒を酌み交わしながらコミュニケーシ
ヨンを図る習慣，いわゆる「飲ミニケーション」が多用されているのである
が，使用者としては，職場における男女対等を実践するためにはその集いに
女性従業員を交えさせねばならないし，一方では，セクシュアル・ハラスメ
ントの発生を抑止しなければならない。上記判決の示唆するところは結局，
「飲ミニケーション」といった従来の習慣は破棄されるべしということかも
(70) 
しれない。
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(5) 賠償金
被告側が不戦敗戦術を採った横山ノック元大阪府知事強制わいせつ事件
(後掲判例一覧表(54)事件)の民事訴訟の賠償金額1100万円をはじめ，近時
は1000万円前後の賠償金額が認められるようになり，賠償金金額の上昇傾向
が見られる。例えは、，最近の例では，後掲判例一覧表(6)事件で，日本銀行
の女性行員が支底長からホテルの会員制クラブにおいて頬・唇にキスをされ，
乳房を直接触られる等の行為を受け，さらには電子メールや内線電話で執拘
に食事に誘われたという事案で，逸失利益・慰謝料・弁護士費用として，お
よそ700万円の損害賠償が命じられている。他には，キャンパス・セクシュア
ル・ハラスメントの例であるが， (47)事件では750万円の賠償が認められ，ま
た中学校における強姦・強制わいせつ事案の(64)事件でも精神的苦痛に対す
る慰謝料金額が1000万円と認定されている。
IV.セクシュアル・ハラスメント対策が抱える問題
1.告発を阻む窓口
上述の財団法人21世紀職業財団の「セクシュアルハラスメント防止の取組
についてのアンケートJ結果によれば， r苦情・相談の窓口の設置」をしてい
る企業は34.3%で，従業員数1，000人以上の大規模企業に限っては77.2%に上
る。その一方で、，現在多くの企業で採られている対応システムが被害者の側
から利用しにくい「形式的で、実効のないものJであることが懸念される。こ
のことは厚生労働省も2001年2月26日付発表で認めているところである。同
発表では「相談窓口はあるが相談しづらい」という問題が指摘されており，
同省は「相談・苦情窓口は実質的に相談しやすいかどうか点検しましょう」
との呼びかけも行なっている。しかし，相談しづらい窓口が生まれたことに
ついては平成1年の労働省指針も一因となっているのではないかと疑われる。
同指針は，企業のセクシュアル・ハラスメント対策において人事部門の役割
を強調しすぎたのではないか。前掲の通り，平成1年の労働省指針において，
企業内の組織の名称として具体的に登場しているのは「人事部門」だけであ
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る。例えば， i相談・苦情を受けた場合人事部門との連携等により円滑な対応、
を図ることjとあるが，企業側に立てば，これを単純に読む限り人事部門を
中心としたセクシュアル・ハラスメント予防システムを構築せざるを得ない。
「社内報」への言及は広報部門の関与が予想されるが， i就業規則Ji研修J
「配置転換」への言及はやはり人事部門を想起する。経済効率を追求する企
業としては，複雑なシステムの構築を要求されるより「一つの部門が専任」
という形で済めば効率が良くありがたいという気持ちがあるはずで、ある。そ
うすると経営陣・トップからの指示は「人事部門でセクシュアル・ハラスメ
ント対策を担当しなさい」という形に落ち着くことが予想される。
実際に，前述の財団法人21世紀職業財団の調べによれば， i相談・苦情の窓
口の設置の方法については， r人事労務担当者が対応する』が66.9%で最も多
(75) 
ぃ」とされる。
確かに人事部門は，システムの枠組みを構築し全社にポリシーを号令する
には適した部門であろう。その特色は，①各企業に必ず存在する，②企業の
トップ・中枢に近い，③就業規則・服務規律を管理し，懲戒を司る，④従業
員の研修を企画・実施することが多い，⑤全従業員が関わりを持っており，
全従業員から注目されている，⑥全事業所・支底にそのスタッフが居る，⑦
他社との横のつながりがあるといった点が挙げられる。これらの特色から見
れば，人事部門はセクシュアル・ハラスメントへの取り組みの枠組みを構築
し全社に指示を出すためには適した部門と言えるかも知れない。新たに施行
される男女雇用機会均等法第21条の精神をビジネスの現場で実際に根づかせ
るためには，現実に企業内に存在する部門・組織を名指しし，各企業にあい
まいな総論ではなく各論として具体策を検討させる必要がある。だからこそ
平成11年の労働省指針は人事部門に言及したのであろう。そのおかげで各社
とも自社のセクシュアル・ハラスメント対応システムを円滑に構築できたよ
うである。
がしかし，人事部門はセクシュアル・ハラスメント対応システムの具体的
運用，つまり，被害相談の受け入れ，事案の調査，被害者の細やかなケアと
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いった処置を行う部門としては，不適切な点がありはしないだろうか。次の
点を指摘したい:
第1に人事部門は企業の中枢に住置しすぎ大仰すぎて相談窓口として不適
切である。人事部門は企業において昇格・人事異動を差配する部門であり，
また重役・幹部にとっては従業員情報の情報源でもある。相談をすべきかど
うか，相談したら自分はどうなってしまうのか遼巡している被害者にとって，
人事部門へ相談することは，騒ぎが予想外に大きなものへと発展するのでは
ないか(例えば，重役会の議題になりさえし全社的に注目を浴ぴてしまうの
ではないか，など)という恐れを生み，不安が大きすぎる訳である。
第2に，相談の処理にあたっては被害者への配慮を重視するという意味で，
相談窓口は女性主導であることが必要であるが，現況において，男性が実権
(77) 
を握ることの多い人事部門にはそれが欠ける。例えば，女子トイレにおいて
男性社員の覗き見行為を発見し，会社に適切な措置を迫った有能な女性営業
(78) 
職(原告)が退職の憂き目をみた前掲仙台セクハラ(自動車販売会社)事件に
おいても，人事部門長による男性的処断が見られる。適切な措置を怠った庄
長が，原告の反抗的な態度により職場の秩序が乱れ営業面でも支障を来たす
として原告の配転を社長と常務に訴えたのだが，社長と常務から適正に対処
するよう指示された(人事担当の)総務部長は，原告に対し「あなたは来月
一杯で会社を辞めていただきたい。その理由は，底長に挨拶をしない，お茶
を出す態度が悪い，それと勝子に 1人で騒いで、会社のイメージを悪くされた。
男性なら転勤という方法もあるが，女性なので辞めていただくということに
する。あなたがこれまで自分のとった行動を反省するならいてもいい。」と述
べ，また， r結局他に女性社員がいるのにあなただけが騒いだからな。調べれ
ばそういう事実はなかったじゃないか。これで青年が一人会社を辞めている
(79) 
んだぞ。」と原告を怒鳴りつけている。発言の端々に男性優先の意識が感じら
れる。原告の庄長に対する反抗的な態度が社内で問題になっているとしても，
環境型セクシュアル・ハラスメントの被害者である女性に対して，女性の立
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場に立ってその言い分を聞く姿勢が見られないのはいかがなものであろうか。
第3に，人事部門は中立・公正で、司法的というイメージがあるかもしれな
いが，一概にそうとも言えない。人事部門のスタッフ各人は，意外と各職場
の長と「メンタルな面での貸し借り(しがらみ・義理)Jを抱えている場合が
あり，セクシュアル・ハラスメント加害者(及ぴその上司たる職場の長)と
被害者との間に，中立的に立てるかいささか疑問である。というのも，人事
部門のスタッフメンバーは，各事業所・支庄の人事総務部門を人事ローテー
ションによって異動することが多い。そして，時々の組織変更・人事異動の
際には，当該事業所・支庖の人事スタッフとして，当該事業所・支庄の各職
場の長と人事面での調整交渉をする場合もあり，あるいはその他の人事的な
事務(例えば， リクルート活動)のため，各職場の長に支援を要請すること
も少なくない。つまり，俗な言い方で「借りを作るJことが少なくないので
ある。サラリーマンとして自分にメリットのある側に肩入れしないとは言い
切れない。被害者が「加害者，加害者の上司，人事部門が皆，グルであるJ
(80) 
という疑心暗鬼を抱いてもおかしくない。人事部門が加害者の肩を持つこと
はないとしても，人事部門は経営の中枢にあってトップに近いがゆえに，被
害者としては，人事部門は企業を守るために加害者と被害者を両方切り捨て
ようとするのではないかという疑念も生じよう。人事部門が相談窓口を担当
すると，まずそれらの疑心暗鬼をぬぐうことから始めなければならないとい
うハンデを負うことになる。
第4に，各事業所・支底の人事部門を窓口とすると，相談事件についての
報告が多層になりすぎて秘密保持上の問題が発生する恐れがある。セクシュ
アル・ハラスメント問題については，その性質上，センシティブな扱いが必
(81) 
要であることを関係者は熟知していようが，一方，サラリーマン社会では部
下が重要事項を上司に伏せることは難しい。例えば，支庄の相談窓口スタッ
フが知った事件・事実はその上司を順々に経て(例えば，係長 課長部長
と経て)，本社の人事部門の担当者に通知され，そこでまた担当者から順々に
(例えば，係長課長次長一部長本部長)トップまで伝達されるという
32一一第14巻3・4号
ことが考えられる。多人数が事件の伝達に関わりあうとなるとそのプロセス
において事実が外部に漏れる恐れが出てくる。秘密保持に万全の注意を払う
べきであるということは関与する人を極力限定すべきであるということを意
味しているわけであるから，多層にわたる報告のチェーンを用いるべきでな
い。また，多層にわたる報告を経由するということは「迅速な対応」に対す
(82) 
る足かせとなる。
多くの企業が相談窓口を人事部門に設けているが，上述の観点からすると，
それは，被害者を相談窓口から遠ざけてしまう結果をもたらしたのではない
かと案じられる。
なお，財団法人21世紀職業財団の調べでは， r各職場の管理職が対応」とい
うのも高率 (21.2%)だが，相談窓口の管理職自身やその上司や部下が加害
者という場合，相談窓口自体がもみi肖しを行いかねない。これでは，相談窓
(83) 
口としての意味が皆無であり，被害者を途方にくれさせることとなる。
2.被害者の心理ケア
犯罪被害者への心理的支援に社会が関心を向けるようになったのはごく最
近のことであるが，その関心の高まりは急速である。犯罪被害者が犯罪被害
のショックにより PTSDという症状を発症すること，及ぴ被害者がその衝撃
を乗り越えるためには心理的な支援と理解が必要であるということは広く知
(84) 
られるようになっている。
セクシュアル・ハラスメントの態様は，一覧表の判例を見ても分るように
もさまざまであり，前述の如く強姦や強姦未遂，強制わいせつのような犯罪
と同視しうる程度のものも見られる。また，外見上，そのような程度に至ら
なくとも，信じていた職場の上司や同僚に裏切られたということで，被害者
が，他人では推し量れない精神的被害・トラウマを負うことも想像される。
被害者は，セクシュアル・ハラスメントを告発したことによって生じた職場
における二次的な車L離によってさらなる「心の傷」を負うこともありうる。
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そして，セクシュアル・ハラスメントによる強いショック，恐怖や悲しみの
経験は，その後の被害者の体調に変調をもたらしうる。例えば，判例一覧表
の(57)事件では既述の通り，被害者は PTSDを発症している。 (68)事件は，
最近のキャンパス・セクシュアル・ハラスメントの事例であるが，医学研究
科院生である女性(原告)が，学会発表前日に指導教官である内科講師(被
告)からホテルの部屋で言い寄られ，抱きっかれたという事案で，強姦のご
とき行為がなくとも原告は，事件後「不眠，覚醒障害，体調不良(全身f令官、・
無気力・悪心・めまい感・緊張性頭痛など)Jや「神経性胃炎，原因不明の全
(85) 
身|主じんま疹などJの症状を訴えている。
そこで雇用主は，セクシュアル・ハラスメント被害が発生した場合に被害
者の心理的ケアについて深く配慮すべきである。端的には専門のカウンセラ
(86) 
ーや精神科医による治療・支援を手配することである。しかしながら，大手
企業といわれる企業ですら，そこまでの体制を整えているところは少ないの
(87) 
ではなかろうか。その理由の一つにはいつ発生するとも分らない被害のため
に専門家を抱えるというのはコスト的に非効率的だと考えられること， もう
一つには，犯罪被害者の精神医療に対する関心の急速な高まりのゆえに専門
(88) 
家の入手が足りないことが挙げられそうである。
3.中間管理職を中心とする職場の構造
代償(対価)型セクシュアル・ハラスメントが発生するのは，上司が部下
に対して生殺与奪の権を握っているという権力関係が存在するからである。
欧米と違って日本企業の場合，各職場の中間管理職には採用・解雇について
の人事権が無いのが通例であるので，日本の中間管理職は，人事権を笠に着
て部下に性的な要求をするという，いわゆる代償(対価)型セクシュアル・
ハラスメントを起こすことはないのではないかという議論も聞かれる。だが，
日本の中間管理職には大きな人事権はないという理解は正しくないように思
われる。なるほど確かに，相当な規模の日本企業の場合，人の採用・解雇に
ついては，企業内重大事として複数の合議者を経て上位の人事関係役員によ
34一一第14巻3・4号
る決裁のフ。ロセスを経ることになるのが通常であろうから，採用・解雇をめ
ぐる決定権は中間管理職にないというのは，誤りではない。だが，代償(対
価)型セクシュアル・ハラスメントが生じ得る状況はそれだけではない。例
として次の 2点を指摘したい。
(1) 職場における業績評定と業務の割り当て
各職場の中間管理職は通常，自分の部下の働きぶり・パフォーマンスにつ
いて，評点をつけること(能力評定・業績評定)が求められる。この平常の
評点は，半期ごとの賞与の額や年次昇給額の算定の基礎として使われるのが
普通で、ある。この評点は，職場毎に上位の管理職・会社幹部によってチェッ
ク・調整されることもあり得るが，上位者によるチェックはむしろ，職場毎
の数値を比較しその偏りを是正するために意を用いる場合が多く(例えば，
営業第 1課は全体的に点数が高く営業第2課は低いが今期良い業績を上げた
のは第 2課であるので第 1課全体の数値を下方に第 2課全体の数値を上方に
修正しようという調整)，各個人に対する評点が妥当かという細かなチェック
が行き届かないことも考えられる。そうすると，各個人に対する評点を最も
よく左右することができるのは，上位者よりも，直属の管理職ということに
なる。
この業務評定は，終身雇用制のもとでは，毎期毎期積み重なる。昇給額の
多寡の累積は各個人の生涯の収入に大きな影響がある。さらにその積み重な
った評点が各個人の昇格の根拠ともされる場合もあろう。それも，地位を昇
格させるためには，一時期好成績を上げるだけでは足りず，継続・安定した
好成績が求められることもある。逆に，ある期に最低の評点を付けられると，
当分の問，昇格を見送られる理由となりかねない。
さらには，各個人がどのような業務を担当するかという問題も，その直属
の上司に委ねられることが多い。極言すれば中間管理職は，自己の裁量によ
って意識的に且つ巧妙に，ある特定の個人に困難な課題を与え，その不出来
をもって最低の評点を付けることも可能で、ある。いきおい，各職場の下位の
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者は直属の中間管理職の顔色を窺うことになりがちである。中間管理職には，
採用・解雇の絶大な人事権は無くとも，職場単位で自分を中心とした権力構
(89) 
造を築く力が無いとは決して言えない。
(2) 派遣社員・アルバイトの処遇
正社員の採用・解雇は，本社人事部門を中心とする決裁フ。ロセスの対象と
なるだろうが，派遣社員・アルバイトの活用・契約更改・終了は，営業上の
予算をもって管理されることが少なくない。派遣社員・アルバイトが必要か
どうかは，本社人事部門が判断するのではなく，現場の営業上の判断とされ
ることが多いのである。このようなケースでは，現場の管理職が派遣契約の
更改・終了について大きな権限を持っていると言えよう。派遣社員やアルバ
イトは，職場の「部長さんH課長さん」のご機嫌を損ねるわけにはいかない。
加えて，派遣社員は派遣先会社に備わっているセクシュアル・ハラスメン
ト問題の窓口を利用できるかどうか，はっきりしない場合が考えられる。仮
に，派遣先会社の本社人事部門が派遣社員による当該窓口の利用を認めてい
(90) 
るとしても，派遣社員の立場からすると，派遣先会社の人事部門が自社の管
理職の行為を詮めて，社外の派遣会社の社員を守ってくれるとはなかなか信
じ難いだろう。
そのようなことを，派遣先の会社の管理職も考えて「自社の正社員に手を
出すのはまずいだろうが派遣社員なら抵抗されないだろうと高をくくってセ
クシュアル・ハラスメントに及ぶことも予想される。
4.性別役割意識
改正男女雇用機会均等法がその第 1条で「法の下の平等を保障する日本国
憲法の理念にのっとり雇用の分野における男女の均等な機会及ぴ待遇の確保
を図る」と宣言し，その第6条で「事業主は，労働者の配置，昇進及び教育
訓練について，労働者が女性であることを理由として，男性と差別的取扱い
をしてはならないJと規定しでも，職場において男女の性別による役割分担
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意識は簡単には無くならない。セクシュアル・ハラスメントの背後には，各
人の性別による役割分担意識が存在する。日本社会の中の家庭生活において，
伝統的に「男性は外で働いて収入を得，妻子を養うべきで，女性は家庭にお
いて家事と子供の保育に勤しむべきである」との役割分担を固定観念とする
しつけが行われ，社会の構成員(男女とも)の意識が固定化しているため，
それを雇用の場に限って矯正しようとしても効果がなかなかあがらない。「家
庭は家庭，職場は職場であって，職場では男女平等」と口では言ってみても，
職場の構成員は，家庭における役割分担の意識をどうしても職場に持ち込ん
(91) 
でしまう。
典型的なのは来客時の対応である。得意先が商談に来社したとか，同業他
社のスタッフが表敬に訪れたというような場合に，誰がコーヒーを運ぶかと
いった問題がある。職場に男性社員と女性社員とが居て両名の人件費時間単
価がほぽ同程度と仮定した場合でも，たいていの上司は，女性社員にコーヒ
ーを運んで欲しいと頼むだろう。男女雇用機会均等法の精神から観るだけで
なく，営利追求の企業の本質から観ても，なぜ雇用の場の役割を家庭と同様
に固定化しなければならないのか，上司の行動は説明がつかない。それはお
そらく，来客に対して女性がお茶をいれるという家庭内のシーンをノーマル
なものとして認識しているからである。
例えば，前述の仙台セクハラ(自動車販売会社)事件においても，論点の
職場環境配慮義務問題(セクシュアル・ハラスメントに対する会社側対応)
の背景に，営業担当の原告女性が掃除・お茶くみなどをしていた事実が浮か
び上がる。原告が退職するに至った遠因のーっとして，原告が底長にお茶を
出さなくなったこと(原告の反抗的な態度が職場の秩序の乱れにつながった
(92) 
とされる)が挙げられている。
このように家庭の役割が雇用の場に持ち込まれることによって，男性社員
が女性社員をないがしろにする，あるいは，ないがしろにできる職場環境が
醸成される。ならば，女性社員はこぞって，家庭での役割が雇用の場に持ち
出されることについて反対するかと言えば，そうとも言えない。家庭での役
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割を雇用の場において発揮することで自分の存在意義をアピールする女性社
(93) 
員も居て，ことは単純ではない。
さらに，これからはともかくこれまでは，上記社会の期待に沿って，企業
は，男性従業員が従業員構成の基軸となるような採用方針(方針というより
惰性的な慣行というべきかもしれない)を採ってきたゆえ，今日現在の企業
の人事政策は，従業員の圧倒的マジョリティを占める男性従業員の士気に配
慮をせざるを得ない状況にある。
例えば，会社の要職人事を行う幹部の大半は男性であり，女性を要職に就
けることについては，自らの女性への敵'鼠心のほか男性従業員層の士気への
影響への配慮から，男性を就けるよりも心理的抵抗が大きいで、あろうと推察
される。この心理こそが男女雇用機会均等法の精神に反している。にもかか
わらず，幹部らのそのような心理を洗い出し実証するのはほぽ不可能であろ
うし，そのような心理的背景が作用して女性の昇格が見送られたとしても，
通常は一見合理的な別の理由も付随することも考えられるので，当該決定の
不当性を実証するのは困難極まりない。そしてそのような企業内部の心理的
抵抗は，上述の中間管理職の乗じる隙になりかねない。つまり，企業内部に
あっては女性の昇格の方が男性の昇格よりも難しいものとして感じられるこ
とにより，その不利を埋め合わせる取引，即ち，代償(対価)型セクシュア
ル・ハラスメントを管理職が持ち掛けやすくなるからである。例えば，ある
課長の下に同期入社で同程度の能力のA子とB男が居た場合に， A子の評定
をB男よりも良くすることは，課長にとって，企業内部の心理的抵抗に逆行
する行為であり， A子としては「無理をしてもらっているjという引け目を
感じることにつながるし，課長から見れば iA子は恩義を感じるべきだ」と
いう優越感を引き起こすことになり，セクシュアル・ハラスメント行為のき
っかけとなりかねない。
セクシュアル・ハラスメントをなくすためには， i女性は家庭における役割
に適しており，その役割を職場でも果たすべきであるJという思い込みを企
業社会から払拭する必要がある。ところで，女性は男性よりも，会社内の業
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務について生物学的にその能力が劣っているということは言えるのであろう
(96) 
か。企業の論理としては，安価で良質の労働力であれば(利益さえ生んでく
れれば)，社員は男性・女性いずれでもよいはずで、ある。企業の論理は，性の
役割分担を求めていない。
ちなみに， 1999年4月施行の人事院規則10-10で示されているセクシュア
ル・ハラスメント規制は，ジェンダー・ハラスメントの規制にも踏み込んで
(97) 
いる。
v.より望ましいセクシュアル・ハラスメント対策モデルの検討
今，労働省「指針jで示されていることに加えてより望ましいセクシュア
ル・ハラスメント対策モデルを検討するとすれば，どういうことを検討しな
ければならないだろうか。
セクシュアル・ハラスメントを予防するのに有効な手段としては，①告発
しやすいシステムを構築することと②セクシュアル・ハラスメントを引き起
こす職場の雰囲気・風土をなくすことの2点が有効な方策ではないかと考え
る。指針が指摘した施策については，既に，取り組みがなされているとの前
提で，さらなる具体的検討を行う。
1.セクシュアル・ハラスメント問題対応の推進体制のモデル
(1) 相談窓口のモデル
前述の「セクシュアル・ハラスメントが企業に及ぽす影響」を慮って企業
がセクシュアル・ハラスメント予防のための対策を立てたとして，不幸にも
それが奏効せず，強度のセクシュアル・ハラスメント事例が発生した場合に，
精神的に瀕死の被害者を放置あるいは放逐するようなことを行うのは愚かで
ある。それは，先に立てた「セクシュアル・ハラスメント予防のための対策J
が実体の無い「張子の虎jであることを自白するようなものである。さらに
それは予防対策に既に投入した企業努力の意味を無にする。被害者のために，
その傷ついた心情を支える窓口・支援者を社内に設けなければ，被害者は訴
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訟を起こすといった手段に訴えざるを得なくなる。そうすれば，当該企業は
前述の「セクシュアル・ハラスメントが企業に及ぽす影響Jを改めて被るこ
とになる。被害者にとっても，訴訟を追行することを通じて二次的被害を拡
(98) 
大することにもなりかねない。訴訟への発展は是非とも抑止しなければなら
ない。企業にとっても被害者にとっても不幸が拡大するばかりである。それ
よりも，本当の意味で被害者に寄り添うことのできる相談窓口を設けること
(99) 
で，不幸を最小限におしとどめることに期待したい。
「告発しやすいシステムを構築すること」について考えると，指針が示し
た方向性では，セクシュアル・ハラスメントの予防体制は人事部門を中心と
したものとなり，セクシュアル・ハラスメント禁止の方針を全社に徹底する
役割も被害の相談対応も一元化され，告発のしにくさをもたらす恐れがある
のは既述の通りである。既存の人事畑のネットワークを相談対応に活用する
のではなく，従業員の職場における問題について相談に乗る別の専門の窓口
を設置すべきである。もみ消しを回避し，秘密保護に配慮する必要性から，
その窓口は，相談者の所属部門や人事部門から独立した，取締役会あるいは
担当役員直属の組織とすべきであろう。告発しやすさを向上させるためには
良い相談員を確保し，被害女性の相談に乗ることがまず重要で、あり，さらに
は，被害女性に対するケアに(守秘義務の面も含め)専門家としてのカウン
(10) 
セラーの関与が必要で、ある。相談にのる担当者は，被害者の苦悩を受け止め，
その心情を理解し，被害者の苦痛を和らげるために何が必要かを，被害者の
(101) 
ために判断しなければならない。そのうえに，相談窓口は苦情処理機関とし
て，被害者の代弁者となる必要がある場合もあろう。被害者の希望を理解せ
ず，被害者に口止めを強いるような対応をすると，被害者は不満を昂じさせ，
極端な行動に出ることになりかねない。
一方，加害者に対する配置転換・懲戒等の措置が必要な場合は，事件調査・
措置のための委員会等の機関を設置する必要がある。当該機関及び調査・措
(102) 
置のプロセスについては公平性の確保がまず絶対の条件となる。それに関し，
企業においては通常，懲戒手続として社内に厳密なルールがあるため，その
40一一第14巻3・4号
適用を認めてもよいと考えるが(通常は人事部門が中心となって手続は推進
されるであろう)，セクシュアル・ハラスメント問題はとりわけ慎重な対応を
要する。その理由として，加害者とされる者の人権への配慮のほかに，セク
シュアル・ハラスメント問題については処分対象の加害者以外に被害者とい
う当事者が存在し，加害者への処分手続きを進める間も被害者へのケアが欠
けではならないということに留意する必要があることが挙げられる。企業の
中には，鮒電通やモトローラ輔のように，人事部門，法務部門，弁護士，カ
(1田)
ウンセリング部門などがチームを組んで対応、する例が見られる。
いずれにしても，被害者の支援者として相談窓口機関の関与を積極的に考
える必要がある。ところで，専門家としてのカウンセラーの手配にあたって
は，コスト面の問題と専門家の人手不足の問題とが有ることは既に指摘した
通りである。これについて，いま妙策が具体的にあるわけではないが，例え
ば，複数の企業で，カウンセリング・センターのような組織を創設し，コス
トと専門家の人手をシェアするようなことが考えられよう。
(2) セクシュアル・ハラスメント禁止の方針を徹底する機関
相談窓口とは別に，セクシュアル・ハラスメント禁止の方針を全社に徹底・
推進する役割については，人事部門中心でもよいと考えるが，これは，法務
部門(や弁護士)，各事業所代表，労組代表，女性代表，カウンセラーを交え
た，より広い視野を持つ合同会議のような形の方がよいだろうと思われる。
さまざまな意見の対立を調整することによって全体的なコンセンサスが得ら
れ，セクシュアル・ハラスメント予防のための取り組みに対する全体的な盛
り上がり・協力の機運が醸成されると期待できるからである。
2.管理職改革
(1) 経営者の姿勢
第二の観点:セクシュアル・ハラスメントを生む職場風土の除去について
だが，労働省の指針にはその方法が充分には示されていないように思える。
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セクシュアル・ハラスメントの発生は，女性の劣住を黙認する雰囲気やセク
ハラ告発を問題視するの雰囲気が原因である。さらには，管理職に「上司に
よる部下の査定Jという権力がある一方で管理職に女性が少ないという日本
の職場の構造が問題であると考える。男性からのものの見方に対して牽制球
を投げることが職場には必要で、あるのだが，男社会を信じる男たちの壁は強
固である。そこで有効であると思われるのが，職場を実質上コントロールし
ている男性中間管理職へのアプローチである。
中間管理職にアプローチする前に述べておきたいのは，望ましいセクシュ
アル・ハラスメント対策モデルの大前提として，会社経営者，典型的には社
長が，本心からセクシュアル・ハラスメント禁止の方針を真剣に打ち出して
いることである。指針が示した「事業主の方針の明確化及びその周知・啓発J，
具体的には，就業規則・服務規律における明示，パンフレットの配布，社内
報等を用いた広報などは多くの企業で実施されているのは既述のとおりであ
る。しかし会社トップは果たして真剣であろうか。サラリーマンは上司を見
(l加)
ながら行動するものである。会社のトップが真剣に取り組まない限り，全て
は絵に描いた餅でしかない。 トップにその気が無ければ，より望ましいセク
シュアル・ハラスメント対策モデルを作ろうという全社的コンセンサスは生
まれない。この点は指針の繰り返しということになるかもしれないが，避け
て通れない条件である。
(2) 職場環境の評価と管理職の査定
職場環境の健全性を職場毎に評価し，その結果を管理職の能力の査定及ぴ
人事異動の基準のーっと設定するという方策が考えられる。セクシュアル・
ハラスメントの有無・ジエンダーに対する偏見，その他職場環境に関する職
場構成員に対する調査を行い，職場環境の健全性を監視する。実際に，職場
(!師)
環境についてアンケートを実施する例は多いと思われるが，職場環境を健全
にすることについてのインセンティブを付与し，一過性の調査に終らせず，
継続的な意識付けを図るべきではないだろうか。職場環境に気を使っている
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暇があれば営業成績を上げたいという意見もあろうが，職場環境についての
雇用主の責任が重くなってきていることを考えれば，職場環境を健全に保て
ない管理職は会社にリスクをもたらしている訳であるから，管理職としての
能カがないものと会社側が判定するとしても不合理な話ではないように思う。
(3) 女性管理職・幹部の登用
アファーマティブアクション(ポジティブアクション)により女性管理職・
幹部を増やすというのがセクシュアル・ハラスメント対策に非常に有効であ
るように思われる。
例えば，第1課課長，第2課課長，第3課課長の全員が男性である職場と
第1課課長と第2課課長は男性だが第3課課長は女性である場合とでは，被
(1冊)
害者女性にとってセクハラ告発のしやすさが違うことは容易に想像できる。
3.実例の検討
セクシュアル・ハラスメントを含め，男女の雇用機会均等問題に熱心な取
り組みをしている企業について，その諸施策を若干採り上げて検討してみた
し、。
(1) 企業風土改革
松下電器産業株式会社は，労使一体となって「職場での男女均等推進」を
実行すべく，企業風土改革に取り組んでいる。労組が会社に示した提言は「男
女均等へ積極的に取り組むことで企業風土を醸成Jrセクシュアル・ハラスメ
ントは人権侵害であるという認識の周知徹底と防止Jr管理職の意識とマネジ
メント能力の向上」ということであった。そして，労使そろって強力な施策
を展開している。例えば，男女共通の視点を前提とした時間外・休日労働の
あり方の模索及び育児・介護等家族的責任の関わる事情への配慮であり，ア
(1町)
ファーマティブ(ポジティブ)アクションの実践である。
2001年4月1日付けでコーポレート戦略本部の中に「女性かがやき本部」
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(1岨)
という本部を新設した。その主旨は，r会社風土改革の推進および働く女性に
対する生活支援サービス事業の提案を主なミッションとするJということで
あるが，女性政策だけを担う本部を本社中枢に置いた点は特に異例・先進的
である。「女性かがやき本部」の本部長は副社長が兼務する体制である。人事
部門とも他のいかなる組織からも独立した別組織であるという点が新しい。
「男性優佐」で固められた企業社会の慣習の呪縛を離れた政策を示せるので
はないかと期待できる。
(2) セクシュアル・ハラスメント対応窓口についての工夫
松下電器産業におけるセクシュアル・ハラスメント対応の窓口については，
労組は「組織内部では，すべての相談がしづらい」ということを想定し， r第
三者による窓口」の設置を求めている。会社は，労働省から専任の均等推進
者として元東京女性少年室長の春木節子氏を招轄するとともに，専門の「女
(1叩)
性相談室Jを本社に設置し，また各事業場にも窓口担当者を配置している。
一方，労組側にも別の相談窓口が組合本部と支部に置かれており，さらには
(10) 
必要に応じて労使で話し合いができる体制となっている。性質の異なる複数
の相談窓口が本社・事業所といろいろな形で存在することはセクシュアル・
ハラスメントの被害者にとってはプラスである。自分の必要に応じた窓口に
相談に行けばよいということで相談に行きやすくなるわけである。
シャープ株式会社も同様に「相談のしやすさ」を確保しようと努力してい
る。同社は同業他社に先駆けて1998年4月，就業規則にセクシュアル・ハラ
スメントを理由とする懲戒についての規定を盛り込んだが，その翌年， 1999 
年4月には事業所・関係者ごとに苦情処理委員会を設置し133人の相談窓口
担当者を配置した。相談窓口の配置は労働省指針の域を出ていないが，これ
に加えて，シャープ労組が労働組合本部内に「セクシュアル・ハラスメント
(ll) 
相談専用回線をフリーダイヤルで設置」し， r相談には，就業時間内外問わず
に，面接・電話・ Eメールなど相談者の希望を優先してJ応じ，相談内容次
第では，本人の了解のもと，苦情処理委員会を開催することとしている。特
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に注目できるのは，相談は，社内の公式の窓口よりも労働組合のフリーダイ
(12) 
ヤルの方に寄せられているという報告で，公式の相談窓口は相談しにくいと
いう推論を裏付ける結果となっていることである。フリーダイヤルを通した
相談というのは，担当者に顔を見られる気まずさが無い，いつでも会話を切
断できるので相手の出方を見ながら話ができ，信用が確認できた段階で身
元・その他詳細を打ち明けられるという，被害者にとって活用しやすい特徴
(13) 
がある。
Vl.おわりに
セクシュアル・ハラスメント行為が企業経営に与える負の影響が大きいこ
とは上述のとおりである。
これを「企業の法令遵守(コンブライアンス)Jという見方で捉えてみる。
改正男女雇用機会均等法は，セクシュアル・ハラスメントが起きないよう雇
用環境について配慮するよう雇用主に要請している。企業はなぜ法令の要請
(14) 
に応えなければならないのだろうか。
一つには，株主・投資家への責任で、ある。そもそも企業は，出資者(株主)
が自己の資産を増やすために設立するとい7のがその始まりであり，信任さ
れた経営者が法令に反することで企業の資産を減らしてはならないのは自明
である。
(15) 
一方で，企業は必ずしも株主のためだけに存在しているわけではない。消
費者・顧客のためでもあり，系列下請企業のためでもあり，社員のためでも
あり，近隣地域のためでもあり， トータルでは社会のためである。企業は近
代の社会が生み出したものであり，社会がその存在を許容しているから今こ
こに存在していられる。社会が企業の存在を許容しているから企業が世の中
に存在していられるとすれば，企業は社会に貢献する責務を負っているはず
である。少なくとも反社会的な行動を取ってはならないはずで、ある。ところ
が，総会屋への利益供与や贈賄，談合や独禁法違反，産業廃棄物不法投棄な
どの環境汚染など昨今は，企業の犯罪・不祥事が新聞紙面をにぎわすことが
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(16) 
多く，結果として企業がその存続を危7くすることも少なくない。しかし，
企業は自らの法遵守行動を通じて，公共政策(世の中全体を良くすること)
に資することができるはずで、あるし，そのような方向に進むことで自らの存
(17) 
在を強固なものとすることができる。
セクシュアル・ハラスメントについて言えば，加害者に対する懲戒・配置
転換・研修，並びに被害者に対する職場の支援と心理ケア及び被害者の復職・
地位の安定という施策を実施することが，同じ職場で働く人々の安心と雇用
環境のさらなる安定とをもたらすであろうと期待できる。改正男女雇用機会
均等法第21条の立法趣旨および雇用主の責任を認めた判例の趣旨に沿うため，
多くの企業が女性にとって健全な就業環境の実現をめざす行動を競って採る
とすれば，女性の社会への進出がより促進されるし，さらにその動きは必ず
や社会全体の労働環境改善に貢献するはずである。
企業が男女雇用機会均等法第21条の配慮義務を尽くしても(一定の範囲で
使用者を免責する場合が有っていすべての場合に使用者が免責されるわけ
(18) 
ではないと注意を促す見解もある。その通り，予防施策が奏効せず，不幸に
も被害が発生した場合には，企業側も責任を問われる場合を覚悟しなければ
ならない。しかし，裁判で免責を受けられるかどうか，敗訴を免れ得るかど
うかというのが，配慮義務を尽くすべき動機の第ーであるべきではない。被
害を極小化することが第ーの目的であるはずである。セクシュアル・ハラス
メント対策をきちんと講じたうえで発生した被害であれば，その被害(例え
ば，被害者の精神的タソージや職場の混乱など)は対策が無かった場合に比
べて小さなものであろうし，被害の回復も早くなると予想できる。
不幸にもセクシュアル・ハラスメントの被害が発生した場合は，被害者に
対して最大限の保護・救済策を施し，被害者の信頼を得ながら被害者の傷の
手当をすべきであると本稿で述べた。企業としては，ただI人の被害者に手
厚いケアをすることは効率的でないと感じるかもしれないが，ただ1人に対
するケアが保証されていること及ぴその保証には実体が備わっていることを
示して，はじめて，多数が安心して働ける職場が築けるはずで、ある。また，
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自社のセクシュアル・ハラスメント対応が完全なものであることを実証する
ことで，企業としては，当局・従業員・取引先・消費者・投資家及び社会の
信用を維持・強化することができると考えるべきであろう。
セクシュアル・ハラスメント対策を通じて，よりよい雇用環境を具体化し，
そして女性が男性と対等の立場で就業できるということを実現することによ
ってようやく，日本国内の人的資源は有効活用され， 日本経済の活力を向上
させることができるのではないだろうか。
判決
(1) e + 
東京地裁
S60・11・
27判決
(2) b + 
静岡地裁
沼津支部
H2・12・
20判決
(3 )df+ 
福岡地裁
H4・4・
(119・120)
表2:セクシュアル・ハラスメント判例一覧表
収判例録集 事実概要 判決結論
判時1174 計器会社社内にあって対立する 2 0一部認容:
号34頁 つの労働組合のうち多数派組合 謝罪文の掲載
(被告)が，その労組機関紙に， 及ぴ被告ら連
対立労組の女性組合員4名(原告) 帯して原告そ
を「チビ・ブス」と中傷する記事 れぞれに30万
を掲載した行為について，原告4 円を支払う旨
名が，当該多数派組合及ぴその代 命令。
表者執行委員長(被告)と機関紙
発行責任者の書記長(被告)に対
し，機関紙への謝罪文掲載と慰謝
料支払を求めた事案。
判タ ホテルの女性従業員(原告)が， 0一部認容:
745号238 直接の上司たる会計課長(被告) 110万円の支
頁;労判 から夕食に誘われ，被告の運転す 払命令。[注:
580号 17 る自動車で帰路についたところ， 被告は全く出
頁 車中で「モーテルに行こうよ。裸 廷せず]
を見せてよ」と言われ，また執掬
にキスを強要されたことにつき，
当該上司の不法行為責任が問われ
た事案。
判時1426 雑誌社(被告)の女性社員(原告) 0一部認容:
号49頁， が，上司たる編集長(被告)と社 会社及ぴ上司
判タ 783 内で対立し，編集長が原告の異性 に対し連帯し
セクハラ
法責任根拠規
民法709
条，723条，
44条1項。
民法709
条。
民法709
条，715条。
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16判決 号60頁， 交遊が乱脈であるかのごとき発言 て165万円の
労判 607 を繰り返して原告の評価を低下さ 支払を命令。
号6頁 せ，また退職を求める等の嫌がら
せを行なったことにつき当該編集
長の不法行為責任及ぴ会社の使用
者責任が争われた事案。
(4) a十 労判 655 靴製造販売会社セントラル靴側 ×判決は未払
東京地裁 号44頁 (被告Y1)の女性従業員(原告) 賃金として 5
H6・4・ が，同社の専務取締役(被告Y2) 万余円の支払
11判決 から狼重量行為・性的嫌がらせを受 をY1に命じ
け，暴言を浴ぴせられ，身に覚え たものの狼軍基
が無いのに原告に嫌疑のかかる方 行為の存在を
法で盗難被害屈が出されたことに 認めず (Y2
っき.Y2の不法行為責任及ぴY1 に対する慰謝
の使用者責任が争われた事案。被 料30万円を認
告Y2は上記行為は無かったと主 定)。
張し，名誉援擦であると別訴を提
起(併合)。
( 5) a十 労判 650 土木建築請負会社(被告)の代表 080万円支払 民法709
金沢地裁 号8頁 取締役Y(被告)の居宅で家政婦 を命令。解雇 条.44条
輪島支部 の仕事をしていたX(原告)に対 権の濫用は認 1項。
H6・5・ してYが性的言動を繰り返し，ま 定せず。
26判決 た胸を触ろうとしたり，抱きつい
→(14) たりした事案。原告は不法行為に
(50) (51) 基づく損害賠償を請求。当該行為
事件参照 がセクハラであると抗議した原告
に対してなされた解雇が解雇権の
i藍用かどうかも争われた。
( 6) b十 判時 清水建設側(被告Y1)の子会社側 ×原告の請求
横浜地裁 1539号 テクネット(被告Y2)の女性従業 を棄却。(*な
H7・3・ 111頁; 員(原告)がその上司たる営業所 お控訴審で逆
24判決 労判 670 長Y3(被告;Y1からY2へ出向 転)
→(27)事 号20頁 中)から，職場において繰り返し
f牛参照 肩，髪及び腰に触れられたり，抱
き寄せられたり，首筋に唇を押し
付けられ胸や股間を触られたりす
る等猿察な行為を受け，その後職
場に居つ‘らくなって退職した事案。
原告はY3の不法行為責任と Y1/
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Y2の使用者責任を争った。
(7) a + 'fiJタ893 母子家庭にあって高校を卒業し社 0一部認容: 不法行為
大阪地裁 号203頁 会人となった運送会社の女性事務 50万円の支払 とのみ言
H7・8・ 員(原告)が運送会社の代表者(被 F叫込丁よμ益、。 及(民法
29'1当l決 告)から「処女かHAVのビデオ 709条・
を見たことあるかJiわし00ちゃ 710条と
ん欲しいねんH恥ずかしいか，ホ 推察)。
テルに行っても暗いからわからへ
んJ等狼重量な言葉を繰り返しかけ
られたことにつき，人格権の侵害
として不法行為責任が関われた事
案。
(8) a十 やlタ 社団法人たる建設業振興会の女性 。一部認容: 民法709
奈良地裁 903号163 職員(原告)が振興会の理事(被 110万円の支 条。
H7・9・ 頁;労判 告)から，特急の社内で太腿を触 命令。
6判決 691号101 る，別荘に同行を命じ胸・腰を触っ
頁(ダイ た上抱きしめ抱き上げる，応接室
ジェスト， において言い寄る等の行為を受け，
以下 拒絶の態度を取ると写真整理等を
i(ダ)J 命じられるなどの嫌がらせを受け
と略す) たことについて，当該理事の不法
行為責任が関われた事案。
(9) a十 事l時 小学校の女性教師(原告)が勤務 0一部認容: 不法行為
東京地裁 1577号 先の小学校の校長(被告)から狼 原告主張の猿 とのみ言
八王子支 100頁; 薮な行為(中学校見学の終了後居 察行為の一部 及(民法
部H8・ 労判 707 酒屋に寄った帰りに被告は性器を を認定し，校 709条・
4・15判 号95頁 露出したうえ原告に性器を握らせ 長に対し50万 710条と
決 (ダ) ょうとした等)を受け，さらに拒 円の支払命令。 推察)。
絶の態度を取ったことに対して
「人事上の不利益を課すjとの言
動を受けたことについて校長の不
法行為責任が関われた事案。
(10) a十 やj時1589 葬祭を業とする会社(被告)の女 0一部認容: 不法行為
大阪地裁 号92頁 性従業員(原告)が，運転勤務中 会社と会長に とのみ言
H8・4・ に助子席に同乗している同社会長 対し連帯して 及(民法
26判決 (被告)から性的なデートの誘い 88万円の支払 709条・
を受け，また左ももを触られる等 A叫了Aμ。 710条・
の行為を受けたことについて，当 715条と
該会長の不法行為責任及ぴ会社の 推察)。
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使用者責任が争われた事案。
(1) a + やlタ933 中古自動車販売会社(被告)の女 O一部認容: 不法行為
札幌地裁 号172頁 性事務員(原告)が，同社代表取 会社と代表取 とのみ言
H8・5・ 締役(被告)から， rそろそろやら 締役に対し連 及(民法
16判決 せろ。J，r胸が大きい。触らせて。J 帯して70万円 709条・
との言動や胸・膝・警部を触る等 の支払命令。 710条と
の性的嫌がらせを受け，執拘に性 推察)。民
交を迫られたことについて，当該 法44条1
代表取締役の不法行為責任及び会 項。
社の責任が間われた事案。
(12) e十 判時1623 民間労働組合組織たる連合滋賀 x Y3の暴力
大津地裁 号118頁 (被告Y1)の女性職員(原告)が， 行為(慰謝料
H8・10・ Y1が雇用において女性差別をし 30万円)及び
14~可決 ていること，r古い女は出ていって Y1による名
もらおかJなど上司(被告Y2及び 誉扱損(慰謝
Y3)が女性差別的言動を繰り返し 料20万円)を
たこと(環境型セクシュアル・ハ 認定するも環
ラスメント)， Y3が原告に暴力行 境型セクハラ
為を働いたこと，原告が調停申立 については認
をしたところY1の機関紙におい 定せず。
て誹誘中傷されたこと等につき損
害賠償請求した事案。
(13) cf 労判707 タクシ一会社の配車業務に従事し 0地位保全仮
徳島地裁 号91頁 ていた女性社員3人が，上司たる 処分，賃金仮
H 8 '10・ (ダ) 部長の狼談や身体に触る等の行為 払い仮処分を
15決定 に対して抗議した結果退職を強い 全て認容。
られたのは違法な解雇であるとし
て，地位保全仮処分，賃金仮払い
仮処分を求めた事案。
*本決定の関連事件として，セク
シュアル・ハラスメント被害者を
支援した労組幹部の解雇等処分が
無効であることを確認した判決:
徳島地裁H10・10・16判決(労判
755号38頁)がある。
(14) a十 やlタ 土木建築請負会社(控訴人・一審 0原審を変 民法709
名古屋高 950号193 被告)の代表取締役Y (控訴人・ 更:第一審被 条， 44条
裁金沢支 頁;労判 一審被告)の居宅で家政婦の仕事 告らに138万 I項。
部H8・ 707号37 をしていたx(被控訴人・一審原 円(原審:80 
50一一第14巻3・4号
10・30'flJ頁 告)に対してYが性的言動を繰り 万円)の支払
決 返し，また胸を触ろうとしたり， を命令。解雇
→( 5 ) スラックスに子をかけて下着もろ 権の濫用は認
(50) (51) とも太股までずらし押しかぶさっ 定せず。
事件参照 たりする等狼裏行為をした事案。
当該行為がセクハラであると抗議
した一審原告に対してなされた解
雇が解雇権の濫用かどうかも争わ
れた。
(15) a + 労判 707 広告代理業を営む会社(被告)の 0一部認容: 民法709
東京地裁 号20頁 女性従業員(原告)が上司たる同 会社と会長に 条，715条。
H8・12・ 社取締役会長(被告)に，キスさ 対し連帯して
25判決 れ乳房を触られる，ホテルに誘わ 148万余円の
れる等の性的言い寄りをされたこ 支払命令。
とについて，当該会長及び会社の
不法行為責任が争われた事案。
(16) 判時 女性研究補助員(原告・反訴被告) ×本訴原告の
秋田地裁 1629号 が，教授(被告・反訴原告)と学 請求を棄却，
H9・1・ 121頁; 会のため出張した折，ホテルの室 反訴原告の請
28判決 労判 716 内で教授によってベッドに押し倒 求を一部認
→(40)事 号 106頁 され，身体を触られたとして慰謝 容:50万円の
件参照 (ダ) 料の支払を求めた事案。逆に被告 支払命令。
は原告に名誉駿損による慰謝料支 (*なお控訴
払を請求する反訴を提起。 審で逆転)
(17) c十 労判 716 人材派遣会社に勤務する女性(原 0一部認容: 不法行為
東京地裁 号 105頁 告)が，その派遣先会社の同僚数 損害合計額 とのみ言
H9・1・ (ダ) 名と原告の歓迎会で飲酒し，男性 210万余円の 及(民法
31判決 同僚(被告)がタクシーで自宅ま うち 1/4を過 709条・
で送ることになったが，途中下車 失相殺し， 158 710条と
してホテルに投宿し，被告は眠り 万円の支払命 推察)。
込んだ原告の着衣を脱がそうとし， 令。
目を覚まし拒絶しようとした原告
の抵抗を排除して性行為に及んだ
事案。被告の不法行為責任が問わ
れ慰謝料と逸失利益が請求された。
(18) c 労判 713 西日本鉄道(被告)に勤務するパ 0猿重量行為の
福岡地裁 号57頁 ス運転手(原告)が3泊4日の貸 存在を認定し，
H9・2・ 切勤務の際，夕食後宿泊所におい 原告の請求を
5判決 てノfスyゲイドに声すし強引にキスし， 棄却
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馬乗りになって乳房に触り，首筋
と胸をなめるなどの狼義行為をし
たことにつき，被告によって懲戒
解雇された事案。原告は懲戒解雇
理由の不存在及び解雇権の濫用を
主張し，雇用契約上の地位の確認
と解雇提案期間中の夏季賞与及び
解雇後の賃金の支払いを請求。
(19) a十 やjタ 会社(被告)の女性従業員(原告) 0一部認容: 不法行為
東京地裁 947号228 が当該会社の代表取締役(被告) 会社と代表取 とのみ言
H9・2・ 夏;労判 から尻を触られる，抱きっかれる， 締役に対し， 及(民法
28~可決 718号 89 生理についてしつこく尋ねられる 連帯して100 709条・
頁(ダ) 等の性的嫌がらせを受け，それを 万円の支払命 710条と
拒否する態度を示したところ報復 令。 推察)。民
として解雇されたとして当該代表 法44条 I
取締役及び会社の不法行為責任が 項。
争われた事案。
(20) a ート 労判 717 市議会議員であり土木建築会社 0一部認容: 民法709
旭川地裁 号42頁 (被告)の代表取締役たる男性(被 会社と代表取 条， 44条
H9・3・ 告)が同社女性事務員に対して「身 締役に対し， It頁。
18判決 も心も一緒にならないと......Jと 連帯して200
言ったり，抱きついたり，膝に顔 万円の支払命
を埋めたりする等の性的言い寄り 令。
を行なったことについて，当該代
表取締役及び会社の不法行為責任
が争われた事案。被告は原告に対
し，本訴事件の訴状に虚偽事実が
記載され信用が失墜したと反訴提
起。
(21) 判時 セクハラ問題等が契機となって京 0原告の請求
京都地裁 1634号 都大学の教授職を辞した男性(原 を棄却
H9・3・ 110頁; 告)が，同大学の女性教官(被告)
27判決 労判 722 作成の手記及ぴシンポジウム配付
号90頁 用文書によって原告の名誉が段損
(ダ) されたとして被告の不法行為責任
を争った事案。
(22)cf十 'fIJタ 原告Xは呉服販売会社(被告Y1) 0一部認容: 民法709
京都地裁 951号214 の従業員女性。当該会社で女性更 被告Y2に対 条，715条，
H9・4・ 頁;労判 衣室がビデオカメラで隠し撮りさ し139万余円， 415条。
52一一第14巻3・4号
17判決 716号 49 れるという事件が発生，また会社 被告会社Y1
頁 の専務取締役(被告Y2)が隠し撮 に対し214万
り行為者と原告とが男女の関係に 余円(合計354
あるかのような発言をし，また会 万余円)の支
社の代表取締役(被告Y3)が朝 払ífP~μ。
礼において原告に退職を示唆する
ような発言をしたことについて，
Y2/Y3の不法行為責任及ぴY1
の使用者責任・債務不履行(職場
環境調整義務違反)が争われた事
案。
(23) 判時1638 実業団バドミントン部の女性選手 0一部認容: 民法709
熊本地裁 号135頁 (原告)が市議会・県議会議員も 男性役員に 条。
H9・6・ 務めるバドミントン協会男性役員 300万円の支
25判決 (被告)から強姦され，その後も 払命令。強姦
性関係を強要されたとして，役員 被害者の心理
の不法行為責任が争われた事案。 を分析。
(24) b + 判時1637 国立病院の女性職員(原告)か上 。一部認容: 不法行為
神戸地裁 号85頁; 司たる男性(被告)から，職場に 男性上司と国 とのみ言
H9・7・ 労判 726 おいて乳房を掴んだり乳首を吸っ に120万円の 及(民法
29-'1当l決 号100頁 たりという性的嫌がらせを受け， 支払命令。 709条・
さらにはこれを拒否したため仕事 710条・民
に必要な指示を与えない等のいじ 法 715条
めを受けたという事案。当該上司 と推察)。
の不法行為責任及ぴ国(被告)の
使用者責任・債務不履行(職場環
境調整義務違反)責任が争われた。
(25) d + やlタ995 中学校男性教師(被告)が同僚女 0一部認容: 民法709
大阪地裁 号203頁， 性教師(原告)に対して職場内で 50万円の支払 条。
H9・9・ 労判 735 性的な内容を含む誹誘中傷をし， 命令。
25判決 号87頁 人格権の侵害にあたるかどうかが
→(42) 争われた事案。
(49)事件
参照
(26) c + やj時 農協連合会(被告)が経営する病 0一部認容: 民法709
津地裁 1648号 院に勤務する看護婦2名(原告) 原告2名に各 条，415条。
H 9.11・ 125頁; が上司にあたる看護士(被告)か 55万円の支払
5判決 労判 729 ら，肩，胸，腰，大腿部を再三触 命令。使用者
号54頁 られ，また卑狼な言葉をかけられ 責任でなく職
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討一一53
たことにつき，当該看護士の不法 場環境配慮義
行為責任及ぴ農協連合会の使用者 務違反を認定。
責任・職場環境配慮義務違反が争
われた事案。
(27) b + 判時1673 清水建設株式会社(被控訴人・一 0一部認容: 民法709
東京高裁 号89頁; 審被告Y1)の子会社側テクネット Y2及ぴY3 条，715条。
H9・1・ 判タ (被控訴人・一審被告Y2)の女性 に対して275
20判決 1011号 従業員(控訴人・原告)がその上 万円の支払命
→(6 )事 195頁; 司たる営業所長Y3(被控訴人・ー 令。
f牛参照 労判728 審被告;Y1からY2へ出向中)か
号12頁 ら，職場において繰り返し肩，髪
及び腰に触れられたり，その他猿
裏な行為を受けたりし，その後職
場に居づらくなって退職した事案。
原告はY3の不法行為責任とY1/
Y2の使用者責任を争ったが，原
審(横浜地裁H7・3・24判決)
は原告請求を棄却。
(28) a + 判時1640 参議院議員(被告)が女性私設秘 O一部認容: 不法行為
東京地裁 号138頁 書(原告)に対し議員会館の事務 180万円の支 とのみ言
H9・12・ 室において唇や頬を紙めまわし， 払命令。 及(民法
24判決 スカートの下から子を入れようと 709条・
したり乳房や肩を噛んだりしたた 710粂と
め原告は事務所を退職し提訴した 推察)。
事例。被告は原告及びその夫に対
し名誉駿損であると反訴提起。
(29) e十 判時 野菜等仲卸業者(被告)の女性従 0一部認容: 民法709
和歌山地 1658号 業員(原告)が同社の取締役ら(被 取締役らと会 条，715条。
裁H10・ 143頁① 告)から継続的に「おばん，ばば 社に対し110
3 .11判 事件;労 あ， くそばばあ」などと呼ばれ， 万円の支払命
決 判751号 身体に触られ，性的なからかい(男 令。
87頁(ダ) 性性器/女性性器名を含む卑狼な
言動等)を受けたことについてそ
の不法行為責任及び会社の使用者
責任・債務不履行(職場環境配慮
義務)が争われた事案。
(30) a + 判時1658 宗教法人たる寺(被告)の女性職 x r社会的許
京都地裁 号143頁 員(原告)が，同寺の代表役員(被 容範囲Jとし
H10・3・ ②事件 告)から「ぎれ歌を記した書面を て本訴請求を
54一一第14巻3・4号
20判決 渡されたJ["背後から抱きっかれ 棄却。(反訴も
たH太ももをなでられた」等の行 棄却)
為を受けたことについて，その不
法行為責任と寺の使用者責任・債
務不履行(職場環境配慮義務)が
争われた事案。被告は名誉駿損で
あると反訴提起。
(31) c + 労判 770 神奈川県立外語短期大学の女性専 0原告の請求
横浜地裁 号135頁 イ壬講師Y(被告)が，同短期大学 を棄却。 (X1
川崎支部 ( {参考・ の教授X1(原告)，名誉教授X2(原 のセクハラ事
H10・3・ 原審判 告)，助教授X3(原告)の行動に 実につき「真
20判決 決〉とし 関して，教授会で発言し，また神 にあったかは
→(48)事 て) 奈川県教育長宛てに書簡で訴えた ともかくその
件参照 ことにつき，名誉駿損であるとし ように疑わせ
て，損害賠償が求められた事案。 る行為はあっ
X1に関しては， Yが教育長宛て たと推認でき
の書簡において「職員歓送迎会の るjと言及。)
場で・・・・・・女子職員二人の乳房をむ (*なお控訴
んずと摘んだ・….J等記載したこ 審で逆転)
と並びにYが教授会で ["X1がY
にキッスを強要したjと発言した
とされることについて争われた。
(32) a + 判時1658 不動産会社(被告)の女性従業員 0認容:取締 不法行為
千葉地裁 号 143頁 (原告)が，同社の代表取締役(被 役らと会社に とのみ言
H10・3・ ③事件; 告)によってモーテルに連れ込ま 対し330万円 及(民法
26判決 労判 748 れたうえ性交渉を強要され，翌日 の支払命令。 709条・
号 153頁 抗議したところ退職に追い込まれ 710条と
(ダ) た事案。代表取締役の不法行為責 推察)。民
イ壬と会社の不法行為責任・債務不 法44条1
履行(職場環境配慮義務)が争わ 項。
れた事案。
(33) ヰヨlタ976 創価学会の幹部であった女性(原 ×原告の請求
東京地裁 号262頁 告)が昭和48年，同58年，平成3 を棄却(請求
H10・5・ 年の3回にわたり，創価学会の会 原因の追加を
26判決(121) 長[その後名誉会長](被告)から 認めず，不法
→(52)事 強姦を受けたと主張し，同女性及 行為の消滅時
件参照 びその夫(原告)が不法行為に基 効の援用及び
づく損害賠償を請求した事案。被 除斥期間を認
告は消滅時効・除斥期間を主張し， めた)。
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原告は，不法行為が3回の強姦を
含め現在に至るまでの継続的な性
的人格権侵害行為(セクシュアル・
ハラスメント)及び誹誘中傷行為
であると請求原因を追加した。
(34) b + 労判749 香料会社(被告)に勤務する女性 ×セクハラの
大阪地裁 号26頁 調香師(原告)が，その上司に対 存在・解雇権
H10・7・ する言動等を理由とする解雇は解 濫用を認定せ
29判決 雇権のi監用であると争った事案。 ず未払賞与分
又，原告は，男性従業員2名(被 41万余円のみ
告)(1名は当該上司)から交際を 支払命令。
迫られ，嫌がらせを受けたとセク
シュアル・ハラスメント(不法行
為)を理由とする損害賠償も求め
た。
(35) 'IJタ1057 大学助教授(被告)がコンパの二 0一部認容: 不法行為
津地裁 号206頁 次会のカラオケボックスにおいて 女子学生に馬 とのみ言
H10・10・ ( {参考・ 学生の面前でトランクス 1枚の姿 乗りになった 及(民法
15判決 原審判 で歌を歌い，また女子学生(原告) 行為につき3 709条・
→(56)事 決〉とし に馬乗りになった。後日当該行為 万円の支払を 710と推
件参照 て) に指義した女子学生ら(原告を合 メ日入HメI合3、 察)。
む)に対して「システム的力関係」
云々の言動をもってその抗議を封
殺しようとしたという事案。
(36) c十 労判756 協同組合(被告)の女性従業員(原 ×原告の請求
東京地裁 号82頁 告)が男性上司2名(被告)によ を棄却
H10・10・ り宴会の席で欽酒を強要され二次
26判決 会への出席を強要されるなどの行
為が不法行為に当たるかどうかが
争われた事案。
(37) a + 労判754 歯科材料販売会社(被告)の従業 0一部認容: 民法709
大阪地裁 号29頁 員であった中国人女性(原告)が， 91万余円の支 条， 44条。
H10・10・ 被告代表者のセクハラ行為(特に 払命令。(なお
30判決 出張先のホテルでベッドに誘う行 反訴も一部認
為)・いじめを不法行為であるとし 容)
て慰謝料の支払を求めた事案。被
告は原告に対し製品販売代金 (23
万余円)の支払を求める反訴提起。
(38) 判時1682 女子高生X1(本訴原告)が会社 0一部認容: 不法行為
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東京地裁 号6頁 Y2 (本訴被告・反訴原告)経営の 60万円の支払 とのみ言
H10・1・ 学習塾で会社代表取締役Y1(本訴 いを被告らに 及(民法
24判決 被告・反訴原告)から狼裂な行為 命令。 24万円 709条・
(X1を椅子の上に伏臥させ腰を (授業料)の 710条と
マッサージすると言いながら覆い 返還も命令。 推察)。
かぶさり顔面をX1の頬にすり寄 Y1/Y2の反 Y2の責
せ，頬にキスするかのような仕草 訴については イ壬につき
をしたこと)をされたと主張し慰 却下。 民法4条
謝料を請求した事案。同時に父親 1項。授
X2 (本訴原告・反訴被告)が授業 業料の返
料の返還をY2に求め， Y1・Y2 還につき
は反訴として不当告訴等を理由に 解除を理
X2に損害賠償を請求。 由とする
原状回復
請求権に
言及。
(39) c 労判751 コンビュータ・メンテナンスを業 C懲戒解雇は
東京地裁 号18頁 とする会社(被告)の男性従業員 合理的である
H10・12・ (原告)が派遣先(顧客会社)の とし請求を棄
7判決 女性従業員に対し猿泰行為(ブラ 却。
ジャーに手をかける，執拘に誘い
かける等)を繰り返し，その結果
として懲戒解雇された事案。当該
解雇が解雇権の濫用かどうか争わ
れた。
(40) 判時 女性研究補助員(原告・控訴人) 0原審を変 不法行為
仙台高裁 1681号 が，教授(被告・被控訴人)と学 更:被控訴人 とのみ言
秋田支部 112頁; 会のため出張した折，ホテルの室 に180万円の 及(民法
H10・12・ 労判756 内で教授によってベッドに押し倒 支払を命令。 709条・
10判決 号3頁 され，身体を触られたとして慰謝 710条と
→(16)事 料の支払を求めた事案。一審(秋 推察)。
f牛参照 困地裁H9・1・28判決)では女
↑生が声をあげる等の抵抗をしてい
ない事が不自然とされ女性の主張
は認められていない(逆に原告に
名誉扱損による慰謝料支払を命
令)。
(41) c十 やl時 原告は佐川急便株式会社の女性従 0男性同僚と 民法709
大阪地裁 1687号 業員で，職場外の欽み会の場所で会社に対し連条，715条。|
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討一一57
H10・12・ 104頁; あるカラオケボックスにおいて男 帯し110万円
21判決 労判 756 性同僚ドライパー(被告)から性 の支払命令。
号26頁 的嫌がらせ(キス・抱きつき・ス
カートめくり・胸をつかむ等)を
うけた事案。セクハラ行為が職場
外の飲み会で発生したことから男
性加害者の不法行為と共に使用者
責任が争われた。
(42) d十 労判 767 中学校男性教師(被告・控訴人) 0原審を変 民法709
大阪高裁 号19頁 が同僚女性教師(原告・被控訴人) 更:控訴人に 条。
H10.12・ に対して職場内で性的な内容を合 30万円(原
22判決 む誹誘中傷をし，人格権の侵害に 審:50万円)
→(25) あたるかどうかが争われた事案。 の支払を命令。
(49)事件 原審(大阪地裁H9・9・25判決)
参照 は不法行為の成立を認めた。
(43) b + 労判 768 原告は設計会社の女性 CADオベ 0人格権侵害 民法709
千葉地裁 号87頁 レーター。男性上司(被告)の性 を認定:80万 条，710条。
H11・1・ (ダ) 的言動・行為(抱きつく・髪をな 円の支払命令。
18判決 でる・執鋤な電話等)が人格権の
侵害として違法となるかどうかが
争われた事案。
(44)bf十 労判 760 男性上司A及ぴB (共に被告)か 0上司及ぴ会 不法行為
静岡地裁 号38頁 ら性的な言いより・誹誘中傷を受 社の不法行為 とのみ言
沼津支部 けた女性部下(原告)が事実を会 責任と解雇権 及(民法
H11・2・ 社常務に訴えたところ逆に解雇さ 濫用を認定: 709条・
26判決 れた事案。被告上司の不法行為責 417万余円の 715条と
任(人格権の侵害)，及び被告会社 支払命令。 推察)。
が職場環境を調整する義務を怠り，
解雇権を濫用したことの不法行為
責任が争われた。
(45)bf+ 労判 760 会社は，男性上司の女性部下(原 0解雇権濫用， 民法709
東京地裁 号23頁 告)に対する性的な言いよりを， 不法行為を認 条， 44条
H11・3・ 加害者である上司の弁解を信じた 定:311万円 I項。
12判決 上で個人的問題として考え，セク の支払命令。
ハラ行為であるとして取り扱わず，
両者が社内秩序を乱したものと捉
えて被害者たる女性の解雇に及ん
だ事案。会社の解雇権の濫用が争
われた。
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(46) a + 労判 772 発毛・育毛サービス業Y1社(被 ×原告の請求
東京地裁 号84頁 告)の支底責任者たる女性X(原 を棄却。
Hll・4・ (ダ) 告)が， Y1社は温泉における研修
2判決 を頻繁に実施し，その際Y1社代
表者Y2は女性従業員多人数に
Y2とのi昆i谷を強要したと主張。
またXはY1社の顧客から傷害を
負わされその後も嫌がらせを受け
たがY1社は安全について配慮し
なかったと主張。 Xは上記混浴と
顧客からの暴行等によって退職を
余儀なくされたとして精神的苦痛
に対する慰謝料を請求。
(47) 判時 東北大学大学院生(原告)がその 0人格権侵害 民法709
仙台地裁 1705号 指導教官であった助教授(被告) を認定;750 条，710条。
Hll・5・ 135頁; から性的嫌がらせを受け精神的苦 万円の支払命
24判決 flJタ1013 痛を被ったと主張し，被告の原告 令。
号182頁 に対する支配従属関係の濫用が争
われた事案。被告は自由な恋愛関
係があったと主張。
(48) c + 労判 770 神奈川県立外語短期大学の専任講 ×原告請求棄
東京高裁 号129頁 師Y(被控訴人，一審被告)が， 却の原判決を
Hll・6・ 同短期大学の教授X1(控訴人・ー 変更:名誉扱
8判決 審原告)，名誉教授X2(一審原告)， 損を認め60万
→(31)事 助教授X3(一審原告)の行動に関 円の慰謝料支
f牛参照 して，教授会で発言し，また神奈 払を命令。
川県教育長宛てに書簡で訴えたこ
とにつき，名誉扱損であるとして，
損害賠償が求められた事案の控訴
審。
X1に関して， Yが教育長宛ての
書簡において「職員歓送迎会の場
で・・・・・・女子職員二人の乳房をむん
ずと摘んだ…・・」等記載したこと
並びにYが教授会で rX1がYに
キッスを強要したjと発言したと
されることについて争われた。
原判決は，原告の請求を棄却した
が，事実及ぴ理由においてX1の
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討ー←59
セクハラ事実については「真に
あったかはともかくそのように疑
わせる行為はあったと推認でき
るjと言及。
(49) d十 労判 767 中学校男性教師Yが同僚女性教師 0上告棄却・
最高裁2 号18頁 Xに対して職場内で性的な内容を 上告審として
含む誹誘中傷をし，人格権の侵害 不受理。
H11・6・ にあたるとされた事案(大阪高裁
11決定 H10 ・ 12 ・ 22~可決)につき， Yが
→(25) 上告・上告受理の申立をした。
(42)事件
参照
(50) a十 労判 767 会社(上告人)の代表取締役Y(上 OYらの上告 民法709
最高裁2 号14頁 告人)の居宅で家政婦の仕事をし を棄却 条， 44条
ていたX(被上告人)に対してY 1項。
H11・7・ が性的言動・狼義行為をしたとい
16判決 う事案(名古屋高裁金沢支部H8・
→( 5 ) 10・30判決)の上告審。被上告人
(14) (51) X(一審原告)は不法行為に基づ
事件参照 く損害賠償を請求。
(51) a 労判 767 上記(50)事案においてX(上告人) xXの上告を
最高裁2 号16頁 に対する解雇がなされたが，当該 棄却
解雇はセクハラ行為の一環として
H11・7・ なされた報復であると争われた上
16判決 告審。
→( 5 ) 
(14) (50) 
事件参照
(52) や1];タ 創価学会の幹部であった女性(原 ×控訴を棄却。
東京高裁 1017号 告・控訴人)が昭和48年・ 58年，
H11・7・ 166頁(判 平成3年の 3固にわたり，創価学
22判決 タ1065号 会の会長[その後名誉会長](被告・
→(33)事 36頁に解 被控訴人)から強姦を受けたと主
f牛参照 説) 張し，同女性及ぴその夫(原告・
控訴人)が不法行為に基づく損害
賠償を請求した事案。被告は消滅
時効・除斥期間を主張し，原告は，
不法行為が3回の強姦を含め現在
に至るまでの継続的な性的人格権
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イ受害行為(セクシュアル・ハラス
メント)及ぴ誹誘中傷行為である
と請求原因を追加した。原審は請
求原因の追加を認めず，不法行為
の消滅時効の援用及び除斥期間を
認めたうえで原告の請求を棄却。
(53) a十 判時1706 外資系銀行パンク・オブ・インディ 0一部認容・ 民法709
東京地裁 号146頁， ア(被告)の女性従業員(原告) 被告ら連帯し 条， 715 
Hll・10・ 判タ1032 が支窟長(被告)に強姦され，ま て2人の原告 条。
27判決 号 172頁 た別の女性従業員(原告)が胸を それぞれに
(1065号 触られる等の狼義行為を受けたと 330万円及び
370頁に いう事案。支庖長の不法行為責任 77万円を支払
解説) 及び銀行の使用者責任が争われた。 z、こ ζレメ叩入ノCロh。
(54) a + 判時1735 大阪府の横山ノック元知事(被告) 0認容:1100 民法709
大阪地裁 号96頁 が知事選の選挙運動中にアルパイ 万円の支払命 条， 710 
Hll・12・ トの女性運動員(原告)に対して 令(裁判所は 条。
13~可決 選挙カーの中で陰部を弄ぶ等のセ 請求原因事実
クハラ行為をしたという事案。原 を自白したも
告による提訴に対し被告は口頭弁 のと認定。)
論で請求原因につき争わず記者会
見ででっちあげであると表明した。
(5) a十 判時1743 準看護婦(原告)が，勤務先の病 0一部認容: 民法709
千葉地裁 号9頁 院長(被告)に職場で繰り返し， 80万円の支払 条。
H12・1・ 肩・背中・管部を触られるという 命令(判決は
24判決 セクハラを，また住民検診時に公 管部・大腿部
用車内で大腿部を触られるという を重視)
セクハラを受けたとして病院長に
損害賠償を求めた事案。
(56) やlタ1057 大学助教授(1審被告・被控訴人・ 0一部認容: 不法行為
名古屋高 号199頁 附帯控訴人)がコンパの二次会の 90万円の支払 とのみ言
裁H12・ カラオケボックスにおいて学生の 命令 (3万円 及(民法
1・26判 面前でトランクス 1枚の姿で歌を の支払を命じ 709条・
決 歌い，また女子学生(l審原告・ た原判決を変 710条と
→(35)事 控訴人・附帯被控訴人)に馬乗り 更) :助教授 推察)。
f牛参照 になった。後日当該行為に抗議し の言動に抗議
た女子学生ら(原告を合む)に対 を封殺する意
して「システム的力関係J云々の 図ありと認定。
言動をもってその抗議を封殺しょ
うとしたという事案。原審では助
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討-61
教授が馬乗りになった行為だけが
不法行為だとされ，一連の行為が
助教授の優位な地位に基づくもの
であるという主張は容れられてい
ない。
(57) a斗 判時1734 マンション維持管理会社(被告・ 0一部認容: 不法行為
東京地裁 号140頁 反訴原告)の女性元従業員(原告・ 301万余円の とのみ言
H12・3・ 反訴被告)が会社の代表取締役た 支払命令。 及(民法
10判決 る男性(被告・反訴原告)から長 709条・
期間セクハラ行為を受けやがて強 710条と
姦未遂の被害に遭ったうえ不当に 推察)。民
解雇されたとして損害賠償を求め 法44条1
た事案。被告は原告の主張はで、つ 項。
ちあげ・名誉駿援であると主張。
強姦未遂事件の事後に録音された
テープが証拠とされた。損害の評
価にあたって原告の心的外傷後ス
トレス障害が考慮された。
(58) a十 労判789 建築請負・不動産売買・リフォー ×セクハラ行
東京地裁 号79頁 ム事業の会社(被告)から試用期 為といえるも
H12・4・ (ダ) 関内に解雇された元従業員(原告) のではないと
14判決 が，被告会社の代表取締役(被告) して原告の請
の言動(i若い女性と飲むとおいし 求を棄却。
いねJi今度お好み焼きを食べにい
きましょう」など)は性的嫌がら
せだとして損害賠償を請求した事
案。
(59) b 労判796 不動産管理等を業とする会社(債 ×債権者の就
大阪地裁 号87頁 務者)に住み込みの寮母として雇 労拒絶に正当
H12・4・ (ダ) 用された女性(債権者)が，勤務 な理由がない
24決定 振りを注意された際に寮管理人か として申立を
ら性的被害を受けていると申し述 却下。
べ以後就労せず，その後会社が解
雇したところ，債権者が解雇の無
効を主張し，地位保全と賃金仮払
いを求めた事案。
(60) c 労判789 被告観光パス会社(被告)の運転 0本件解雇は
大阪地裁 号15頁 子(原告)が取引先女性添乗員や 相当と是認で
H12・4・ 同僚トラベルコンパニオンに対し きるとして請
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28判決 てセクシュアル・ハラスメント行 求を棄却(ー
為(腎部，脚部，胸を触る，抱き 部却下)。
っく等)を働き，さらには事情聴
取の際に労組書記長の立場を使っ
て脅迫を行なったことなどを理由
に，懲戒解雇された事案。原告は
被告会社の従業員たる地位の確認
を求めて提訴。
(61) c 労判 796 平成8年東京都教育委員会(被告) 0原告の行動
東京地裁 号84頁 に1年間の条件付で採用された教 は相当'生を欠
H12・5・ (ダ) 諭(原告)カナ洋上研修において， き，戒告も免
31判決 他の班員をサルと呼ぶ'.朝礼時に 職も裁量権の
女性班員の背後から腰部をなぞる， 範囲を超えな
船内廊下で女性班員の左脇腹をつ いとして請求
ねるといった言動を採ったため戒 を棄却。
告処分を経て翌年3月末をもって
免職となった事案。原告は免職処
分の取消を請求。
(62) d + やj時1734 松戸市議会の男性議員(甲事件被 0甲事件につ 不法行為
千葉地裁 号82頁 告・乙事件原告)が市役所議会棟 き一部認容， とのみ言
松戸支部 において女性議員(甲事件原告・ 40万円の支払。 及(民法
H12・8・ 乙事件被告)に「男いらずJと発 乙事件につき 709条・
10判決 言したこと等につき個人の尊厳・ 請求棄却。 710条と
名誉・人格権及び議員としての就 推察)。
業環境を侵害する不法行為である
として女性議員が損害賠償を求め
(甲事f牛).これに対し男性議員が
誹誘中傷により名誉が駿損された
と損害賠償を求めた(乙事件)事
案。
(63) b 判時1744 複数の女性部下に対し，デートに 0解雇に合理
東京地裁 号137頁， 誘う.r貴方を抱きたい」との電子 性があるとし
H12・8・ 労判 794 メールを送るといった執拘なセク て請求棄却。
29'1当l決 号77頁 ハラ行為を繰り返し行なった製薬
(ダ) 会社管理職が解雇された事例。セ
クハラ行為者(原告)が，会社(被
告)による解雇の合理性を争った。
(64) 判時1749 市立中学の女子生徒が非行グルー 。一部認容・
旭川地裁 号121頁 ブの男子生徒から繰り返し強制狼 200万円の支
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H13・1・ 重量・強姦などの被害を受けたこと 払命令。(精神
30判決 につき，被害女生徒及ぴその両親 的苦痛に対す
が，被害は同校の教諭が性的暴力 る慰謝料総額
を未然に防止する安全配慮義務及 を1000万円と
ぴ被害を両親に報告する義務を怠 認定)
った結果生じたとして国家賠償責
任を求めた。(尚，被害者は別に，
加害生徒から860万円の示談金を
受領。)
(65) やj時1756 大学の学科専攻主任の教授(本訴 0本訴請求，
仙台地裁 号113頁 被告・反訴原告)が次年度の科目 反訴請求とも
H13・2・ 担当案を作成するに際し，同じ学 棄却。(判決
20判決 科の教授(本訴原告・反訴被告) は「被告が本
を学生数が少人数である科目「英 件会議のとき
作文1Jの担当からはずす案を作 に・・・・・・セクハ
成し，教授会においてその理由を ラをした事実
本訴原告から間われた際にセク があったと考
シュアル・ハラスメントの問題が えたとして
あるからである旨等述べたことが も……相当な
本訴原告の名誉を段損したとして 理由があっ
慰謝料が請求された事案。本訴被 た・・…」 とし
告は，反訴として本訴は不当な訴 不法行為を構
訟であるとして慰謝料を請求。 成するほどの
違法性はない
と判示。)
(6) b十 判時1754 日本銀行(被告)京都支庖の女性 0一部認容: 不法行為
京都地裁 号125頁 行員(原告)が同支底長(被告) 被告らに連帯 とのみ言
H13・3・ から夕食に誘われ，その後ホテル して676万余 及(民法
22判決 の会員制クラブにおいて，頬・唇 円の支払を命 709条・
にキスをされ，また乳房に直接触 令。謝罪文の 710条と
られる等の行為を被り，さらに後 掲示について 推察)。雇
日，電子メールや内線電話で食事 は請求棄却。 用主につ
に執効に誘われるというハラスメ き715条。
ント行為を受け，退職に至った事
案。原告は損害賠償(逸失利益及
ぴ慰謝料)並ぴに謝罪文の掲示を
日本銀行及ぴ加害者たる支底長に
求めた。
(67)cf+ 労判808 自動車販売修理会社(被告)の営 0一部認容: 雇用契約
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仙台地裁 号13頁 業職女性(原告)が，女子トイレ 被告会社に 上の義務
H13・3・ 内の掃除用具置場に覗き見目的で 350万円の支 とのみ言
26判決 潜む訴外男性従業員を，勤務中に 払いを命令。 及(民法
発見し，被告会社に迅速適切な対 (職場環境配 415条と
応を求めたものの，その後，上司 慮義務違反を 推察)。
の対応、が不満で、あることから反抗 認めたが，退
的な態度をとったため，職場の秩 職は不当解雇
序を乱したとされ，その結果原告 でなく合意解
が退職した事例。原告は，被告会 約と判断。)
社の女子トイレに関する職場環境
整備義務違反，女子トイレ事件後
の職場環境配慮義務違反，不当解
雇について争った。
(68) 判時1759 大学院医学研究科の院生である女 0一部認容: 不法行為
千葉地裁 号89頁 性(原告)は， 日本神経学会総会 被告に330万 とのみ言
H13・7・ で発表を行うため，指導教官であ 円の支払を命 及(民法
30判決 る同大学医学部内科講師(被告) 令(原告が被 709条・
とともに京都に出かけたが，発表 告の部屋に赴 710条と
前夜に発表内容の打合せを被告と いたことにつ 推察)。
した際に，被告の宿泊ホテルの部 き原告の過失
屋で被告に言い寄られ，抱きっか を認めず)。
れたという事案。被告は，自分が
一人で宿泊しているホテルの部屋
へ赴いたことで性的勧誘に応じた
ものと主張。
* I判決結論」冒頭の記号はセクシュアル・ハラスメント的行為を認定したかどうかに応じ
て「認定:OJ I否認:xJと付した。
*雇用の場におけるセクシュアル・ハラスメント行為が問題となったのは54件で，これにつ
き，次の通り記号を付した。
十.損害賠償が請求された事件
分類a 代償型系会社代表独裁型
b:代償型系管理職職権濫用型
c 環境型系同僚わいせつ型
d:環境型系個人蹴落とし型
e 環境型系悪口雑言型
f 環境型系雇用主無理解処分型
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1王
( 1 ) セクシュアル・ハラスメント問題と性別による役割分担意識との関係について，
「……実際のセクシュアル・ハラスメント問題は，こうした性暴力問題に限定され
るのではなく，様々な意味でのグレーゾーンを合んでいる。『酒の席での暗黙のお酌
の強要jr女性の生き方についての様々な言及・評価jrお茶くみ・ゴミ捨て・清掃
などの仕事の強要』などである。これらのハラスメント行為を行う者の動機におい
ては多くの場合，性的意図を明確に見出すことはできない。したがってこれらのハ
ラスメント行為がセクシュアル・ハラスメントと言えるのかどうかについては，微
妙なところではある。だからグレーゾーンなのである。JIグレーゾーンにあたる言
動とは何であろうか。そこには固定的な性役割意識に基づく言動(女性は結婚した
方がいい・女に学問ができるわけがない・子どもを預けてまで母親が働くべきでは
ないなどの言葉，あるいはお茶くみやお酌の強要，女性のみへのゴミ捨て・清掃な
どの割り当てなど)や，女の子意識(お酒の席で女性を資源のように男性に割り当
てる・職場や研究室の花扱いする・女性だからと軽く見るなど)が見出しうる。こ
れらは，いわゆる『ジェンダーJに基づく言動である。……セクシュアル・ハラス
メント問題の根っこには，ジェンダー・ハラスメント問題があるのであり，その問
題にきちんと対処しなければセクシュアル・ハラスメントを防止することも困難な
のである。」江原由美子『フェミニズムのパラドックス 定着による拡散』勤草書房
(2000年)216頁 217頁。
「今日問題とされているセクシュアル・ハラスメントが『新しいJのは，とりわ
け『ジェンダー』の視点と『権力』の視点からの分析が加えられるようになったと
いう点であるJ水谷英夫『セクシュアル・ハラスメントの実態と法理』信山社 (2001
年)36頁。
( 2 ) 本稿では詳しく触れないが，同性同士のセクシュアル・ハラスメント問題につ
いて，米国では連邦最高裁が，雇用差別を禁じる1964年公民権法タイトルセブン違
反の違法な性差別であると認めている。 Oncalev. Sundowner Offshore Servic四，
Inc.， 523 U. S. 75， 118 S. Ct. 998， 140 L. Ed. 2d 201 (1998).中窪裕也「アメリカにお
けるセクシュアル・ハラスメント法理の新展開ー使用者の責任に関する連邦最高裁
判決の意義」ジュリスト1147号 (1998年)10頁， 11頁。
( 3 ) 1989年(平成元年)の流行語大賞新語部門で金賞を獲得している。
http://www5.media四 laxy.co.jp/kyoiku品 uppan/kokugo/ryukou.htm1，
http://www.yomiuri.co.jp/yomidas/konojune/89/89r.htm。
(4 ) 静岡地裁沼津支部平成2・12・20判決，判タ745号238頁，労判580号17頁。その
判例評釈として，松本克美「セクシュアル・ハラスメントに対する慰謝料請求」ジ
ュリスト985号122頁 (1991年)。
( 5 ) 東京地裁昭和60・11・27判決，労民集36巻 6号716頁，判時1174号34頁，判タ578
号45頁，労判464号6頁。大脇雅子/中野麻美/林陽子r<募集・採用からセクシャ
ル・ハラスメントまで)働く女たちの裁判』学陽書房 (1996年)118頁が本判決を日
本の職場環境型セクシュアル・ハラスメントのリーデイング・ケースとして紹介し
ている。
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( 6 ) 福岡地裁平成4・4・16判決，判時1426号49頁，判タ783号60頁，労判607号6
頁。宮淑子『セクシュアル・ハラスメントJ朝日新聞社 (2000年)99頁及び晴野ま
ゆみ『さらば，原告A子 福岡セクシュアル・ハラスメント裁判l手記J海鳥社 (2001
年)が，同訴訟のドキュメンタリーを紹介している。特に後者は原告自身の手記で
ある。
( 7 ) 一例として， 1…..1992年に出された福岡セクシュアル・ハラスメント訴訟判決
は，この問題について本格的な司法判断を下し，その後の展開に大きな影響を与え
ることとなった。J1現時点では，いわゆる『セクシュアル・ハラスメント』という
言葉こそは使用していないものの，そうした問題を本格的に検討する唯一の判決で
あるといっていい。J1...この福岡判決は，狭義のセクシュアル・ハラスメントで
はなく，いわゆるジエンダー・ハラスメントを捉えたものであると理解するべきで
あるように思われる。」中山道子「大学におけるセクシュアル・ハラスメント問題へ
の取り組みに向けてJ立教法学45号 (1996年)144頁， 194頁・ 204頁及び205頁。
( 8 ) 国際女性の地位協会編『女性関連法データブック』有斐閣 (1998年) 7頁及ぴ
247頁。
( 9 ) 安枝英詩「雇用機会均等法・労働基準法の改正と概要」ジュリスト1116号39頁，
41頁 (1997年)。
(10) 第21条第3項
第4条第4項及び第5項の規定は，指針の策定及び、変更について準用する。この
場合において，同条第 4項中「聴くほか，都道府県知事の意見を求める」とあるの
は， 1聴く jと読み替えるものとする。
(11) 例えば，労働省女性局編著『改正男女雇用機会均等法の早わかり』財団法人労
務行政研究所 (1998年)，日本労働組合総連合会WSexualHarassment 97 J (1997年)，
日経連出版部編『セクハラ防止ヌゲイドブックJ日経連出版部 (1999年)，東京都労働
経済局労政部労働組合課編『職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止7 ニュ
アルーセクシュアル・ハラスメントの防止に向けてー』東京都労働経済局労政部労
働組合課 (1999年)，東京都労働経済局労政部労働組合課編『セクシュアル・ハラス
メント防止研修プログラム』東京都労働経済局労政部労働組合課 (2001年)，働大阪
市女性協会編『セクシュアル・ハラスメントを考える』大阪市市民局生活文化部女
性施策推進課 (1999年)，大阪府労働部福祉推進諜女性労働者センター『なくそう職
場のセクシュアル・ハラスメントJ大阪府労働部福祉推進課女性労働者センター
(1999年)，大阪府労働部福祉推進課女性労働者センター『応援します! セクシュ
アル・ハラスメント対策』大阪府労働部福祉推進課女性労働者センター (1998年)， 
山田秀雄・舟山聡『セクシュアル・ハラスメント対策j日本経済新聞社 (1999年)， 
職員相談研究会『職員相談員・セクハラ相談員必携 職員からの相談実務のてぴきJ
日本人事行政研究所 (2000年)，産労総合研究所編『人事スタッフのための職場のセ
クハラ防止マニュアル』経営書院 (1998年)，金子雅臣『職場相談員のためのセクハ
ラ防止完全マニュアルJ築地書館 (2000年)，労務行政研究所編『労政時報別冊 改
正均等法迷ったときの Q&Aと対応実務J労務行政研究所 (1999年)，金子稚臣『管
理職のためのセクハラ講座ーあなたの理解で大丈夫ですか?-Jぎょうせい (2000
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年)，金子雅臣『公務員のセクハラ防止7 ニュアル』ぎょうせい (1999年)，白井久
明/水島広子『セクハラこれが正しい対応です』中央経済社 (1999年)，人事院セク
シュアル・ハラスメント研究会編『公務職場におけるセクシュアル・ハラスメント
防止対策のてぴき』公務研修協議会(1999年)，アクト・セクハラ問題研究グループ
『知らないと大変 会社のセクハラ防止 ABCj税務経理協会 (1999年)，岩瀬孝『職
場のセクハラ防止ポイント解説~職場慣行・意識の変革』社会経済生産性本部生産
性労働情報センター (1999年)，日経連出版部編『セクハラ防止人事マニュアル』日
経連出版部 (1999年)，勝田一男『わかる・できる! 労務管理の決定版 セクハラ
完全対策』中央経済社 (2000年)，労働省女性局編『職場におけるセクシュアル・ハ
ラスメント防止マニュアルj21世紀職業財団 (1999年)， 21世紀職業財団『職場のセ
クシュアル・ハラスメント防止のために 相談対応マニュアルj21世紀職業財団
(1999年)，労働省女性局監修『職場のセクシュアル・ハラスメントの防止のためにJ
21世紀職業財団 (1999年)，労働省女性局監修『職場のセクシュアル・ハラスメント
の防止のために[管理職用Jj21世紀職業財団 (1999年)，労働省女性局監修『職場
のセクシュアル・ハラスメントの防止のために[従業員用Jj21世紀職業財団 (1999
年)，連合・女性局・連合東京女性委員会『セクシュアル・ハラスメントー労働組合
の取り組みー(リーダー用)j日本労働組合総連合会 (1999年)，東京弁護士会両性
の平等に関する委員会件目談対応マニュアル ドメスティック・バイオレンス セ
クシュアル・ハラスメント』商事法務研究会 (2001年)，第二東京弁護士会編『セク
シュアル・ハラスメント法律相談カ守イドブック』明石書底 (2001年)が挙げられる。
(12) 公務員職場のセクシュアル・ハラスメント問題について，金子雅臣「自治体職
場とセクシュアル・ハラスメント」法律のひろば51巻5号27頁 (1998年)。他に山崎
文夫『セクシュアル・ハラスメントの法理J総合労働研究所 (2000年)255頁，水谷・
前掲注(1 ) 191頁， 204頁及び237頁参照。
(13) 現行刑法上の犯罪のセクシュアル・ハラスメント行為に対する適用を論じる以
外に，セクシュアル・ハラスメントを典型とする嫌がらせを罰する立法の必要性を
論じる向きもある。山崎・前掲注(12)239頁。
フランスの刑法典につき，山崎・同20頁。また，フランス・スペインの刑法典に
つき，奥山明良「諸外国におけるセクシュアル・ハラスメントの法規制-EU諸国
における法規制の現状を中心にー」法律のひろば51巻5号 (1998年)44頁， 50頁。
(14) セクシュアル・ハラスメント事件において女性であることを理由とする不利益
処遇が認められる場合は制裁の対象とすることが可能であるとする見解もある。
「……事業主が二一条に違反しているからといって，労働者が調停を申請すること
はできず，二五条による勧告に従わないからといって，事業主が企業名を公表され
る制裁を受けるわけではない。ただし，理論的には，意に反する性的言動への女性
労働者の対応によって，その女性が配転や昇進において不利益を被った場合(対価
的なセクシュアル・ハラスメント)，その不利益処遇が『女性であることを理由とす
る』差別的処遇であると認められるときには，均等法六条違反となる可能性は十分
にある。同じことは均等法五条・七条・八条違反としても起こりうる。そのような
場合には，五条違反の場合を除いて，調停の申請が認められ，場合によっては職権
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による行政指導の対象となり(同法二五条)，勧告に従わない場合には企業名の公表
もありうるはずである(骨法二六条)oJ浅倉むつ子『均等法の新世界』有斐閣 (1999
年)107頁。また浅倉「セカンド・ステージを迎える男女雇用平等法制」ジュリスト
1116号(1997年)51頁， 53頁。
他に，第21条の職場環境配慮義務と行政指導との関連について H・H ・..配慮をしな
ければならない』といった文言を素直に読むと，単なる努力義務ではなく，事業主
に対して一定の作為を求める積極的義務(作為義務)を設定したものと理解すべき
であろう。…ーしたがって，事業主が，この義務の履行を怠るような場合には，……行
政指導を行うことが可能となる(均等法25条)。このように理解してくると，改正均
等法21条の「配慮義務」規定は，セクシュアル・ハラスメントの防止に対する事業
主の積極的防止措置の実行に関する行政措置の根拠条文であるといえる。J奥山明良
『職場のセクシュアル・ハラスメント』有斐閣 (1999年)159頁。
(15) 米国の1964年公民権法タイトルセブンは，雇用上の意図的な差別に対して，衡
平法上の救済(給与のパックペイ・フロントベイ・医療費など)を認めていたが，
1991年改正法 (Section1981A (a) of Title 42 of the U. S. Code)によって「填補的
損害賠償 (cornpensatorydarnages)J及ぴ「懲罰的損害賠償 (punitivedarnages) J 
の請求をも明文で認めた。
(16) 浅倉むつ子「セカンド・ステージを迎える男女雇用平等法制jジュリスト1116
号 (1997年)51頁 52頁。
(17) 被害者救済の観点から既存の法的枠組みの中で処理するよりはセクシャル・ハ
ラスメント禁止立法を設けるべきであるとの意見も見られる。上回純子「セクシュ
アル・ハラスメントと被害者の救済一日本における法的救済の現状と限界一」社会
科学研究[中京大学]18巻2号 (1998年)127頁， 129頁-130頁。
(18) 職場環境配慮義務について明文を置いたことが，それが努力義務であるとして
も，被害者の支援として実際的な意義を有するという評価が見られる:
「努力義務規定は，均等法中に規定されることで，これが雇用上の性差別につな
がる問題であるとの認識を，働く男女や事業主にもたせると同時に，働く女性につ
いての認識を，対等な職業人としての認識に変えていくことにつながるものである。
また，努力義務規定には，公序形成機能があり，現在のところ努力義務規定即公序
とはいえないが，改正均等法施行後セクハラに関する法的意識が広〈普及したあか
っきには，努力義務規定および指針の内容が公序を形成し，それらに対する違反そ
のものが違法と評価されることになる。」山崎文夫「セクシュアル・ハラスメント防
止の配慮義務と新指針」労働法律旬報1439・40号 (1998年)44頁， 47頁。
「①これまでは，女性少年室などにセクシュアル・ハラスメントについての訴え
があった場合，その指導についての根拠がなく，具体的な指導が難しかったが，今
回の規定により，行政側の指導が可能になった。②裁判所などに訴えを起こす場合
の直接的な根拠とはならないにせよ，損害賠償の請求など，使用者が努力義務を果
たしていないとの民法上の訴えを起こす場合の有力な手段になりうる」金子雅臣『事
例・判例でみるセクハラ対策』築地書館 (1999年) 5頁。
「この規定の効力については，行政指導上のガイドラインとなるもので直接労働
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契約を規律する効果を有するものではないと解される。ただ契約上の配慮義務の内
容を確定する上で解釈基準として判断材料となることは否定できない。」野間賢「セ
クシュアル・ハラスメントと使用者の職場環境配慮義務」日本労働法学会誌91巻
(1998年)126頁， 132頁。
(19) 1964年公民権法タイトルセブンの1991年改正法(Section1981A (b) of Title 42 
of the U. S. Code)によれば，各当事者に支払われる賠償金について下表の通り上限
を設定し，賠償金の高騰を抑制しようとしている。
表:賠償金の上限額
雇用主の規模
15人を超え100人以下の従業員を雇う雇用主について
100人を超え200人以下の従業員を雇う雇用主について
200人を超え500人以下の従業員を雇う雇用主について
500人を超える従業員を雇う雇用主について
*従業員数は過去20週の聞の最多数をもって計算する。
上限額
US$ 50.000 
US$100，000 
US$200，000 
US$300， 000 
*尚，上限は外I(不法行為)法の重複適用にまで及ぶものではない。
(20) 例えば， j.…・わが国の裁判所では救済の実質的な内容をなす損害賠償の額は，
一般に低い額にとどまりがちである(前掲の裁判例にあっては，比較的大きい額の
賠償例としては，・・・・の300万円，……の250万円で，少額は……の50万円で，平均
すると130万円ほどにとどまる)。さらに，損害賠償の額が，問題とされたセクシュ
アル・ハラスメント行為の悪質さに比べて，少額にとどまりがちであるのは，被害
者のほとんどが自ら退職しているということから，解雇等の場合と違って，慰謝料
の他，逸失利益の喪失(財産的不利益)に対する請求が，因果関係の観点から消極
的に解され，結果として請求が否定されがちであることにもよる……。」奥山・前掲
注(14)112頁。
j...j毎のこちらから日本のニュースを見ていて，まだまだ，受け止め方の深刻
さが違うような印象がある。……セクシャルハラスメントの裁判では l億円以上の
損害賠償が認められる事件はアメリカでは珍しくない。それに対してB本では最高
額でも1000万円程度であり， 100万円程度のものも少なくない。これでは，いくらセ
クシャルハラスメントが重大な問題だといっても，アメリカと比べて企業のこの問
題に対して取り組む姿勢に違いが出てくるのも不思議ではない。j下回範幸「ビジネ
ス7 ンのためのアメリカ(カリフォルニア外1)法実務講座~労働法[6 ] J国際商事
法務29巻8号988頁 (2001年)。
(旭川セクシュアル・ハラスメント訴訟[旭川地裁H9・3・18判決，労判717号
42頁]につき) jいままでのセクシュアル・ハラスメント裁判の中では，最高額が算
定されたのだが， 300万円の請求に対し，なぜ200万円に留められたのかは定かでは
なかった。それに，アメリカのセクシュアル・ハラスメント訴訟のように，補償的・
懲罰的賠償は一切考えられていないから，まことに微々たる金額でしかない。・・・原
告が裁判を提訴してから五年になる。セクシュアル・ハラスメントのような被害を，
迅速“事後的に"金銭賠償を求める方法しかないのだが，この方法は原告にとって
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負担が大きすぎる。『これからは，女性が退職する前に救える算段を考えたい』と伊
藤弁護士もいうが，確かに，性的自由を奪われるばかりか，労働権まで奪われる女
性への救済の道を，もっと多面的に考えていくべきだろう。」宮・前掲注(6)155頁。
「日本では，制裁的慰謝料，懲罰的損害賠償は認められていませんから，低い数
字になる訳です。今回仙台で出た750万円， 900万円の賠償判決は以前から比べれば
だいぶ底上げされましたが，個人的には，原告の年収の三倍程度の慰謝料は認めて
もしかるべきと思います。J浅倉むつ子/上野千鶴子/鹿嶋敬/野原蓉子/山田秀雄
「シンポジウムーセクシュアル・ハラスメントのない職場にするために-J人事院
月報604号 (53巻3号) (2000年)20頁， 26頁(山田発言)。
他に，大谷恭子/牟田和恵/樹村みのり/池上花英『セクシャル・ハラスメント
のない世界へ』有斐閣 (2000年)126頁(大谷)。水谷英夫「日本におけるセクシュ
アル・ハラスメントの現状と判例の動向」法律のひろば51巻5号 (1998年) 8頁，
16頁。
(21) 例えば，厚生労働省は2001年度の「均等推進企業表彰」で3社:松下電器産業
株式会社，旭化成株式会社，ケーエーエフ株式会社を表彰している。
旭化成株式会社では， 1)性別に関わらず優秀者は登用し活用したい， 2)男女
の区別をつけていては優秀者確保がおぼつかない， 3)消費者に近い事業分野にお
いては，生活感覚の強い女性の登用が必須という状況認識のもと，人事部内にEO
(イコール・オポチュニティー)推進室を設置し，女性活用の推進に組織的に取り
組んでいる。 http://www.mhlw.go.jpβlOudou/0105/h0525-2b.htm1 (fESSOR.I 86 
号でも詳細を紹介)
ケーエーエフ株式会社は中小企業の例である。
http://www.mhlw.go.jp/houdou/0105/h0525-2a.html 
松下電器産業株式会社については「イコールパートナーシップ・アクションプロ
グラム」によって女性役付者を600人から2002年4月までに1200人以上にするという
目標を設定していることが表彰の理由である。
http://www.mhlw.go.jp/houdou/0105/h0525-2c.h回 l
これを裏付けるように， 2001年10月20日付け朝日新聞は「松下，女性幹部を増強
03年度までに課長職3倍の187人へJとの見出しで次の如く報じている:
松下電器産業が，女性社員の幹部への登用に本腰を入れ始めた。回年度まで
に女性のチームリーダー(課長職相当)を現在の約3倍の187人に増やすなどの
数値目標を掲げ，その達成をめざす。女性社員の専門能力を引き出し，新規事
業やヒット商品の開発につなげることが業績向上には欠かせないとの経営判断
fご。
松下は今年4月，社長直轄の組織として「女性かがやき本部」を設け，女性
登用の数値目標を決めた。リーダーより下の主事，主任，担任クラスまであわ
せた役付き女性社員を956人から1500人程度に拡大する計画。商品開発やマーケ
ティング，広報部門など女性の能力を生かしやすい職場を中心に登用する。
この実現に向け，岡本部は重点事業場のトップを務める役員などとも連携し
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ながら，社内分社やグループρ各社での女性登用の進捗状況を監視する。隔日勤
務や半日勤務といったフレキシブルな勤務形態を拡充するなど，女性社員が働
きやすい環境整備にも取り組みながら，計画達成を下支えする。
松下グループ主要5社の社員約8万人のうち女性は約16%いるが，役付き社
員では女性は約2%しかいない。しかし，今月，社内分社の電化・住設社で女
性初の事業場長が誕生するなど，幹部への登用も徐々に進んできている。
以上のほか，女性がトップを務める企業を紹介するものとして「特別企画 女性
がトップの企業リスト」月刊女性情報2001-12号， 44頁。
(22) 米国の代表的企業GEの元会長ジャック・ウェルチ氏は，日本経済新聞の連載
において，次のように告白している:1"・H ・日本では，外資が優秀な男子を雇うのは
難しい。そこで私は女性に注目し， GEジャパンに『女性を求め，女性から求めら
れる会社』のPRキャンベーンを展開してもらった。今年五月の日本出張では幹部
候補の女性14人と一緒に食事し，女性に夢を実現する機会を与えることがどんなに
素晴らしい結果を生んできたかを実感できた。J2001年10月26日付日本経済新聞。
(23) 例えば，一覧表(60)事件の大阪地裁平成12年4月28日判決(労判789号15頁)， 
(39)事件の東京地裁平成10年12月7日判決(労判751号18頁)。
(24) 米国三菱自動車製造事件については，柏木宏『アメリカにおけるセクシャル・
ハラスメントJ解放出版社 (1999年)99頁，福島瑞穂/金子雅臣/中下裕子/池田
理知子/鈴木まり子『セクシュアル・ハラスメント』有斐閣 (1998年)120頁(池田)， 
奥山明良「在外日本企業とセクシャル・ハラスメント問題一米国三菱自動車製造事
件を契機にして」ジュリスト1097号56頁 (1996年)，スティーブン・ L・ペリー/タ
ニシャ .A・スーザ(菊池麻緒子訳)1セクシャル・ハラスメント訴訟における巨額
陪審判l決を避けるためにJ月刊国際法務戦略7巻10号9頁 (1998年)(別冊『米国セ
クハラ訴訟必勝ガイドjILS Publications， Inc. (1999年)82頁に再録)，平義克己「ア
メリカのセクハラ事情と雇用者責任」法学セミナー502号4頁 (1996年)，金子・前
掲注(18)31頁，宮・前掲注(6 ) 216頁，水谷・前掲注(1 ) 166頁，などを参照。
(25) 1大手企業の4割『セクハラあった』株主オンブズマンに東証1部298社回答」
と2001年6月14日付朝日新聞が報じている。
また株主オンブズマンは調査結果をそのホームベージで公開している:
質問6 セクシュアルハラスメントについて
ここでは社内のセクシュアルハラスメント(以下セクハラという)に対する取組
と問題の発生状況を尋ねた。
社内におけるとセクハラの防止のために啓発運動の体制がある企業は275社(90.8
%)に達する。苦情相談の体制がある企業は291社 (96%)に上っている。専門家に
よるカウンセリングおよび心理的ケアの体制がある企業も， 144社 (47.7%)と，半
数近くある。
半数に近い129社 (43%)では，最近3年間に社内でセクハラが起きたと答えてい
る。それと同数の企業が，最近3年間に起きた社内セクハラに対して会社として対
応したことがあると答えている。「あるJと答えなかった企業のなかにも， 1過去の
例はセクハラというより男女関係のもつれに類するJ，1相談はあったが事実確認で
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きなかったJ.["軽微な事例があるが，特に問題がある事実は発生していない」とい
う回答があった。泣き寝入りのケースも入れると，実際の件数はもっと多いと恩わ
れるが，企業自身が社内セクハラの件数をこのように把握し，それなりの対応をす
るようになったのは注目すべきことである。
表6 社内セクハラの現状と対応について
1) 社内セクハラの防止のために啓発運動の体制があるか
ある275社 ない18社 その他10社 合計303社
2) 社内セクハラの防止のために苦情相談の体制があるか
ある291社 ない6社 その他6社 合計303社
3) 社内セクハラに関し専門家によるカウンセリング・心理的ケアの体制があるか
ある144社 ない119社 その他39社 合計302社
4) 最近3年間に社内セクハラが発生したことがあるか
ある129社 ない160社 その他1社 合計300社
5) 最近3年間に社内セクハラが発生し，会社として何か対応をしたことがあるか
した129社 してない98社 その他27社 合計254社
http://wwwl.neweb.ne.jp/wa/kabuombu/danjyo叩 kert.h凶
(26) 例えば. ["朝日ライフ SRI社会貢献ファンドJ(愛称:あすのはね)
http://www.alamco.co.jpん
キリスト教系のファンドが倫理に反する酒・たばこの会社へは投資しないという
行動基準を取ったというのが. ["SRI (SociaIIy Responsible Investment :社会責任
投資)Jの鴨矢とされる。
http://www.smbc.co.jp/hojin/businessassist/ecology/ぽ ofund.htmI
円安心企業J選ぴ投資J["法令を誠実に守り，不祥事を起こすリスクの低い企業
の株を選んで投資する『社会責任投資』が急速に広がり始めている。大和証券グル
ープや三井住友海上アセットマネジメントが年内にも相次いで専用の投資信託の運
用を始める方針。昨秋から導入された確定拠出年金の有力な受け皿になるとみてお
り，主に個人向けに販売する。J["英国やドイツ，フランスでは年金基金が株式投資
をする際に，社会責任投資の基準を採用しているかどうかの開示を法律で義務づけ
ている。ベルギーやオランダでも同様の法改正を検討する動きが広がっている。」
2002年2月19日付日本経済新開。
(27) ["インテグレックス 企業の法令順守状況アンケート調査へJ2001年8月10日
付日本経済新開。
「株式投資で世直し『社会責任投資』の仕掛け人たち 選択基準は順法体制J["…
『社会責任投資』のインフラをつくろうという人の輪が広がっている。メンバーは
大学の研究者，元米国債トレーダー，元企業人など。一個人が納得できる物差し
が定着すれば，株式市場を巡る資金の流れが変わる可能性がありそうだ。J2001年10
月10日付日本経済新開。
(28) 調査レポートである，朝日新聞文化財団「企業の社会貢献度調査」委員会編『有
力企業の社会貢献度200HPHP研究所 (2001年)を見れば，回答協力企業184社の
セクシュアル・ハラスメント防止策の評価 (A-E)も確認できる。
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(29) 金子・前掲注(18)6頁。
(30) 女性を退職させて事を済ませる例として，例えば，パスガイドが運転手による
セクシュアル・ハラスメントを訴えた山形交通解雇無効確認事件においては「その
結果，会社がとった処置は，加害者である運転手を軽い処分 (T，Kは諭旨解雇，
Sは1カ月の停職)にすませ， 1戻ながらに訴えたO子さんに退職を強要するという
ものだったJ(昭和61年)。宮・前掲注(6)73頁。[なお，このケースは昭和62年の解
雇無効確認訴訟提訴後，昭和田年に和解している。宮・同84頁。]
また，東京地裁平成11年3月12日判決は，男性上司の女性部下(原告)に対する
性的な言い寄りについて，会社が，加害者である上可の弁解を信じた上で個人的問
題として考え，セクハラ行為であるとして取り扱わず，両者が社内秩序を乱したも
のと捉えて被害者たる女性の解雇に及んだケースであった。判決では，会社の解雇
権の濫用と不法行為責任が認められている。
(31) r. .....法律規制のない段階では，使用者の多くは，セクシュアル・ハラスメン
トを職場での自由恋愛のもつれや破局の結果と理解してきた。ある場合には男性の
好意を女性が誤解したもの，またある場合には恋愛が残念ながら破局を迎えたため
に憎しみに変わってしまったものだと理解してきた。したがって，とられる解決方
法は，妻子もあり信用もある男性に傷をつけることを極力避けるというものだった。
だから，男性に対しては，周囲を騒がせたことや，スキャンダルにしてしまった手
際の悪さだけが責められてきた。そして，多くの場合，こうした男性を困らせる『困
った女性Jに何とかして企業から去ってもらうことが，最も穏便な解決の手段とい
うことになっていた。こんなやり方が，企業のメンツを守るという名目で，企業ぐ
るみで総力を挙げて行なわれることが多かった。法規制がなされた……これからは，
問題が発生した場合に第一義的に，男性が職場での地位や立場を利用して不法に性
的な要求をしたのではないかという，職場での労務管理上の問題という見方をする
ことになる。そして，それに関連して，会社が適切な防止策を講じていなかったこ
とによって起こった問題だとすれば，会社側にも責任があるということに発展して
いく。この点は，問題の入口でもあり核心でもある。いい換えれば，まずセクシュ
アル・ハラスメン卜を個々人の問題として考えるのではなしどこの職場でも起こ
りうる普遍的な問題としてとらえることができるかどうかが大切で、ある。具体的に
http://www2.mhlw.go.ip/kisya/iosei/20000428_06_i/20000428_06_i.html 
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(33) 平成13年2月26日付厚生労働省発表「職場におけるセクシュアルハラスメント
の実効ある防止対策の徹底について」
http://www.mhlw.go.jp/topics/0102/tp0226-4.htrnI 
添付資料2及ぴ
平成12年4月28日付労働省発表「職場におけるセクシュアルハラスメントの防止対
策の取組状況について」
http://www2.mhlw.go.jp/kisya/joseν20000428_06_j/20000428_06_j.htmI 
添付資料4
並ぴにはtp://www.jiwe.or.jp/gyomu/21/kisya.html参照。
(34) http://www.jiwe.or.jp/gyomu/21/kisya.htmI 
(35) ただし，調査においては「あらかじめ作成したマニュアルに基づく対応J(指針
3 (2)) を行なっているかどうかについては触れられていない。
(36) 1調査結果の概要J(http://www.jiwe.or.jp/gyomu/21/kisya.htm1)の第2表
と第3表参照。「方針の明確化と周知啓発をしているJ1相談・苦情受付窓口を設置
したH事後の対応を決めている」の3項目について 13項目とも実施済みである」
と答えた企業と 13項目とも実施していない」と答えた企業とが相当数有って企業
の姿勢のバラツキをよく表している。
(37) 判例一覧表の番号の後ろに“+"マークを付した。
(38) セクシュアル・ハラスメントの不法行為性について，奥山・前掲注(14)125頁，
山崎・前掲注(12)165頁，水谷・前掲注(1)265頁一272頁及ぴ310頁。
(39) 例えば.1……職場において，男性上司が部下の女性に対し，その地位を利用し
て，女性の意に反する性的言動に出た場合，これがすべて違法と評価されるもので
はなしその行為の態様，行為者である男性の職務上の地位，年齢，被害女性の年
齢，婚姻歴の有無，両者のそれまでの関係，当該言動の行われた場所，その言動の
反復・継続性，被害女性の対応等を総合的にみて，それが社会的見地から不相当と
される程度のものである場合には，性的自由ないし性的自己決定権等の人格権を侵
害するものとして，違法となるというべきであるJ名古屋高裁金沢支部平成8年10
月30日判決，労判707号37頁.48頁。同判決の示したセクシャル・ハラスメントの違
法性の判断基準につき，名古道功「セク・ハラの法理論~珠洲セク・ハラ事件を素
材にして」金沢法学39巻2号 (1997年)55頁.65頁。
「男性たる上司が部下の女性に対して何らかの身体的な接触行為を行った場合に
おいてもそのことだけから直ちに相手方の性的自由ないし人格権が侵害されるもの
と即断することはできないが，接触行為の対象となった相手方の身体の部位，接触
の態様，程度，接触行為の目的，相手方に与えた不快感の程度，行為の場所・時刻，
行為者と相手方との職務上の地位・関係等の諸事情を総合的に考慮して，当該行為
が相手方に対する性的意味を有する身体的な接触行為であって，社会通念上許容さ
れる限度を超えるものであると認められるときは，相手方の性的自由又は人格権に
対する侵害に当たり，違法性を有すると解すべきである。」千葉地裁平成12年1月24
日判決ふ判時1743号99頁.106頁。
(40) (1) (2) (3) (5) (7) (8) (9) (10)(11) (14) (15) (17) (19) (20) (22) (24) (25) 
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(66)の36件[但し，上訴審による事案の重複を含む]。雇用の場におけるセクシュア
ル・ハラスメントに限った(スクール・セクシュアル・ハラスメントは算入してい
ない)。
例外として(67)事件は男性従業員が女性トイレを覗いた事例だが，原告女性は会
社のみを職場環境配慮義務違反で訴えており，覗き行為の不法行為性が問題となっ
ていない。
(41) 使用者責任を問うた事案とその成否 [O(成)x (否)で表した]: (10) (30) 
(4 x) (50) (6 x) (100) (110) (140) (150) (190) (200) (220) (240) (26x但
し債務不履行責任認定)(270) (290) (30x) (320) (34x) (36x) (370) (410) (44 
0) (450) (500) (530) (570) (58x) (660)。使用者責任が認められた事例22件のう
ち民法715条によったものは11件:(3) (10) (15) (22) (24) (27) (29) (41) (44) (53) 
(66)， 44条 1項によったものも11件:(1) ( 5 ) (11) (14) (19) (20) (32) (37) (45) (50) 
(57) [但し(5 ) (14) (50)は同一事案]。
(42) 職務上の地位の利用と法人の責任について，山崎・前掲注(12)186頁及ぴ191頁。
(43) 例えば，金子雅臣/高橋ー修/中島通子/山口浩一郎 f<座談会>セクシャル・
ハラスメントの法律問題」ジュリスト956号 (1990年)12頁， 29頁[高橋/中島発言]， 
松本・前掲注(4)125頁。
(44) 京都地裁平成9・4・17判決，労判716号49頁。判決は以下のように述べる。
「被告会社は，雇用契約に付随して，原告のプライパシーが侵害されることがな
いように職場の環境を整える義務があるというべきである。……被告会社は…ーな
どの真相を解明する努力をして，再び同じようなことがないようにする義務があっ
たというべきである。……被告会社は，債務不履行により，…..原告の損害を賠償
する責任を負う。Jf被告会社は，雇用契約に付随して，原告がその意に反して退職
することがないように職場の環境を整える義務があるというべきであるJ
本判決の評釈として，石田民「セクシュアル・ハラスメントによる退職と損害賠
償ー京都セクシュアル・ハラスメント(呉服販売会社)事件・京都地裁判決(平9・
4・17労判716号49頁)の研究」労働法律旬報1441号 (1998年)20頁。
(45) 津地裁平成9・11・5判決，労判729号54頁。判決は以下のように述べる。
「使用者は被用者に対し，労働契約上の付随義務として信義則上職場環境配慮義
務，すなわち被用者にとって働きやすい職場環境を保つように配慮すべき義務を負
っており，被告連合会も原告ら被用者に対し同様の義務を負うものと解される。」
(46) fプライパシーの保護を含む職場環境調整義務を労働契約の付随義務として肯
定し，それを使用者の労働契約上の債務不履行責任と結びつけている。判例上，不
法行為によるだけでなく，労働契約にもとづく救済と使用者責任の追求がありうる
ことを明にした点で，注目してよい判例だ。」石田異「セクシュアル・ハラスメント
にどう対処しますか」法学セミナー515号 (1997年)36頁， 39頁。
なお，セクシュアル・ハラスメントによる権利侵害の救済として債務不履行構成
を採ることについて，野間・前掲i主(18)は「理論的根拠を安全配慮義務と同じとこ
ろに求めるのは適切でない……その根拠は信義則の一般原則によるしかないが，こ
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れまでの安全配慮義務をも含んだ『労働環境配慮義務J概念を提起する考え方が無
理がない......。したがって，労働契約に付随する保護義務の中には，安全配慮義務，
職場環境配慮義務，雇用関係維持配慮義務がそれぞれ合まれるという構成になる。」
という。野間・前掲注(18)131頁。
(47) 三重セクシュアル・ハラスメント(厚生農協連合会)事件(津地裁平成9年11
月5日)判決は，加害者の行為を「個人的な行為であるから，業務を契機としてな
されたものではなく業務との密接な関連性は認められない」として，使用者責任を
否定している。同判決の評釈として小西康之 ジュリスト1150号125頁， 127頁は，
京都セクシュアル・ハラスメント(呉服販売会社)事件においても使用者責任が否
定されていることに着目し， I裁判所は，例外的に使用者責任を否定する場合にのみ
契約責任を認めているとも考えられる」と指摘する。
(48) 使用者の配慮義務の内容につき，山崎・前掲注(12)198頁以下。山崎・前掲注(18)
44頁-46頁。水谷・前掲注(1 ) 411頁。また，木下潮音「セクシュアル・ハラスメン
トに対する使用者の責任」自由と正義49巻6号 (1998年)106頁， 108頁。
(49) 仙台地裁平成13年3月26日判決，労判808号13夏。判例評釈として，山田省三「セ
クシュアル・ハラスメントと使用者の職場環境配慮義務」労判815号 5頁がある。「判
決は職場環境配慮義務の内容として，職場において，セクシュアル・ハラスメント
が発生した場合の誠実対応義務，すなわち，①迅速な事実関係調査義務，②被害再
発防止義務，③加害行為者処分義務の存在を認定した。」山田・同10頁。
(50) セクシュアル・ハラスメント行為の2つの型の一方で、ある「代償(対価)型」
について，その呼称は“quidpro quo"型の訳に由来するが， I対価型」という訳が
労働省指針中で採用され，一般に定着している(また， I対価Jの訳が望ましい理由
として，金子/高橋/中島/山口・前掲注(43)22頁[高橋発言]参照)。しかし，私
見としては，日本語の語感から「高価な代償を支払う」の「代償J型の方が一般に
分りやすいと思う。
(51) 事例によってはいずれとも判別しづらいもの，複数のパターンにまたがるもの
もあるので，分類は幾分，主観的な要素を合んでいることをお断りする。
なお，金子・前掲注(18)では，日本のセクシュアル・ハラスメントを①代償型，
②環境型，③地位利用型の 3つのタイプに分類している。その定義は，次の通り。
① 代償型:女性労働者の意に反する性的な言動に対する女性労働者の対応によ
って，その女性労働者が解雇，降格，減給などの不利益を受けること。
② 環境型:女性労働者の意に反する性的な言動により，女性労働者の就業環境
が不快なものとなったため，能力の発揮に重大な悪影響が生じるなど，その
女性労働者が就業するうえで見過せない程度の支障が生じること。
③ 地位利用型:女性労働者の意に反する性的な言動が地位利用を背景として行
なわれ，女性労働者が拒否することが難しくなるなど，就業するうえで見過
せない程度の支障が生じること。
金子・前掲j主(18)82頁。
(52) なお，雇用の場以外のセクシュアル・ハラスメントである (16・40)，(21)， (23)， 
(33・52)，(35・56)，(38)， (47)， (64)， (65)， (68)の1M牛を分類から除外してい
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る。
(53) 1... r環境型』に属する裁判例が少ないのは，セクシュアル・ハラスメン卜
の被害者が裁判に訴えてまで被害の回復を図るのは，今日迄のところ，一般に性的
自由等の人格的利益が著しく侵害された場合が通常であることによるのであろう。J
水谷・前掲注(1 ) 144頁。
(54) 前掲注(32)参照。
(55) 判例一覧表掲載の判決(上訴審を除く)
なお， 1提訴時期」は単に，一覧表掲載の判決の提訴時期を拾ったものである。平
成初期に比べれば，ここ数年の判決の多さが目を引く。
(56) 1実際に，声を上げる人たちが増えたり，裁判で勝訴の判決が出ると，密かに
悩んで、いる被害者を勇気つ、けますね。j菊地清美/福島瑞穂/猪飼順1<当事者座談
会>セクハラ実名裁判，女たちがNOと言い始めた」婦人公論1998年6月22日号30
頁， 35頁(猪飼発言)。
(57) 事件現場に加害者と被害者の二人しかいなかったにもかかわらず，加害者によ
る被害者に対する強姦未遂を事実認定した点について，控訴審・名古屋高裁判決が
高く評価されている。笹沼朋子「職場における性的自由ないし性的自己決定権に対
する侵害行為の違法性一金沢セクシュアル・ハラスメント事件・名古屋高裁金沢支
部判決(平8・10・30労判707号37頁)の研究J労働法律旬報1414号 (1997年)16頁，
18頁。名古・前掲注(39)67頁。
(58) 1一般的にいわれている職場のセクシュアル・ハラスメントは，ちょっと女性
の体をさわったなどのレベルの話であって，一番深刻な強姦，強制わいせつのケー
スなどはあまりないので、はと忠われているふしがある。弁護士として，女性の依頼
者からいろいろな相談を受けるが，その中で，職場の人間関係の中で起きた強姦の
ケースがこのところ増えている。日本の職場では，想像を絶するくらい，強姦が日
常的にあるところだと改めて思っている。」角田由紀子「職場における性暴力の実態
とその裁判事例」女性労働18号13頁 (1993年)。
(59) 判時1539号111頁， 116頁。労判670号20頁， 26頁。
(60) 判時1673号89頁， 97頁。労判728号12頁， 21頁。判例評釈として，渡辺智子「性
暴力にまつわる『神話』から解き放たれた裁判所ー横浜セクシュアル・ハラスメン
ト事件・東京高裁判決J労働法律旬報1425号 (1998年)28頁。
(61) 判時1638号135頁， 138頁。
(62) 1なお，強姦の被害者が意に反した性交渉をもった惨めさ，恥ずかしさ，そし
て自らの非を逆に責められることを恐れ，告発しないことも決して少なくないのが
実情であって，自分で悩み，誰にも相談できないなかで葛藤する症例(いわゆるレ
イブ・トラウマ・シンドローム等)もっとに指摘されるところであるから，原告と
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性交渉を持った直後あるいは原告の研究室を退職した直後に甲田が原告を告発しな
かったことをもって原告との性的関係がその意に反したものではなかったというこ
とはできない。」京都地裁平成9年3月27日判決，判時1634号110頁， 121頁。
(63) r原告は，前認定のとおり，性行為終了後直ちに同ホテルから逃げ出したりせ
ず，かえって翌朝交通費を借用するなどしているが，右事実が認められるからとい
って，原告が性交渉について同意ないし承諾していたと認めることはできない……J
東京地裁平成9年 1月31日判決，労判716号105頁(ダイジェスト)。
(64) r裁判所は，セクシュアル・ハラスメント被害者の心理状態を十分考慮して，
判断を行っている。」山崎・前掲注(12)224頁。「ただし，裁判所が，このような立場
を採用しているからといって，すべての場合に原告である被害者を勝訴させている
わけではない。」同225頁。
(65) rレイプによるトラウ?の発症率が大変高いということは，これまでの信頼の
おける多くの研究で証明されています。どの調査でも被害にあった人の半数近くが
PTSDになるという大変高い数字が出ています。また，実際に臨床を診ていますと，
トラウ?の診断基準に達していない人たちの中にも，基準項目が一つ当てはまらな
いだけで，つらい症状を訴える人はたくさんいます。レイプによるトラウ?の大き
さには特筆すべきものがあるのです。」小西聖子『インパクト・オブ・トラウマ』朝
日新聞社 (1999年)111頁。
PTSDの診断基準となる症状は，①「侵入J(r事故の記憶が意思とは関わりなく
『侵入的に』匙るJ)，②「回避J(r思い出すことの苦痛を避けるために，刺激を避
け，現実から逃れる傾向J)及ぴ③「覚醒の持続的尤進J(rリラックスするというこ
とがなく，つねに緊張したりびくびくしている状態Jrこのため不眠に悩まされるJ)
の三つであるというが，そのほかにも， r恐怖Jr怒りJr自責Jといった症状も現れ
るという。小西・同78頁及ぴ96頁。他に， PTSDの症状・診断基準につき，藤森和
美編『被害者のトラウ?とその支援』誠信書房 (2001年)39頁(藤森)，小西聖子『犯
罪被害者の心の傷j白水社 (1996年)28頁，井上摩耶子『フェミニストカウンセリ
ングへの招待』ユック舎 (1998年)99頁。
(66) 判時1734号140頁， 148頁。
(67) 判時1687号104頁。労判756号26頁。
(68) Burlington Industries， Inc. v. Ellerth， 524 U. S. 742， 118 S. Ct. 2257， 141 L. Ed 
2d 633. 
(69) Faragher v. City of Boca Raton， 524 U. S. 775， 118 S. Ct. 2275， 141 L. Ed 2d 
662. 
(70) 公務員職場についてであるが， r飲み会jがセクシュアル・ハラスメント行為
を誘発する場所となっている」と指摘する論稿として，金子・前掲注(12)34頁。
(71) 水谷・前掲注(l)100頁及ぴ156夏。
(72) 京都地裁平成13年3月22日判決。判時1754号125頁。
(73) 仙台地裁平成11年 5月24日判決。判時1705号135頁。判タ1013号182頁。
(74) 旭川地裁平成13年 1月30日判決。判時1749号121頁。
(75) 前掲注(34)r調査結果の概要」の第6表参照。
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(1，791) 
(76) 相談窓口を人事部門とすることについて疑問視する意見として，白井久明/水
島広子『セクハラこれが正しい対応です』中央経済社(1999年)139頁及び金子雅臣
「セクシュアル・ハラスメント『指針』の問題点と今後の課題」労働法律旬報1431
号 (1998年)26頁.35頁。
余談ながら，私自身，その18年間のメーカー勤務歴のうち，法務部門に異動する
前の，入社直後3年弱の期間，人事部門に籍を置いていたことがある。
(77) 日本ゼネラルエレクトリック株式会社，モトローラ株式会社などのように女性
が人事部長等人事畑の要職に就いているケースも無くはない。がしかし，女性が人
事畑の要職に就くことは目下の日本の企業社会では稀有であろう。伝統的な日本企
業では，人事畑の上級管理職は要職中の要職であって，アファーマティブ(ポジテ
イブ)・アクションの流れがようやく始まった日本では，まだ女性に子が届くポスト
となっていないのが現実であろう。
但し，将来もこの傾向が続くとは思われない。外回りや営業ノルマといった要素
の少なく，分析的なデスクワークが多い人事畑はどちらかと言えば.(いまだ)家庭
的責任を負うことの多い女性にとっては，比較的進出しやすい分野と言えそうであ
る。外資進出に伴う欧米経営手法・方針の導入と女性の働きやすい職場環境の整備
などが進展すること，及ぴ女性が人事畑で成功を収めたという実例の蓄積によって，
人事の要職に女性が少ないという傾向は変化するであろうと思う。
(78) 前掲注(49)。
(79) 労判808号24頁。後日，この総務部長は，原告の話を聞いた宮城女性少年室から，
企業におけるセクハラ対策について助言を受けている(同25頁)。
(80) r上司にセクハラされたら……東京都内の銀行に勤める恵子さん(35)=仮名=
は三年前，直属の課長と打ち合わせ後，会議室で抱きっかれた。……恵子さんは『人
事部は課長の味方になるだろう』と思い相談しなかった，という。 ...J2000年3
月12日付朝日新聞家庭欄。
80一一第14巻3・4号
(81) Iわが国では，性的噂の影響力が甚大であるとされ……欧米とは異なり，プラ
イパシー権の意識が低いわが国においては，興味本位で性的噂が流布されることが
少なくなし特に男女間の性的意識の差異(性のダブルスタンダード)を反映して，
女性に対する強力な人格批判として機能することが多い。」名古・前掲注(39)62頁。
(82) 米国でも社内の苦情処理プロセスが重要視されている。苦情の持ち込み先は，
社内の比較的高位の役職者ということが多いようである。それも複数の窓口が指定
されているようである。
“Among other things the policy should clearly designate the person to whom 
an aggrieved employ白 shouldmake his or her complaints and provide an alter-
native. This person is often the Human Resource Director， Office Administrator， 
or Vice President of a Company. No matter who the named person is， the com 
pany should always list an alternative person to whom the employees can bring 
their complaints."シエリー・グリーンパウム(山田剛志訳)I米国におけるセクシ
ャル・ハラスメント法」法政理論31巻 2号290頁 (1998年)。
窓口の敷居を高くすべきでないという本稿の主張とは矛盾するかもしれないが，
多層にわたるチェーンを用いず，迅速に対応できるという意味では首肯できる。
(83) 不祥事の監視制度について「直属の上司は，ふつうそのセクションの責任者と
して不祥事の発生につき監督責任を負わなくてはならない立場にある。適切かつ厳
正に不祥事に対応する措置をとれるとは限らない。悪くすると事件の“もみ消し"
をはかるかもしれない。そこで，ラインから独立したコンブライアンス・オフィサ
ーなどに直接，報告や通知ができるシステムがのぞましい。」長谷川俊明「法的リス
クマネジメント講座(5) J ]CAジャーナル47巻5号34頁， 35頁。
(84) 性暴力の被害者の支援団体のーっとして， IRape Crisis Survivors Net関西jが
ある。同団体は，ボランティアを育成するための「性暴力被害者支援のための『つ
ながりサポーター』開発講座Jを開講している。 1999年11月22B付朝日新聞， 2000 
年9月初日及ぴ10月1日付京都新聞， 10月22日付読売新聞， 10月29日付朝日新聞，
11月4日付毎日新聞， 12月26日-30日付(連載)産経新開。
http:/ /www5a.biglobe.ne.jp/-SURVIVOR/frame.htm 
論者も IPTSD.ASDとカウンセリング」に関する臨床心理士による講義を一度
聴講させていただいたことがあるが，企業もこのような団体の活動に関心を持つべ
きであると思う。
(85) 千葉地裁H13・7・30判決，判時1759号89頁， 90頁。
他に，上司にキスをされたり，お尻を触られたりした事例及び抱きっかれたり，
ホテルに行こうとしつこく誘われた事例における被害者の精神的ダメージを紹介す
るものとして「その後数ヶ月間，精神的苦痛が大きく，仕事上のミスも多かった。
仕事に悪影響が出ないようにがんばってきたが，ずっと精神的なダメージを受けて
きた。被害時のことをまとめようと思っても，吐き気がする。JIセクハラが始まっ
て3週間後くらいから，ノイローゼ気味で頭に鈍痛が続くようになった。『ホテルに
行くと嘘をついた，辞めてくれ』と言われた翌日は，頭痛がひどくて欠勤。その数
日後から出社していない。」空井健三 I(シンポジウム)セクハラの被害者(要旨)J 
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討 81 
被害者学研究8号 (1998年)73頁， 75頁(西尾弘美弁護士報告)。
(86) 性暴力被害の被害者へのカウンセラーの支援の例について，小西聖子『インパ
クト・オブ・トラウ7j朝日新聞社 (1999年)160頁。また， PTSDに対する精神療
法(例えば，認知療法，催眠療法，眼球運動による脱感作処理法)について小西・
同168頁。
(87) 前掲注(25)の株主オンブズマンによる調査によれば，東証1部上場の企業298社
において苦情相談の体制がある企業は291社 (96%)に上っているが，専門家による
カウンセリングおよび心理的ケアの体制がある企業となれば， 144社 (47.7%)と半
減する。
(88) r今， PTSDや被害者援助の臨床の専門家と言われる人たちは，おそらくみな
ノfー ンアウトの危険にさらされながら働いていると思う。実際にパーンアウトした
り健康を害す人も少なくない。とにかく良質の支援とそれを支える教育の供給源が
足りないのである。」藤森・前掲注(65) (小西聖子序文)。
「私の知っている PTSDの臨床家のほとんどが手一杯の状況です。専門家の不足
が大きな問題であると感じています。J小西・前掲注(86)174頁。
(89) 企業の管理職が行う環境型ハラスメントと使用者責任の関連をめぐり，使用者
責任について積極的に解する次のような見方がある旨，奥山教授は指摘されてい
る:rわが国の企業の管理職が，上述のように募集・採用や配置・昇進さらには解雇
等の雇用の諸条件につき直接の人事権限をもっているとはただちにはいえないまで
も，実際上，管理職の行うセクシュアル・ハラスメントは，被害者となる女性の側
からは，その地位と権限に基づく事実上の格差(たとえば直属の上司と部下といっ
た関係の存在)の故に，同僚や部下が行うセクシュアル・ハラスメントの場合とは
基本的に異なる影響と効果を及ぽしうるということである。また，そうした人事・
管理権限は，直接的・最終的なものとはいえないまでも，第1次あるいは2次の査
定権者として日常の勤務評定(人事考課)を通じて自己の性的要求に応じない女性
の賃金や昇進さらには解雇等，雇用条件上の判断決定に重要な影響を及ぽしうると
いうことも理由に挙げられうる。」奥山・前掲注(14)141頁。
他に中間管理職の査定権限に注目するものとして，名古・前掲j主(39)62頁。
(90) 派遣労働者の保護については，労働者派遣事業法 (1労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律J)第47条の 2が，雇用機
会均等法第3章(第21条乃至第23条)の準用を定めている。
(91) 企業社会における女性の扱いについて「企業社会は換言すれば，男社会で
ある。 …-職場でセクシュアル・ハラスメントが起こる背景に，まず，女性を重要
な人材として位置づけていない雇用管理のあり方が指摘される。……」堀場宏子「企
業社会と女性ーセクシュアル・ハラスメントの背景にあるもの-J法律のひろば51
巻 5号 4頁 (1998年)
(92) 労判808号13頁， 23頁。また，同判決についてジェンダー・ハラスメントの問題
があると指摘するものとして，山田・前掲注(49)の(注7)，労判815号13頁。
私事ながら会社勤務時代，かくいう論者自身もこの問題は克服できなかった。男
女平等を意識して部下に接したつもりだが，男性の部下にコーヒーを運んで欲しい
82 第14巻 3・4号
とは言えなかった。コーヒーを喫茶庖から運ぶことやカップを洗浄することは自分
でもできたが，来客に給仕することは，物理的に可能で、も，来客や周囲のリアクシ
ョンを怒像すると女性に頼まざるを得なかった。
最近，企業を訪問して聞きとりをする機会があったが，ある会社では，業者に給
仕を依頼するシステムを採っていたし，別の会社では喫茶は喫茶室でするというこ
とでこの問題をクリアしていた。
(93) 女性社員が男性同僚を含め男性社員全員にお茶をいれるという慣行は女性の抵
抗で昨今姿を消しているだろうと思っていたが，どうもそうではないらしい。開き
とりの機会に企業で耳にしたことだが，お茶をいれることを口実に，給湯室が女性
社員の息抜き・情報交換の場になっているため，お茶J及みの慣行の廃止については
女子社員側から反対の声が上がるケースもあるようである。
(94) r職場では補助的業務を任されていた女性社員に対し，多くの男性社員は対等
な立場ではなく，優位な立場から接しており，日本社会における伝統的な性的役割
分担意識と重複して，女性の立場を一段低くみる傾向がまだ存在する。特に現在管
理職になっている年齢層の多くは，こうした傾向が強く……。」西嶋美那子「企業に
見るセクシュアル・ハラスメン卜への取組J法律のひろば51巻5号39頁 (1998年)。
(95) 職場における男女平等意識とセクシュアル・ハラスメントの被害経験率には相
関関係があると言われる。「名古屋市男女共同参画推進会議 (1998)が平成九年から
10年に実施した調査結果によると，まず，職場が男女不平等(女性は男性に比べて
昇進の機会が少ない，お茶くみや掃除などの雑用は女性の役割となっている，男女
の間に給与の差があるなど)であればあるほど，セクシュアル・ハラスメントの被
害を経験したと回答した人の割合が高くなることがわかりました……。……女性管
理職が全管理職に占める割合が高い (20%以上)職場を見てみると，特にジェンダ
ーハラスメントの被害度が低くなっています・-…。職場における男女不平等度と女
性管理職の割合はたぶんに関係があると思われますが，男女の処遇上の差別がなく，
女性を積極的に登用しているような職場ではセクシュアル・ハラスメントが少ない
ということが言えます。また，一般的な男女平等意識(男性も家事や子育てに積極
的に参加すべきだと思う，男の子は男らしく，女の子は女らしく育てる方がよいと
は思わない，子育てや介護といった役割は，男性より女性の方が向いているとは思
わないなど)の高い個人ほど，セクシュアル・ハラスメント行為に対して不快感を示
し......一方，一般的な男女平等意識が低い個人ほど，セクシュアル・ハラスメント
行為をしたことがあると答えている程度が高くなること……がわかりました。……」
藤田達雄・土肥伊都子編『女と男のシャドウ・ワーク』ナカニシヤ出版 (2000年)
120頁[金井篤子]
(96) 以下は小池和男『聞き取りの作法』東洋経済新報社 (2000年)に示されている，
タイにおける職場調査に関する小池教授の述懐である: r・・一わたくしがたのめる
事務課長はふたりいた。男と女の課長であった。断然女性にたのんだ。それまでの
授業など事務上のやりとりから，女性の課長が有能，とあたりをつけていた。それ
がよかった。 …ータイの職場をまわると，生産職場でも概して女性が高度な仕事に
つき職場をリードしている…...。誤解をさけるため付言しておくが，職場ではじめ
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデルJの再検討 83 
から女性が重要な仕事についていたのではない。文化的に女性優位だからではなさ
そうだ。はじめは男性が重要な仕事についていたのだが，男性はテレビでタイボク
シングがはじまれば，すぐにそれに熱中する。それにくらべ女性はしっかり仕事す
る。その働きぶりから女性が追い越してきたのであった。J63頁。日本社会において
男性の方が女性よりも会社の業務に向いていると信じられているとすれば，根拠の
無い盲信である可能性が高い。
(97) 山崎・前掲注(12)256頁。
(98) 福岡セクシュアル・ハラスメント事件(福岡地裁平成4・4・16判決)の原告
は，その手記において裁判を通じて原告が経験した精神的苦悩を綴っている。また，
次のように述べている。
「ある講演でのことだ。自分の周囲でセクシュアル・ハラスメントに悩む人がい
るが，解決するには裁判に訴えるべきかと質問された。 H ・H ・私は『裁判だけが解決策
ではないjと答えた。裁判は解決策の一つであり，それが最良だとも言えない。……少
なくとも裁判は法律で論議する場である。被害を法的に救うのであって，心の傷を
救うのではない。それが裁判の限界なのだと思う。」晴野・前掲注(6)226頁。
他に，裁判における苦悩を示したセクシュアル・ハラスメント被害者の手記とし
て，甲野乙子『悔やむことも恥じることもなく 京大矢野教授事件の告発』解放出
版社 (2001年)，田中萌子『知事のセクハラ私の闘い』角川書底 (2001年)。
(99) r.・H ・最近は，企業の相談窓口でのセカンド・ハラスメントが問題になってい
る。何とかしてほしいと窓口に行ったところ，興味本位の対応や相談者にも非があ
るなどと言われ，解決どころか傷ついてしまったということであるJrセクシュアル・
ハラスメント防止のキャンベーンや研修はかなり行われているが，今後の課題は，
本当に有効な形での相談窓口の設置や対策がどのように行われるかということであ
る。」佐伯芳子「職場におけるセクシュアル・ハラスメントー労働運動のアジェンダ
にー」女性労働研究39号 (2001年)32頁， 35頁-36頁。
(10) 時帯電通では，プロのカウンセラーを雇うのではなく，社員を社内でカウンセラー
として養成している。ただし，その場合もプロのカウンセラーが指導している。「会
社に相談窓口を設けた場合，常時専門家を置いておければ一番よろしいのかもしれ
ませんが，任命された社員がセクシュアル・ハラスメントについて学習し，社内の
プロフェッショナルになっていくことがある意味で望ましい面もあります。しかし
それには相当な時間と経験が必要で……。産業カウンセラー10年の経験者の方から
ご指導いただいて……。傷ついている女性を更に傷つけないように女性の相談員が
いることが望ましいということ，また心の奥深く潜んでいる悩みまでを知ることの
難しさ等を伺いましてとても重たく感じましたが，……。」相津依代子「職場におけ
るセクシュアル・ハラスメント対策」自由人権協会編『セクシュアル・ハラスメン
トの日米比較』自白人権協会 (1999年)10頁， 13頁。
(101) r抑圧した秘密は，うまく開かれますと成長に結ぴつきます。……痛みをともな
いはしますが。秘密を守ってくれる人に話すと，話し手はだんだと痛みを感じなが
らも，自分がどのようにすればいいかがわかってきます。もちろん聞き手は絶対に
秘密を守る必要があります。」東山紘久、『プロカウンセラーの聞く技術』創元社(2000
84 第14巻3・4号
年)205頁。
(カウンセリングのポイントとして)1(1)安心感と自由を与えること。問題の背景
を知るためには自由に話ができるようにすることが重要です。 (2)対等な関係である
ということ。言葉遣いにしても相手を責めるようなことを避け，対等な関係が必要
です。 (3)予見，先入観を持たないこと。 (4)肯定的な関心を持ち，話をよく聞くこと。
(5)共感するように話を聞くこと。 (6)相手の感情をよく理解すること。 (7)相子のベー
スに合わせて先を急がないようにすること。 (8)プライパシーを詮索しないこと。 (9)
先の見通しを常に持つこと。目的解決策やアドバイスを強制しないこと。同心身の状
況を確認すること。間相手の意向を確認しながら対応していくこと。 (13)辞めないよ
うに説得すること……。」浅倉/上野/鹿嶋/野原/山田・前掲注(20)23頁(野原発
言)。
(102) 水谷・前掲注(1 ) 228頁及び433頁。
(103) 前掲注(1卯)の骨帯電通の例では「・…・難しい問題が発生した場合には，どの部署が
所轄して，どの専門家に尋ねるかということをきちんと決めておいて，初期対応を
誤らないことが重要でhございます。電通の場合には，人事局労務部を所轄部署とい
たしまして，法務室と連携を取りながら，女性の顧問弁護士に相談する体制をとり
ました。そういうことで，難しいケースには即答せず，確認しながら行っていきま
した。また，メンタルヘルスにつきましては，専門の医師が毎週水曜日に社の健康
管理センターにおりますので，メンタルヘルスケアが必要な場合には，相談するこ
とができます。J相津・前掲注(1ω)14頁。
モトローラ株式会社については，人事・法務及ぴEAPと呼ばれるカウンセリング
部署がチームを組んでぶ行う (同社ヒューマン・リソース・オベレーション部長杉口
正子氏)とされる。 ESSOR74号10頁(1999年)。
(1似) iいくら我が杜ではセクシュアル・ハラスメントを許しませんと宣言しでも，上
に立つ管理職が言動不一致の行動をとれば，部下はそれでいいのだと思い，真似を
する。」西嶋・前掲注(94)41-42頁。
(105) 例えば，前掲の表1: iESSORJ誌がセクシュアル・ハラスメント対応について
紹介している例を参照。
(106) 前掲注(95)。
また，山辺知子 iMBAリポート それぞれの選択 米国J(2001年6月4日付日
本経済新聞夕刊)では次のようなくだりがある:iそういえば『ビジネス倫理』の授
業でセクハラのケースを扱った時， wあなたならどうする』と聞かれた米国人女性が
『先輩の女性に相談する』と答えたのは印象的だった。私の前にいた職揚ではまだ
まだ女性が少なく，何かと相談できるような女性の上司は身近にはいなかったこと
を思い出した。j
(107) iセクシュアル・ハラスメントはジェンダーレスな社会構築・企業風土の視点か
ら取り組むものだ・松下電器産業労働組合中央執行委員乾要氏に聞く j電機ジャー
ナル158号12頁。
(1侃) http:/ /www.matsushita.co.jp/corp/news/ official. data/ d凶a.dir!in010329-2/ 
Jn010329-2.html 
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女性かがやき本部の設置については， 2001年年頭に示された同社の経営方針でも
明示されている。「意欲ある女性をより活かし，積極的に登用することを目的に『女
性かがやき本部Jを設置し，イコール・パートナーシップの取組みを加速する。」
http:/ /www.matsushita.co.jp/corp/ news/ official. data/ data. dir /j叫10110-1/jn
O10110-1. html 
(1仰) r松下 男女雇用機会均等法改正で『女性相談室Jを設置J1999年4月23日付電
波新開。
(10) 前掲注(101)電機ジャーナル158号13頁。
(ll) フリーダイヤルの受付時間は土日祝祭日を除く平日の9時から17時30分までで
あるが，この時間中に予約があった場合は就業時間以外の相談対応も可能である。
(シャープ労働組合機関紙)こだま842号 (2000年4月17日・ 5月1日合併号)。
(12) 鋤崎久乃(シャープ労働組合中央執行委員)rシャープにおけるセクシュアル・
ハラスメントへの対応J2000年1月10日付け電機連合1006号。
なお「シャープでは，セクシュアル・ハラスメントは許さないという方針を持っ
ています。このため，苦情処理委員会を開催したすべての案件については，事実関
係を調査の上，謝罪・行為者の配置転換・減給などの対応を行いました。J(鋤崎同
1006号)とシャーブの対応は厳格である。余談ながら， 2000年12月鋤崎氏に面談を
お願いしたのであるが，鋤崎氏の話では 1件でも「うやむや」にした例があると
相談窓口に相談をしてくれなくなるので，うやむやにしないという姿勢は堅持しな
ければならないということであった。また，カウンセリングについては，人の話を
聞くのに慣れた人が相談にのるのが望ましいので，カウンセリングの専門家にアウ
トソーシングすることを検討しているということであった。さらに，労組として職
場全体の問題として取り組んでいる以上，労組組合員でない管理職やその他の非組
合員についても労組としては救済の手を差し延べるつもりであるということであっ
fこ。
(113) r相談窓口と看板が出ておれば行きにくいでしょうから，電話で相談ができるシ
ステムがよいかもしれません。Jr例えば， Eメールで相談ができるということも一
つの方法です。」金井美智子/内藤早苗/苗村博子/養父知美『討論 セクシャル・
ハラスメントJ学際図書出版 (1998年)125頁(苗村・金井発言)。
なお，情報サービス会社の中には「セクハラ電話相談」をビジネスとして事業化
する会社も実際に現れている。例えば，ダ、イヤル・サービス株式会社(東京)は1999
年4月から「セクハラ電話相談Jビジネスを始め，顧客は90社を超えるという。 1999
年1月8日付毎日新聞(夕刊)， 1月12日付日経産業新聞及ぴ12月16日付読売新聞。
(14) 法的な環境が企業の内部規範に影響を与え，統治のあり方を変えるという例と
して，セクシュアル・ハラスメント問題は格好の題材であるとの指摘がある。石田
填「セクシュアル・ハラスメント問題を通じてみた企業の『法化J労働法律旬報1423・
24号 (1998年) 4頁。
(15) 企業にとって必ずしも株主の利益だけが優先されるわけではない例を，ジョン
ソン・エンド・ジョンソン社の社是が示している。同社は，会社が責任を果たすべ
き対象を①消費者②社員③地域社会④株主，としている。
86一一第14巻3・4号
http://www.j吋.co.jp/ credo.html 
http://www.j吋.com/who_is_jnj/cr_usa.html 
(l凶) 例えば，最近では，雪印食品の食肉すり替え事件と雪印乳業の食中毒事件，三菱
自動車のクレーム隠し事件，ブリヂストン米子会社のタイヤのリコール問題，三菱
電機の欠陥放置問題などが挙げられる。
(17) i株主だけでなく，顧客，従業員，地域住民ら企業活動を成り立たせている『利
害関係者』のすべてに責任を持ち，社会に受け入れられる企業を白指す。そうでな
ければ，長い巨で見て，利益もあげられず競争力もつかない。そんな企業の倫理性
を重視する考えが，少しずつ広まりつつある。Jiよい企業は，社会に評価され，長
く生き続けることができる。消費者の力で，そうした新時代の価値観を築きたい。」
2002年2月6日付朝日新聞社説「雪印危機企業価値を決めるのはJ。
(18) 山崎・前掲注(12)275頁。
一方， i今後，裁判所も改正均等法に定める使用者の配慮義務を尽くしている使用
者に対しては免責を認めていくべきである。Ji改正均等法21条を遵守することにつ
いて，損害賠償責任の免責という実体法上の効果が生じることがあってはじめてセ
クシュアル・ハラスメント防止の配慮義務が事業主に定着していくことが期待でき
ると考える。」とする見解がある。木下・前掲注(48)115頁。
(19) セクシュアル・ハラスメントは， i職場において」あるいは「雇用に関連してJ
行われる unweIcomeな行為のみならず， i学校・教育の場において」行われる行為
(iスクール・セクシュアル・ハラスメントJiキャンパス・セクハラ」とも呼ばれ
る)をも含めてセクシュアル・ハラスメントと呼ぶ場合もある。本表では対象に，
「スクール・セクシュアル・ハラスメントJをも広く含めた。「雇用」の場も「スク
ールjも区別せず，権力関係の下でのセクシュアル・ハラスメント事例を検討した
いという方々の便宜にかなうようにとの趣旨である。
例えば， i・・…観点からセクシュアル・ハラスメントを定義づけるならば，それは
『雇用や教育の現場等の指揮命令等支配従属関係の存在するところで，それらの関
係を背景として，行われる不快な性的言動によって，雇用や教育等の諸関係上の不
利益や環境悪化をもたらす違法不当な行為』のことJと広く論じる場合もある。水
谷英夫「日本におけるセクシュアル・ハラスメントの現状と判例の動向」法律のひ
ろば51巻5号8頁， 11頁 (1998年)。
「セクシュアル・ハラスメントは職場だけでなく，学校でも起こります。これを
スクール・セクシュアル・ハラスメント，とくに大学でのセクシュアル・ハラスメ
ントをキャンパス・セクシュアル・ハラスメントと呼ぴます。」大谷/牟田/樹村/
池上・前掲注(20)141頁(牟田)。
「一般企業で起こるセクシュアル・ハラスメントと，教育・研究の場である大学
で起こるセクシュアル・ハラスメントとの違いと言えば，大学のほうがその特殊な
構造ゆえに被害が隠蔽されやすく，訴えるのにかなり勇気がいるということだろ
う。」宮・前掲注(6 ) 175頁。
他に，萩原玉味「現代キャンパス・セクシュアル・ハラスメント考一法的概念を
中心に，その意義と対策をめぐって-J明治学院論叢[法学研究]64号257頁 (1998
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討 87 
年)が詳しい。
尚， íキャンノマス・セクハラ」と f~た用言吾に「アカハラ」カずある。「アカハラ」の
方は「“アカデミック"な場で起きている研究職に固有の性差別，セクシュアル・ハ
ラスメントJという意味で用いられるが，場面がより限定されている一方で，それ
は性的なものに限らずに用いられる場合(例えば，男性教授が男性助手をいじめる
場合)もあるようである。「大学で，上の立場の人間が下の者をいじめ，研究・教育
の場から追い出そうとする。これをアカデミック・ハラスメント，略してアカハラ
と呼ぶ。和製英語である。J2000年10月19臼付朝日新聞 (i窓 論説委員室からJ)。
他に，宮・前掲注(6)192頁参照。
性的な要素を含まない「アカハラ」の判決は上表に含めていない。そのような例
としては，県立医大の女性助手が上司の男性教授から研究妨害などのいやがらせを
受けたとして求めた国賠請求が一部認容された大阪地裁平成12年10月11日判決(判
時1737号66頁，労判799号23頁)がある。
(120) セクシャル・ハラスメント判例の一覧表作成にあたり，判例雑誌掲載の個々の判
例以外に，水谷英夫『セクシュアル・ハラスメントの実態と法理』信山社 (2001年)
xii頁，福島大学行政社会学部今野順夫教授のホームページ:
http://www.ipc.fukushima-u.ac.jp/-a012/sexual.htmlを参考にした。
(121) 本件事案では，原告が，性的人格権侵害(セクシュアル・ハラスメント)の意義
として， i雇傭上，信仰上，その他これに準ずる継続的な権力関係のもとにおいて，
これを利用してなされる」行為であると述べ，信仰上のセクシュアル・ハラスメン
トを問題にしている点異例でドある。
